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要旨 

1 本論文の研究背景と目的 

1990 年代、日本のバブル景気が終わり、いわゆる平成不況の時期が始まった（枩村，

2019，p.2）。長きにわたりマイナス成長を続けたことは、戦後飛躍的成長を遂げた日本

経済にとって初めてであった。それに加え、少子高齢化と人口減少が進み、供給面と需要

面の双方にマイナスの影響を与え、労働投入の寄与が減少するために生産力の拡大の展望

が容易ではない（枩村，2019，p.4）。その後、世界金融危機・景気悪化から脱出しよう

とした日本経済は、依然として低迷状態に置かれている。この長期的な経済不況の原因の

一つとしては、日本経済を支えてきた日本企業の競争力が低下したことが挙げられる。 

日本企業のイノベーション力が下がる理由について、研究開発の成果を社会的価値に

つなげる力やオープンイノベーションに対する日本の弱みが示された（矢野， 2016，

p.6）。そこで、日本企業が抱えるイノベーションの課題として、研究開発は自前主義に

陥っていることと、グローバルネットワークからの孤立が挙げられる。これらの課題を解

決するためには、オープンイノベーション（Chesbrough，2003a，p.43）の推進により

イノベーション創出を推進していくことが重要である。1990 年以降にグローバル化の進

行（和田，2003，pp.6-7）や、新興国の経済発展に伴う競争激化により、世界市場を正

確に捉え、短期間で世界中に受け入れられる製品を開発する必要が増してきた。そのため

には研究開発の効率化が必須であり、オープンイノベーションも重要な手段の一つである。 

また、企業の行動やパフォーマンスは、ネットワークの構造によって影響を受けてい

る（近能，2002，p.498）。企業がオープンイノベーションを通じて達成したい目標、あ

るいはその目標の達成度は、ネットワークに存在する他のアクターとどのような関係を構

築するかに依存していると考えられる。オープンイノベーションを成功させるためには、

社外ネットワークに対するマネジメントが適当でなければならない。 

したがって、ネットワークに対するマネジメントは、企業の一種のケイパビリティと
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して分析できると考えられる。このようなケイパビリティは、ネットワークケイパビリテ

ィと呼ばれてよいが、その定義と内容が統一されていない状況になっている（Ritter, 

p.471, 1999; Moller and Halinen, p.417, 1999; Mort and Weerawardena, p.552, 

2006; Walter et al., p.547, 2006）。さらに、企業のネットワークケイパビリとオー

プンイノベーションの関係は研究されておらず、オープンイノベーションを成功させるた

めには、企業に求められるネットワークケイパビリティとは何かということが重要である。 

以上のように、本研究はまず、企業にとって不可欠なオープンイノベーションの重要

性から出発し、企業を取り巻く外部ネットワークが、オープンイノベーションの創出に影

響を与えることを認識する。社会的ネットワーク（金光，2018，p.138）の角度から、オ

ープンイノベーションをいかに効率に行わせることを理論的に検討する。そして、本研究

はネットワークケイパビリティに関する先行研究をレビューした上で、独自のネットワー

クケイパビリティのフレームワークを構築し、オープンイノベーションとの関係を明らか

にする。そして、オープンイノベーションのパラダイムにおける企業に求められるネット

ワークケイパビリティを検討する。 

2 本論文の構成 

はじめに 

第 1 章 問題意識と研究目的の提示 

1 日本経済不況とイノベーション力の低下 

2 研究開発環境の変化 

3 世界主要国のオープンイノベーション施策 

4 ネットワークケイパビリティの必要性 

5 研究目的 

6 研究方法 
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第 2 章 先行研究の整理 

1 イノベーションに関する研究 

2 オープンイノベーションに関する研究 

3 小括 

第 3 章 ネットワークケイパビリティに関する研究 

1 組織のネットワーク化 

2 ネットワークケイパビリティの概念と変遷 

3 ネットワークケイパビリティの仕組み 

4 クローズドイノベーションとオープンイノベーションにおけるネットワークケイ

パビリティの比較 

5 小括 

第 4 章 仮説及び構成概念の提示 

1 仮説の提示 

2 分析方法 

3 構成概念の定義と観測変数の提示 

4 実証の概要 

5 観測変数の概要 

第 5 章 実証結果の提示 

1 統計学的指標 

2 実証結果 

3 実証の補足 

4 実証研究のまとめ 

第 6 章 事例研究 

1 事例の選出 

2 Lucent と Cisco のイノベーション戦略の比較 
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3 FCNT 社 

4 分析  

第 7 章 結論と今後の課題 

1 本研究の結論 

2 今後の課題 

参考文献 

付録：アンケート本文 

付録：アンケート一次集計 

3 論文の要旨 

3-1  問題意識、研究目的及び研究方法の提示 

オープンイノベーションの流行に伴い、組織のネットワーク化が加速している。外部

ネットワークの形成はオープンイノベーション成功要因の一つであると考えられる。また、

企業の行動やパフォーマンスは、ネットワークの構造によって影響を受けている（近能，

2002，p.498）。そのため、組織間で結ばれたネットワークがオープンイノベーションプ

ロセスの重要な側面であると考えられる。企業にとって、どのようなネットワークの中に

位置づけられることが望ましいかという課題が残された。 

オープンイノベーションを実現するためには、企業のネットワークに対するマネジメ

ントは重要となり、ネットワークケイパビリティは、企業がネットワークに存在する資源

を利用する一種の能力であり、企業の競争優位とつながるだろう。いかにオープンイノベ

ーションを生かすかは、今の時代の企業が抱える課題となっている。そこで、ネットワー

クにおける資源をうまく活用するためのネットワークケイパビリティの理論は、企業のオ

ープンイノベーションを促進するための要因の一つだと考えられる。そこで、本研究では

オープンイノベーションのパフォーマンスとネットワークケイパビリティの関係を出発点

とし、両者間の関係を明らかにする。その上で、オープンイノベーションを促進するため
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に、企業のネットワークに対するマネジメントのあり方を示す。 

3-2  先行研究の整理 

20 世紀後半までに、クローズドイノベーションは、いくつかの要因によって深刻な課

題に直面した（Chesbrough，2003a，p.45）。その背景では、「大企業も既存技術・既

存事業の発展型である自社資源に依存した垂直統合モデルで、短期間で市場ニーズを満た

す製品・技術を開発し、長期的に収益を上げ続けることが困難である状況に直面し始めた。

さらに、流動性が高まることで、これまで社内に抱えていた優秀な人材やアイディアの外

部流出等の影響も受け始めると、いよいよ外部資源に頼らざるを得ない状況に追い込まれ

る」（NEDO，2017，p.26）。これらの要因により、クローズドイノベーションはもはや

持続可能ではなく、オープンイノベーションという新しいイノベーションパラダイムが必

要となった。 

既存の文献の多くは、オープンイノベーションの強化を強調しているが、オープンイ

ノベーションの複雑でダイナミックな性質と、適切な開放度の存在を無視している

（Laursen and Salter，2006，p.146）。一方、ソーシャルネットワーク理論の観点か

らみれば、オープンイノベーションは、企業が幅広い組織とのコラボレーションを通じて、

価値のあるリソースへのアクセスを実現できることと考えられる（ Huang, Chen and 

Liang, 2017，p.29）。しかし、オープンイノベーションにおいて、企業の間に、互いの

戦略的目標や利益の変化に起因する不安定さがあり、競争関係や日和見主義的な行動の可

能性があるため（Zhao, Sun and Xu, 2016, p.285）、協力して価値を生み出す一方で、

コア技術の知識が漏れたり盗まれたりするリスクがある。したがって、開放性（Laursen 

and Salter, 2006, p.131）の概念が提出され、企業に過度開放という問題が存在する

ことが指摘される。企業は適当な外部組織を選択して、慎重にオープンイノベーションを

取り扱わなければならない。それに伴い、組織のネットワーク化が加速し、企業がこのネ

ットワークをマネジメントする能力がネットワークケイパビリティとして認識できるだろ

う。さらに、オープンイノベーションのパラダイムにおいて、ネットワークケイパビリテ

ィを強化しなければならないと考えられる。 
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3-3  ネットワークケイパビリティに関する研究 

ネットワークケイパビリティに関する研究について、組織のネットワーク化、ネット

ワークケイパビリティの概念と変遷、ネットワークケイパビリティの仕組み、オープンイ

ノベーションとクローズドイノベーションにおけるネットワークケイパビリティの比較に

分けて先行研究を整理した。企業は過去の単一線形モデルからネットワーク化の非線形モ

デルにシフトし（西村，2001，pp.18-19）、ネットワーク化は今では企業価値活動の重

要な環境特徴となっており、効果的な企業外部ネットワークの構築と維持がパフォーマン

スの向上と企業競争力の強化の鍵であると考えられる。本研究では、ネットワークケイパ

ビリティの仕組みについて、ビジョンケイパビリティ、関係構築ケイパビリティ、関係管

理ケイパビリティ、ネットワークケイパビリティの主な影響要素に分けて研究を行った。

1 つの会社に 2 種類のネットワークが同時に存在する可能性があるので、クローズドイノ

ベーションのネットワークとオープンイノベーションのネットワークがあるはずである。

これら 2 種類のネットワークを個別にマネジメントして、クローズドネットワークの有効

性を確保しながら、活発なオープンイノベーションを引き出す必要があると考えられる。 

3-4  仮説及び構成概念の提示 

先行研究を踏まえ、本研究はまず、企業がネットワークに参加するプロセスを、ネッ

トワークの発動、アクターとの関係構築、関係管理の三つのステップに分けている。そし

て、各プロセスに、ビジョンケイパビリティ、関係構築ケイパビリティ、関係管理ケイパ

ビリティの三つの要素で構築した枠組みを本研究のネットワークケイパビリティの捉え方

とする。 

以上のように、オープンイノベーションを実現するために、企業のネットワークケイ

パビリティが重要であると言ってよいだろう。先行研究を踏まえ、本研究は以下の仮説を

提示する。 

仮説 1：企業のビジョンケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに
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よりイノベーションを創出する可能性が高い 

仮説 2：企業の関係構築ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 

仮説 3：企業の関係管理ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 

企業家のネットワークに対する意思決定は、組織のネットワークケイパビリティの中

で最もリスクが高い次元であろう。イノベーションの環境が絶えず変化し、イノベーショ

ンを創出しなければ淘汰されてしまう時代に、企業家はイノベーションのネットワーク化

の傾向を把握できなければ、潜在的なネットワークのイノベーション機会とリスクを知覚

できないだろう。ビジョンケイパビリティは、企業がネットワークの環境に対する分析に

基づいたチャンスとリスクに対する感知の能力であり、その上で、ネットワーク環境の進

化状況に合わせ、相応しい戦略を策定する能力と考えられる。ビジョンケイパビリティと

いうのは、すなわちネットワークプランニング能力であることがわかる。本研究は、「外

部連携意欲」と「必要技術明確度」という二つの方面から、企業のビジョンケイパビリテ

ィを測ろうとする。 

関係構築ケイパビリティを連携可能や、連携相手に対する情報の把握度と戦略目的に

適切な相手を特定する能力だと考えている。関係構築ケイパビリティは、イノベーション

のネットワークを構築し、適切なパートナーを探索・評価・選択し、潜在的なパートナー

との直接的な関係を確立する能力であると考えられる。オープンイノベーションにおける

ネットワークメンバーは主に顧客、サプライヤー、大学、外部の専門家及び科学技術仲介

などがあり、企業の技術や知識、イノベーションタイプ及びイノベーションプロセスタイ

プの違いにより、ネットワークメンバーに対する期待又は要求も一致しないはずである。

多くの潜在的なパートナーの中で、潜在的で価値のあるパートナーを発見し、多くの潜在

的なパートナーの中から好ましいものを選ぶことができるように、企業は強いスキャン能

力と識別能力を備えなければならない。そのため、本研究は、「パートナー情報」、「パ
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ートナー特定」、「パートナー多様性」の三つの点から、企業の関係構築ケイパビリティ

を検討する。 

関係管理ケイパビリティについて、まず、異なる技術イノベーション段階では異なる

紐帯タイプを利用する必要がある。強い紐帯は往々にして組織間の関係が長期的、高度な

承諾と、より緊密な人間関係と信頼に基づくなどの特性を持っている。一方、企業は周辺

の弱い紐帯を増やし、ネットワークの多様性を拡大する必要もある。企業にとって、弱い

紐帯は異なるネットワークと接触する機会を増やせる。より多くの新たな有用な情報への

経路を提供し、それは「過度の埋め込み」を解決する有効な対策である。本研究は、関係

管理ケイパビリティは「連携期間」、「フォーマルなコミュニケーション」、「インフォ

ーマルなコミュニケーション」の三つの項目で考察する。 

オープンイノベーションでは、外部の新しい技術を最大限に活用することで、社内の

研究開発に必要な時間とお金を節約すること、製品開発の時間を短縮し、イノベーション

を加速することができる（Greco et al., 2018, pp.2-3）。協力を通じて、異なる組織

がイノベーションのリスクとコストを分担することができる(Nambisan et al., 2018, 

p.357)。また、相互補完的なイノベーションリソースを共有することで（NEDO, 2018, 

p.155）、イノベーションサイクルを短縮し、イノベーションの効率を向上させることも

できるだろう。本研究では、先行研究を踏まえたうえで、「オープンイノベーション」は、

「社内 R&D スピード」、「新規製品・サービス開発」、「新市場開拓」の三つの項目で考

察する。 

3-5  実証結果の提示 

本研究では、1958 社の日本の上場企業にアンケートを送付し、共分散構造分析を使っ

て回収したデータに対して実証研究を行った。実証研究から以下のことが明らかになった。  

「ビジョンケイパビリティ」と「オープンイノベーション」について、企業のビジョ

ンケイパビリティが高ければ、オープンイノベーションの成果も多いことが分かった。ま
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た、「ビジョンケイパビリティ」の観測変数は「外部連携意欲」と「必要技術明確度」で

あるため、企業は外部ネットワークを通じて問題を解決する意欲と外部から獲得したい技

術の明確度は、オープンイノベーションを活発化させる原因となる。 

そして「関係管理ケイパビリティ」と「オープンイノベーション」の間に強い相関関

係が見られるため、企業の関係管理ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベー

ションによるイノベーションを創出する可能性が高いという仮説を実証できた。企業は外

部連携相手とより長い時間の関係を維持すれば、より強い紐帯が結ばれる。そのため、互

いに信頼関係を築くことにより、情報がよりスムーズに伝達され、オープンイノベーショ

ンの成功につながる。そのため、企業が連携相手の間に常にインフォーマル及びフォーマ

ルなコミュニケーションが重要となる。 

一方、実証の結果から見れば、「関係構築ケイパビリティ」について、企業の関係構

築ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションによるイノベーションを創

出する可能性が高いという仮説が支持されなかった。その原因は、前で述べたように、

「関係構築ケイパビリティ」は今までにない連携可能な相手を特定する能力だと考えられ、

弱い紐帯の構築に偏る能力であるため、「オープンイノベーション」と直接に結び付かな

い可能性があると想定した。その原因は、「関係構築ケイパビリティ」は「関係管理ケイ

パビリティ」を影響し、それを通じてオープンイノベーションに影響を与えるかもしれな

い。そのため、本研究は補足の実証研究を行い、三つのネットワークケイパビリティの間

の関係を検討してみた。 

補足の実証をやってみた結果、「関係構築ケイパビリティ」と「関係管理ケイパビリ

ティ」の間に、強い因果関係が見られる。つまり、企業の関係構築ケイパビリティが直接

にオープンイノベーションに影響を及ぼさないが、関係管理ケイパビリティを通じてオー

プンイノベーションに関連していることが分かった。 
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3-6  事例分析 

事例分析において、本研究はまず、Lucent と Cisco の事例を対象として分析選出した。

Lucent と Cisco はどちらも情報通信技術の分野を代表的する企業である業界の特性から

考えて、イノベーションはこれらの企業の存続と成長に最も重要な要素であるため、企業

は技術の持続的なイノベーションを重視し、瞬く間に変化する市場のニーズに応えなけれ

ばならない。しかし、実際の過程において、両社は内部イノベーションを絶え間なく強化

した上、異なるオープンイノベーションと知識戦略を取り入れ、全く違う二つの結果をも

たらした。Lucent と Cisco の 2 社を研究対象に選び、代表的な業界における代表的な企

業の成功と失敗の軌跡を示すことで、オープンイノベーションに対する理解を深めること

ができる。 

4G から 5G へのジェネレーションの進化は、かなり大きな技術進化になる。技術進化が

大きいということは、既存の企業のなかには、技術的に乗り越えられないというケースも

出てくることになる。FCNT 株式会社（以後、FCNT 社と略す）は、5G に対する開発投資や

オープンイノベーションを前向きに進み、その結果、いち早く、5G 市場に立ち上げるこ

とができた。  

さらに、FCNT 社に対するインタビュー調査を通じて、FCNT 社のオープンイノベーショ

ン事例を取り上げ、ネットワークケイパビリティがオープンイノベーションに与える影響

を分析してみた。FCNT 社は、5G にいち早く市場参入するという目標を明確化し、将来に

5G 領域をめぐって新たな協業パートナーを探索する強いビジョンを持っている。FCNT 社

は、異なる属性の相手と連携関係を築き、より多くのオープンイノベーションの可能性を

見つけようとしている。また、連携パートナーの間に、正式的および個人間のコミュニケ

ーションがより良好な連携関係の構築に役立つだけでなく、さらに新たなオープンイノベ

ーションの可能性を示唆している。 

FCNT 社のネットワークケイパビリティが、オープンイノベーションにポジティブな影

響をもたらしていることが分かった。一方、FCNT 社はオープンイノベーションに対して
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抱える課題がいくつかが指摘され、オープンイノベーションをより活発化させるためには、

企業にさらなる強力なネットワークケイパビリティが求められることが分かった。 

3-7  結論と今後の課題 

本研究では、企業を取り巻くネットワークには、ダイナミック性の特徴があるため、

企業がネットワークに参加するプロセスを、ネットワークの発動、アクターとの関係構築、

関係管理の三つのステップに分けている。それぞれにビジョンケイパビリティ、関係構築

ケイパビリティ、関係管理ケイパビリティが必要であるとしている。  

外部で技術探索寄りの意思決定が行われ、明確化した目的を持って外部ネットワーク

を積極的に活用しようとする企業は、より良いオープンイノベーションのパフォーマンス

を実現できる。企業は既存の連携関係に対し、定期的かつ正式なコミュニケーションのみ

ならず、社員間の不定期的かつ個人的なコミュニケーションも重要で、共同の目標を達成

するために最後まで連携関係を維持できれば、アクターが相互に強い信頼関係を築くこと

をでき、情報や知識をアクターの間によりスムーズに伝達することが想定できる。そのた

め、オープンイノベーションにおける意思決定において、トップリーダーだけでなく、技

術担当者も意思決定を行う仕組みを構築し、外部組織との連携にかかわる迅速な意思決定

は、円滑な連携関係の実現に必要である。それはオープンイノベーションの成功にとって

要因の一つと考えられる。補足実証研究結果より、企業の関係構築ケイパビリティが関係

管理ケイパビリティに影響していることが確認できた。したがって、より多くのかつ異質

な外部組織と連携関係を築くことによって、企業が単一リレーションをうまく管理するこ

とを示唆している。  

本研究においては、企業の関係構築ケイパビリティがオープンイノベーションに対す

る影響は明らかにできなかった。弱い紐帯の重要性を認識し、それを強化する企業が多い

とは言えず、企業で同時に強い紐帯と弱い紐帯が統合されたハイブリッド型紐帯をいかに

構築するかが、今後の研究の課題である。また、本研究は補足の実証研究において、関係

構築ケイパビリティと関係管理ケイパビリティの関係を実証できたが、ビジョンケイパビ
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リティ、関係構築ケイパビリティ、関係管理ケイパビリティの三者間の関係については明

らかにならず、これも今後の研究の課題である。さらに、本研究は独自のネットワークケ

イパビリティのフレームワークを提示し、それがオープンイノベーションに寄与すること

は明らかにできたが、企業がいかにしてネットワークケイパビリティを構築・強化するか

については議論できておらず、そのケイパビリティ構築の手法を明らかにすることも今後

の研究課題とである。 
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はじめに 

日増しに激しくなってきた市場競争において、イノベーションは経済発展にとって欠

かせず、そして企業の生存と発展の鍵となっている。しかし、一方ではグローバルな競争

の激化に伴い、イノベーションの創出にはかつてないスピードが求められるようになって

きた。 

従来は、イノベーションの創出を実現するためには、基礎研究から製品開発までを自

社内で行うか、あるいは垂直統合による、いわゆる自前主義が一般的であった。しかし、

顧客ニーズの多様化、製品ライフサイクルの短期化などに伴い、イノベーション創出に大

きな役割を果たすべき研究開発活動に対する要求も、多岐に亘ってきた。企業は、技術力

があるにもかかわらず、イノベーションを起こすに必要なあらゆる資源と技術を持つこと

はできないはずだろう。そのため、以前のようにイノベーション創出に関わるすべての活

動を自社だけで行っていては、市場のスピードについていけず、自前主義の限界が露呈し

た。 

また、ICT の飛躍的な発展により市場競争のグローバル化や産業構造の変化が加速し、

市場の不確実性が高まった（文部科学省，2017，p.25）。特に日本企業は、1970 年代か

ら 1980 年代まで目覚ましい成長を遂げたが、2000 年代以降、ライバル国や新興国の台頭

が顕著になるにつれ苦戦を強いられるようになった（内閣府，2011，p.114）。少子高齢

化が進むことで、日本では経済の成長が鈍化し、さらには縮小していくと予測されていた

（内閣府,2003,pp.187-188）中で、自前主義のイノベーションに対する認識は大きく変

わるべきであった。 

それにもかかわらず、メタナショナル経営の視点から見ると、企業は自国の優位性の

みに依拠した戦略に安住せず、世界規模での競争優位を構築するために革新的知識の源泉

を世界中で感知、移転・融合、活用していくことを特徴とする（鈴木，2013，p.157）。

企業が必要となる知識、リソース、人材などは、世界中に散在しており、流動性が高まっ

ている傾向がある。すべてのリソースは自国内あるいは自社内にあるわけではなく、企業
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が海外展開により、新たな知識を探索する必要がある。一方、日本企業のイノベーション

への取組みでは、「自国主義の克服」「先進国中心主義の克服」「自前主義の克服」とい

った三つの課題が挙げられる（浅川,2006,p.1）。浅川（2006，pp.19-20）によれば、

自国主義の克服とは、国内の技術や知識や人材のみに依存するのではなく、世界中に分散

し流動するナレッジやリソースの獲得と活用を有効に行うということを意味する。先進国

中心主義の克服とは、単に先進国内の複数拠点で R&D 活動を行なうだけでは不十分である

ため、新興国の特殊性を十分に理解しながら、R&D の可能性を探ることを意味する（浅

川,2006,p.18）。また、自前主義の克服とは、自社内リソースのみに依存せず、新規ナ

レッジの外部依存も重要となり、それを積極的に獲得することを意味する（浅

川,2006,p.7）。 

クローズドイノベーションでは、成功したイノベーションには強力な制御が必要であ

り、企業は独自のアイディアを持ち、新製品をさらに開発して市場に投入し、独自の流通、

サービスを提供する必要があるという哲学に従う（Chesbrough,2003a,p.30）1。つまり、

企業は独自の創造性と内部で市場化させるアプローチに依存する。20 世紀の大半におい

て、この自立の哲学と閉鎖的な垂直志向の開発形態が主流であった（ Chesbrough, 

2003a,p.21）。しかし、新たな製品やサービスを市場に出すための所要時間やコストが

ますます増加していき、ライフサイクルの短縮によってコストの回収も困難になった。日

本企業のみならず、世界中の企業は、イノベーション創出が困難になるという課題に直面

していたのである。 

このような環境において、有効な企業戦略として、Chesbrough（2003a）がオープン

イノベーションを提唱した。P&G、大阪ガスなど、オープンイノベーションのパラダイム

を実践する企業は多く存在する。社外のアイディア・技術を自社製品に活用することによ

って、企業は新しいアイディアのより迅速な商品化を実現できる（早瀬，2016，p.34）。

また、社内組織との連携により、イノベーションのリスクをマネジメントするようになっ

た。今では、オープンイノベーションはより高いイノベーションのパフォーマンスを示し

（Gassmann, Enkel and Chesbrough，2010，p.218）、企業にとってむしろ必須の戦略

になってきた。  
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オープンイノベーションを実践し、イノベーションを起こそうとしている企業にとっ

て、他の組織と関係を構築することは不可欠である。企業は、無数のイノベーターで結ば

れたネットワークの一部として機能しているに過ぎない（Chesbrough，2006，p.28）。

特に、近年、ICT の発展に伴い、ネットワークに存在する複数のイノベーターがさらに緊

密に結び付くようになった。そのため、Chesbrough et al.（2006,p.210）2は、組織間

ネットワークや企業間の関係は、オープンイノベーションの重要な側面であると指摘した。 

戦略論の分野では、「企業が埋め込まれているネットワークの構造が、当該企業の行

動やパフォーマンスに何らかの影響を及ぼしうる」という点については、既に研究者の間

で幅広い合意が形成されている（近能,2002,p.498）。しかしながら、「どのようなネッ

トワーク構造の中に埋め込まれることが望ましいのか」という点に関して、中でも「強い

紐帯と弱い紐帯を全体としてどのようなポートフォリオで構成したネットワークが望まし

いのか」という点については、まだまだ研究の蓄積が進んでいないのが現状である（近

能,2014,p.39）。Chesbrough and Rosenbloom（2002,p.534）3は、「バリューネット

ワークは、イノベーションの実用化から価値を獲得する上で役割を果たす」と述べた。し

たがって、企業がオープンイノベーションを通じて達成したい目標、あるいはその目標の

達成度は、ネットワークに存在する他のアクターとどのような関係を構築するかに依存し

ていると言えるだろう。そこで、企業がオープンイノベーションを成功させるためには、

企業を取り巻く外部ネットワークに対するマネジメントが適切でなければならないと考え

られる。 

しかしながら、Chesbrough et al.（2006,p.211）4は、「ネットワークに埋め込まれ

た企業が、ネットワーク全体をマネジメントすべきか否か、もしマネジメントすべきなら

どうすべきか」と述べ、オープンイノベーションに対して組織間ネットワークのマネジメ

ントにはさらなる研究が必要となることを示した。 

この指摘と相まって、ネットワークに対するマネジメントが、企業の一種のケイパビ

リティであるとして分析する研究（Walter et al.,2006；Moller and Halinen,2017）

が出現した。このようなケイパビリティは、ネットワークケイパビリティと呼ばれている
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が、その定義と内容は統一されていない。さらに、企業のネットワークケイパビリとオー

プンイノベーションの関係は、明示的には研究されておらず、オープンイノベーションを

成功させるために企業に求められるネットワークケイパビリティとは何かということを明

らかにすることが重要になっている。 

以上のことから、本研究ではまず、今日、企業にとって不可欠なオープンイノベーシ

ョンの重要性を再度確認することから出発し、企業を取り巻く外部ネットワークが、オー

プンイノベーションの創出にどのような影響を与えるかを認識する。社会的ネットワーク

（金光，2018，p.138）の視覚から、オープンイノベーションをいかに効率的に行わせる

ことができるかを理論的に検討する。その上で、ネットワークケイパビリティに関する先

行研究をレビューした上で、独自のネットワークケイパビリティのフレームワークを構築

し、このフレームワークをオープンイノベーションと関係付ける。そして、オープンイノ

ベーションのパラダイムにおける企業に求められるネットワークケイパビリティを検討す

る。 

 

1 Chesbrough(2003a,p.30), “It developed the basic components, assembled them into 

subsystems, designed systems out of these components, manufactured the systems at its 

own factories, distributed and serviced the systems themselves.”  

2 Chesbrough et al.(2006,p.210), “Interorganizational relations and networking are a 

crucial dimension of Open Innovation.”  

3 Chesbrough and Rosenbloom（2002,p.534） ,  “The value network created around a 

given business shapes the role that suppliers, cumstomers and third parties play in 

influencing the value captured form commercialization of an innovation.”  

4 Chesbrough et al.(2006,p.211), “However, it is not explicitly mentioned whether the 

innovation company should manage the entire value network, and if so, how it shou ld do 

this.” 
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第1章 問題意識と研究目的の提示 

第 1 章では、研究の背景を述べるとともに、問題意識を明確にする。そして、研究目的

を提示し、その研究目的を達成するための研究方法について説明する。 

1 日本経済不況とイノベーション力の低下  

1980 年代、ソニーやパナソニックなど、日本の代表的な企業は激烈なグローバル競争

の中で成長を遂げた（橘川,2000,p.29）。家電メーカーをはじめ、高い技術力を持った

日本企業が、当時の世界経済の成長を牽引したと言ってよいだろう。「その成長を図る上

で最も効果が期待できる手法が、高付加価値をもたらすイノベーションを継続的に創出」

（内閣府，2007，p.153）することだったのである。 

1990 年代に入り、日本のバブル景気後、いわゆる平成不況が始まった。さらに、1990

年代後半には、不況がさらに深刻化し、「失われた 20 年」（金等,2010,p.237）と後に

言われる経済停滞期を迎えた。長きに亘るマイナス成長を続けたことは、戦後飛躍的成長

を遂げた日本経済にとって初めてであった。それに加え、少子高齢化と人口減少が進み、

供給面と需要面の双方にマイナスの影響を与え、労働投入の寄与が減少するために生産力

の拡大を展望することは容易ではなかった（枩村，2019，p.4）。その後も、世界金融危

機とそれに続く景気悪化から脱出しようとした日本経済は、依然として景気低迷状態に置

かれている。この長期的な経済不況の原因の一つとしては、日本経済を支えてきた日本企

業の競争力が低下していることが挙げられる。 
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図表 1-1 日本企業の売上高研究開発費率推移（1987‐2019） 

 

出典：総務省「科学技術研究調査」 

（1987 年度、1992 年度、1997 年度、2004 年度、2009 年度,p.14、2014 年度,p.14、2019 年

度,p.14） 

注：1987 年度、1992 年度、1997 年度、2004 年度のデータは総務省が発表する統計データセットによ

り筆者が算出する 

URL：https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&toukei=00200543&tstat=000001032090 

 

総務省統計局が発表した「科学技術研究調査」図表 1-1 によれば、日本企業の売上高研

究開発費率（研究開発集約度ともいう）は 1980 年代後半から 2019 年に至るまで、一時

的な落ち込みがあったものの、基本的に日本企業が研究開発に投入した資金は継続的に増

加したように見られる。 

具体的には、1980 年代後半から 1990 年代前半まで、日本企業の研究開発集約度は上昇

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200543&tstat=000001032090
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200543&tstat=000001032090
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する基調であった（高橋，2004，p.8）。その後、一時的に低下する傾向にあったが、

2010 年前後には増加率が高かった（高橋，2004，p.2）。さらに、「科学技術研究調査」

2020 年の最新データを見ると、日本企業の研究開発集約度はさらに上昇し（総務省，

2021，p.12）、日本企業は経済不況に置かれるものの、研究開発費投資を増大させてい

ることが分かった。 

さらに、日本の研究開発費は 2008 年時点でおよそ 19 兆円であり、国内総生産に占める

割合は 3.8％のピーク（文部科学省，2019，p.17）に達した。文部科学省（2015）によ

れば、1989 年から 2008 年までのおよそ 20 年間で、日本はアメリカや EU28 ヵ国平均を上

回って、主要国の中で第 1 位を占め続けた。 

澁澤（2012,pp.26-27）によると、研究開発への投資と企業のパフォーマンスの関係に

ついては、研究開発投資費が企業の成長機会の価値に寄与しているという。また、研究開

発投資と企業価値の間に正の相関関係が存在し（市川・中野,2005,p.143）、研究開発投

資は企業に成長をもたらし、企業価値を増加させると考えられる。 

しかし、内閣府の「年次経済財政報告」（2011,p.177）によると、主要国の研究開発

効率を試算した結果、日本はその中でも特に低い水準にとどまっている。研究開発効率の

低下は、バブル崩壊後の経済成長率の低迷など、多様な原因が存在しているが、イノベー

ションのグローバル化不足（経済産業省，2017，p.233）という点も指摘できる。つまり、

日本企業は、イノベーションの創出に際して、グローバル化の成果を十分に取り入れてい

ない点が、研究開発効率を低下させた要因の一つと考えられるのである。そこで、イノベ

ーション力の低下を解決するためには、内閣府の「年次経済財政報告」（2011,p.178）

によれば、自前主義から脱却し、自社にないあるいは開発困難な技術を、企業の外部から

調達することで、イノベーションを効率化させる余地があるという。 

世界経済フォーラム WEF（The World Economic Forum）が毎年発表する「国際競争力

報告」は、国際競争力指標 GCI（Global Competitive Index）を算出し、各国の競争力

を評価している。 
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GCI では、基本要件指数、効率化要因指数、イノベーションと洗練度要素指数という三

つの指数のスコアから算出し（世界経済フォーラム，2017，p.5）、それに基づいて各国

の競争力を評価する。その中に、イノベーションと洗練度要素指数では、ビジネス洗練度

とイノベーションで構成されている（世界経済フォーラム，2017，p.5）。イノベーショ

ン柱項目のスコアの順位はイノベーションランキングと呼ばれる（世界経済フォーラム，

2017，p.7）。 

図表 1-2 近年のイノベーションランキングとスコア 

 

出典：世界経済フォーラム「国際競争力報告」（2013-2014 年度, p.22、2014－2015 年度, 

p.20、2015－2016 年度, p.14、2016－2017 年度, p.50） 

 

図表 1-2 を見ると、日本のイノベーションランキングは、2014-2015 年度の 4 位から
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（世界経済フォーラム，2015，p.20）、2016-2017 の 8 位（世界経済フォーラム，2017，

p.50）に下落した。世界各国の中でトップ 10 位以内に推移していたが、長期的には低下

していく傾向に見える。そして、WEF の企業経営者へのアンケート調査によると、サブ項

目のイノベーション能力（Capacity for innovation）について、日本は 2012-2013 年

度には世界 1 位（世界経済フォーラム，2013，p.213）であったが、2016-2017 年度には

21 位（世界経済フォーラム，2017，p.217）に後退している。いずれの項目のスコアを

見ても、日本企業のイノベーション力が鈍化する一途を辿っていることがうかがえる。 

日本企業のイノベーション力が下がる理由について、経済産業省（2017,p.233）によ

れば、日本の企業経営者の自国への評価が低下した可能性があるとともに、研究開発の成

果を社会的価値につなげる力やオープンイノベーションに対する日本の弱みが影響した可

能性があるとも指摘されている。そこでは、日本企業が抱えるイノベーションの課題とし

て、研究開発が自前主義に陥っていることと、グローバルネットワークからの孤立が挙げ

られている（経済産業省，2017，p.228）。これらの課題を解決するためには、オープン

イノベーションの推進によりイノベーション創出を推進していくことが重要であると考え

られる。 

2 研究開発環境の変化  

グローバル化の進展や競争が激化する中で、近年、研究開発をめぐる環境が大きく変

化している。デジタル化・モジュール化の進展により、技術革新のスピードが日々加速し

ている。それに加え顧客ニーズの変化も多様化し、早くなっている。図表 1-3（経済産業

省，2016，p.126）は、経済産業省が発表した製品ライフサイクルの変化を 10 年前と比

較した調査結果を示したものである。10 年前と比較して製品ライフサイクルの短縮化が

進んでいる様子がうかがえ、特に電気機械と化学工業を主要分野とする企業は、製品ライ

フサイクルの短縮化の進行が速い（経済産業省，2016，p.126）ように見える。 
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図表 1-3 製品分野別製品ライフサイクル短縮化の傾向 

 

出典：経済産業省（2016，p.126） 

このように、企業にとって、顧客の多様化したニーズに迅速に対応することがますま

す困難なことになっている。研究開発の効率を高めず、次々と新製品を市場に投入できな

い企業は顧客を失う場面に直面している。一方、多種多様な製品を開発するためには、そ

れに対応した多様な研究開発を行う必要があり、結果的に、非常に多くの研究開発投資を

行わなければならないことは、必然なこととなっている。したがって、いかに研究開発を

効率化させ、イノベーションを創出するかは、電気機械を初め多くの業界において喫緊の

課題となっている。 

また、研究開発を加速することの他に、新事業の創出も日本企業が持続的成長を遂げ

るための一つの条件として指摘される。日本企業が成長停滞を打破し、持続的に成長して

いくためには、伊藤等（2013,p.5）によれば、短期的には製品開発スピードの高速化が

必要であり、長期的には新事業の創出も重要な課題である。 
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日本では、特に 1980 年代に多くの企業が多角化経営を進めようとした。それを経て、

1990 年代後半から、多くの日本企業は「選択と集中」（青木,2009,p.33）の手法に注目

し始めた。多くの企業が「選択と集中」を取り入れ、経営手段として有効であると考えた

理由は、自社の強みとする事業に特化し、無駄のない経営を行うことができるからであっ

た（青木,2009,p.19）。それによって、経営資源を集中させることでコスト削減を図る

ことができるため、コストリーダーシップ戦略を展開できるはずであろう。しかし一方で、

「選択と集中」の経営戦略は、新事業の展開を妨げる可能性もある。 

特に、2008 年の「リーマン・ショック」により、新事業の展開を重視する企業は少な

くなり、今に至っては、多くの企業で自社の新事業展開に不満を抱えている。このような

状況において、企業は従来の自前主義による内部資源の過度な集中とクローズドな外部連

携関係、限定した研究開発に閉じ込められている。このような研究開発の体制を打破する

ためには、企業が外部の資源を活用し、積極的に外部との連携を行う、いわゆるオープン

イノベーションの推進の意義は大きい（大塚,2011,p.11）。しかし、前で述べたように、

日本企業は自前主義への傾向が強いと見うけられ、オープンイノベーションの推進は容易

ではなかろう。 

日本企業と比べて、世界でイノベーションをけん引した米国企業のイノベーションへ

の取り組みを見ると、大きな差異がある。真鍋・安本（2017,p.3）によれば、20 世紀後

半は米国企業でもクローズドな体制であったが、現在ではオープン化するトレンドにある

という。20 世紀前半、米国企業は企業内部に中央研究所が設置され、そこで研究開発活

動を行う仕組みを確立した。GE や AT&T などの企業が、その後の米国経済を牽引する企業

内中央研究所を設立した（Usselman,2013,p.3）1。当時は、基礎研究から優れたイノベ

ーションが生み出され、それが利益に寄与するという「線形モデル」（西村,2001,p.14）

の考え方が支配的であった。 

しかし、1980 年代以降から、この研究開発の流れが一転し、中央研究所の意義が問い

直され、中央研究所の廃止や縮小が相次いで起きるようになった。それは、真鍋・安本

（2017,p.4）によれば、企業の必要とする知識の基盤が広く深くなり、それを入手する
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ためのコストをいかに削減するかが、当時の米国企業が抱える課題となったためであると

いう。そのため、数多くの米国企業は外部の研究所や大学との共同研究などを通じて新た

な技術にアクセスし、外部の新たな知識と社内の既存の知識を結びつけようとしたのであ

る（Chesbrough,2003a，pp.23-24）。 

日本でも米国と同様に、中央研究所の隆盛と衰退のトレンドがあった。戦後の日本の

大企業は、欧米企業に追いつくために中央研究所を次々と設立した。1990 年代に入ると、

こうした傾向が変化した。中央研究所の廃止が進み、研究開発の重点が基礎研究や応用研

究からより製品に近い開発研究に移され、また、研究開発機能を中央研究所から事業部へ

と移す企業も増大した（久保田,2016,p.81）。中央研究所の失敗が盛んに取り上げられ、

中央研究所の存在意義が問われた。こうして、中央研究所というモデルからの成果が生ま

れにくくなったという認識を背景に、その後の米国や日本企業の研究開発活動を巡っては、

イノベーションのオープン化が志向されるようになったと考えられる。 

前に述べたように、日々進化している科学技術とともに、知識分野の分化と深化が進

み、企業がそれらの先端技術を手に入れるのはますます困難なことになった。それに加え

て、市場変化が速い現在、不確実性が高く、M＆A より戦略的提携のようなオープンイノ

ベーション活動は、より外部環境に柔軟に対応できるため、企業に重視されてきている

（米倉,2012，p.128）。例えば、「オール電気化」という市場動向の登場により、2008

年大阪ガスは、国内企業に先駆けてオープンイノベーション活動の実施に向けた準備を始

め 、 2010 年 に は オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン 室 と い う 専 門 部 署 を 設 置 し た （ 松

本,2018,p.987）。また、黒澤（2015,p.201）によれば、「1990 年以降の冷戦の終結に

伴うグローバル化の進行や、新興国の経済発展に伴う競争激化により、世界市場を正確に

捉え、短期間で世界中に受け入れられる製品を開発する必要が増してきた。そのためには

研究開発の効率化が必須であり、オープンイノベーションも重要な手段の一つ」となった。 

米山等（2017,pp.41-42）は、2017 年に日本企業のオープンイノベーションと欧米の

企業のそれとの比較研究を行った。 
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図表 1-4 オープンイノベーション活動の実施率 

 

出典：米山等（2017，p.41）  

図表 1-4（米山等，2017，p.41）は、日本及び欧米の企業間でのオープンイノベーシ

ョン活動の実施率を比較したものである。オープンイノベーション活動を実施したことが

ある欧米企業は、回答企業のうち 78％を占めた一方で、日本企業では 47％であった。欧

米企業と比べて、日本企業のオープンイノベーション活動への取り組みは、相対的に活発

ではないことがわかる（米山等，2017，p.40）。 
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図表 1-5 オープンイノベーションを実施しない、または中止した理由 

 

出典：米山等（2017，p.42） 

また、米山等（2017,p.42）は、オープンイノベーションを実施しない、または中止し

た理由も調べ、企業がオープンイノベーションを実施したことがない、もしくは取りやめ

た理由としては、日本企業・欧米企業ともに、30％以上が「実施する必要性（ベネフィ

ット）を感じていない」と回答した。しかし、図表 1-5（米山等，2017,p.42）が示すよ

うに、欧米企業ではそれ以上に「必要とされる組織体制の不備」、日本企業では「実施を

するための経営能力や人材の不足」を指摘する企業が多かった。「いずれの企業でも、オ

ープンイノベーション活動を推進していくための組織や管理体制、人材等において課題を
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抱えている現状が明らかになった」と米山等（2017，p.41）が指摘した。 

オープンイノベーションにおけるパートナー面から見れば、「欧米企業では、問題・

課題設定ステージにおいて、社内の他に、起業家やスタートアップ企業、顧客との接点が

多いのに対して、日本企業では大学・公的研究機関やサプライヤーとの接点が多かった」

（米山等，2017，p.44）。他方、問題・課題解決ステージにおいては、「欧米企業は設

定ステージから継続して起業家やスタートアップ企業との接点を保つのに加えサプライヤ

ーや大学・公的研究機関との接点を持つようになるが、日本企業では同様に継続してサプ

ライヤーとの接点を保つのに加え顧客とのつながりが多くなる」（米山等， 2017，

p.44）。 

また、「日本企業では、大学・公的研究機関との関係は、問題・課題設定ステージに

おいてより活発であるのに対して、欧米企業の場合には、問題・課題解決ステージにおい

てより活発になる」（米山等,2017，p.44）という傾向がみられる。 

3 世界主要国のオープンイノベーション施策  

2008 年のリーマン・ショックをきっかけとした世界的な金融危機と 2010 年の欧州金融

危機は、これまで世界の経済システムの基盤を揺るがした。経済成長を推進するイノベー

ションの実現が各国の成長戦略に組み込まれている。諸外国では、イノベーション政策推

進のため、最先端の知を取り込むべく優れた企業や研究者の研究活動の環境整備を進めて

いく。例えば EU においては、「Horizon2020」といったプログラムを活用し、国際共同

研究を実施している（科学技術振興機構，2013，p.11）。グローバルな競争力確保の手

段として、海外の研究開発資源を有効活用するオープンイノベーションは、今後一層重要

性が増すと考えられる。 

3-1 EU におけるオープンイノベーションの施策 

初期の共同研究開発から現在の共同イノベーションに至るまで、EU は欧州の科学技術
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開発戦略や科学技術政策の構築から、イノベーション戦略やイノベーション政策の立案に

至るまで、益々重要な役割を果たしていると考えられる（科学技術振興機構， 2021，

p.ii）。1984 年に、EU のフレームワークプログラムが登場した（科学技術振興機構，

2021，p.1）。フレームワークプログラムとは、個別プログラムがパッケージ化されたも

のである。「すなわち、基礎研究支援、人材育成、技術開発、中小企業支援、社会的課題

への対応といったテーマに応じた個別プログラムの集合体である」（高野・山下，2015，

p.7）。1987 年の単一欧州議定書の採択により、研究・技術開発に関する EU の政策が本

格的に確立された（外務省,2011,p.2）。フレームワークの一般的な目的の一つは、「欧

州産業の科学技術基盤を強化し、国際競争力を高めること」（大久保,2001,p.138）であ

る。同時に、もう一つの重要な原則は、共同体の研究開発政策は、市民の福祉および共同

体協力の目的に関連する他のすべての共同体政策と調整されるべきであるとしている（欧

州共同体，1987，p.2）。1992 年のマーストリヒト条約では、調整と協力の概念が継続

され、この条約により、共同体のすべての研究開発活動の筋骨としてのフレームワークの

地位がさらに強化された（川原，2005，pp.5-6）。同時に、エネルギーや輸送などの他

の分野も共同体の研究開発政策に含まれるようになり、全体の目的が産業の科学技術基盤

の強化に限定されなくなった。実施の過程で、フレームワークの下でのサブプログラムの

範囲も広くなった（欧州共同体，1992，pp.27-28）。 

EU のイノベーション政策の一環として中小企業政策が確立されたのは、EU の第６次フ

レームワークプログラムに「中小企業用の特別研究プロジェクト」が導入されたことによ

ることであり、「その目的は、多数の中小企業グループが利用できる知識基盤を拡大する

ことにより、中小企業の競争力強化に貢献することであり、プロジェクト研究で得られた

成果の所有権は、発注者の業界団体や産業グループに帰属する」（川原,2003,p.28）と

指摘される。 

さらに、2000 年に、「欧州研究圏」（ERA）（大久保，2001，p.134）が創設され、

「欧州連合基本条約」（欧州連合，2016，p.128）によれば、欧州連合諸国は、研究者、

知識及び技術が自由に流通するというビジョンを達成し、条約の他の章により必要と認め

られるすべての研究活動を促進しつつ、奨励することにより、その科学的及び技術的基盤
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の強化と目的とする。  

2010 年、欧州委員会は「ヨーロッパ 2020」という中長期的な成長戦略を公表し、同年

に欧州理事会で採択され、「ヨーロッパ 2020」は、「知的な成長」、「持続的な成長」、

「包括的な成長」という三つの視点で分類し、それを実現するために、「イノベーショ

ン」、「教育」、「デジタル社会」、「気候・エネルギー」、「競争力」、「雇用とスキ

ル」、「貧困との戦い」の七つの政策課題（欧州委員会,2010,p.32）を示した。その中

に、経済成長の一つの視点として、知識や情報を基盤とした「知的な成長」（ Smart 

Growth）が重要であり、それを実現するために、イノベーションの強化は政策課題の一

つとして挙げられる（欧州委員会,2010,p.3）。つまり、イノベーションは EU が目指す

「知的な成長」に不可欠な要素として考えられる。イノベーションの強化について、より

具体的な政策である「イノベーション・ユニオン」（欧州委員会，2010）計画は同年に

発表された。上村（2011,p.5）によれば、「イノベーション・ユニオン」では研究資源

の集中を狙って、EU 域外から多くの研究者を迎え入れようとし、幅広い技術シーズを世

界から取り込み、EU 域内での複数分野にまたがる研究や、企業・NPO団体等による共同研

究を加速する効果が期待されている。 

また、EU は 1984 年第一期「研究・技術開発フレームワークプログラム」（FP１）を立

ち上げ、その後を継いだ「Horizon2020」においては、過去最大規模のプログラムとなる

よう強化し、2014 年から 2020 年までの 7 年間を対象に総額 800 億ユーロ（約 10 兆円）

の公的資金が投入された EU 史上最大規模の研究・イノベーション計画である（武尾，

2020，p.7）。大規模な産業支援政策を推進することによって、フレームワーク・プログ

ラム・システムが構築されていった｡ 

「Horizon2020」は、EU 全体の研究力を向上させると目的し、イノベーションを強く

意識したプログラム構成になっている（科学技術振興機構，2013，p.2）。欧州委員会に

よれば、このプログラムでは、EU の研究者だけでなく、世界中の研究者に開かれており、

優秀な学術・企業研究者にとって EU の研究・イノベーションのゲートウェイ（日本学術

振興会，2015，p.39）となる。研究開発を中核にした学術研究や人材育成、さらにはイ
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ンフラ整備をも含む包括的なプログラムである。直接的な共同研究助成のみならず必要な

人材育成、研究ネットワーク等の研究インフラ等の研究開発環境の整備強化も行う総合的

な仕組みになっている。 

立本と小川（2010,p.867）によれば、「EU は 1980 年代から大きくイノベーション・

システムを転換しており、例えば、FP7 の ERA 構想、ETP や JTI に見られるような産官学

の大規模連携の促進と大胆な公的資金 投入などは、大規模な社会的イノベーションを生

む基盤となっている」と考えられ、企業・大学や公的な研究所と政府が共同した産学官の

新たな連携がオープンイノベーションの体制を体現していることである。 

3-2 アメリカにおけるオープンイノベーションの施策 

アメリカ企業におけるイノベーション意識の形成は、社会的かつ歴史的なプロセスで

ある。アメリカは移民の国であり、1776 年の建国以来、大量かつ多様な移民がアメリカ

経済・社会の繁栄を支えてきた（明日山，2007，p.1）。移民労働力の活用では、アメリ

カのイノベーションの基盤的要素の一つだと考えられるだろう。科学技術振興機構

（2015，p.5）によれば、2015 年現在、アメリカにおける中小企業および新興企業の 4 社

に 1 社が移民による企業であり、GE や Google を含むフォーチュン誌が選ぶ 500 社の内、

実に 40％以上が移民もしくは移民の子孫による企業である。アメリカ政府はオープンイ

ノベーション的な人材の導入と育成を特に重視し、早くも 1946 年には、アメリカ政府が

外国人留学生を誘致するためにフルブライト・プログラムを設立した（星野，2013，

p.1）。また、連邦政府は移民法を何度も改正し、クリエイティブな人々の移民に対する

制限を緩和し続けている（厚生労働省，2010，pp.34-35）。アメリカは、科学技術に関

する健全な法制度を確立することにより、イノベーションと経済発展のための好ましい法

的環境を構築しており、また、大学、企業、研究ユニット、その他のイノベーション関係

者の自信を効果的に動員してイノベーションに参加させ、イノベーション主導の発展を法

的に支援している(Zhao and Qin,2017,p.35)。1980 年代から、アメリカはオープンイ

ノベーションの発展を促す一連の科学技術政策を策定し(Zhao and Qin,2017,p.35) 2、

新技術革命と新産業の活況というチャンスを掴んだ。 
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現在、アメリカは、GDP で世界をリードする国であり、技術進歩と経済成長を協調して

統合するという点では最も効率的な国であろう。アメリカ経済の強さの背景には、イノベ

ーター国家の構築というビジョンがあり、イノベーターの活躍により国家的優先課題への

対応を期待しており、「その取り組みの一つがオープンイノベーションであり、それをす

すめるための資金援助や Maker Movement におけるクラウドソーシングなどを支援して

いる」（厚生労働省，2010，p.9）という。アメリカの企業の構成では、その 90％以上

（中小企業基盤整備機構，2005，p.9）が中小企業であり、アメリカの中小企業は技術面

のオープンイノベーションの主体だと考えられるだろう。1970 年代にかけて、ドイツや

日本の輸出における世界シェアが上昇する一方、米国のシェアは低下しており、欧州や日

本の製造業が成長する中で、米国製造業は国際競争力を低下させたことがうかがわれる

（通傳・西岡，2015，p.4）。整理してみると、自社製品が世界市場で競争力を失った最

大の原因は技術力の低下であり、技術面のオープンイノベーション力の向上が急務である

ことがわかった。その結果、アメリカ企業は R&D への投資を強化した。1990 年代から

2000 年まで 10 年間の開発期間を経て、アメリカ企業の技術力は急速に向上し、他国との

競争において、技術面での主導的地位を取り戻した（Jin et al.,2012,p.145）3。 

現在のアメリカには、米国イノベーション戦略が常に提出される（総務省， 2016，

p.406）。21 世紀を迎え、すべての国が、国の将来の発展の核心的利益を守るために、持

続可能な開発戦略を策定している。オバマ政権下の国家科学技術会議（NSTC）は、世界

の経済・技術発展の実践に基づき、新世紀のハイエンド科学技術と国益の発展のための戦

略的計画を提案し、新エネルギー、環境保護、航空宇宙、人間の健康など一連の主要なフ

ロンティア科学技術分野において、基礎研究から応用研究への転換を加速し、ハイテク技

術の実社会での生産性への移転を促進すること（ホワイトハウス，2015，p.61；総務省，

2016，p.406）を指摘した。その中で、ハイテク技術を実際の生産性に移す責任を負う主

体は、アメリカのオープンイノベーション企業であることが明らかであろう。 

米国イノベーション戦略 2011 年版では、「民間企業がイノベーションのエンジンであ

る」（ホワイトハウス，2011，p.9）と述べられている。歴史的な経験からみれば、民間

企業が科学技術イノベーションの主役であり、その革新的なアイディアや成果は、しばし
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ば計り知れない価値を生み出し、多くの職位を生み出すと同時に、国家の急速な経済成長

を牽引することが分かっている。 

一方で、政府が科学技術イノベーションの成果を保護し、オープンイノベーションの

政策を策定し、イノベーションの文化を導くという任務を積極的に担うべきであるという

思考がある。2015 年版の米国イノベーション戦略では、「イノベーターの国づくり」

（ホワイトハウス，2015，p.65）の施策がさらに強化され、イノベーションにおける国

民の潜在的な力を強調し、イノベーションに専念するモチベーションを高め、オンライン

プラットフォームやシチズンサイエンスを通じてさまざまなタイプの革新的な才能を活用

し、アイディアをプールしてより良い未来を創造することを目指している。 

これにより、国民や企業が関連分野のイノベーション競争に参加し、イノベーション

に専念するよう刺激を与え、オンラインプラットフォームやシチズンサイエンスを通じて

革新的な人材を発掘し、アイディアをプールし、イノベーションのアウトプットの効果を

高め、科学技術の研究とイノベーションの進展を加速させることができる。 

3-3 中国におけるオープンイノベーションの施策 

中国のオープンイノベーションは日米、ヨーロッパ連盟諸国よりも遅かった。近代の

中国の技術的な実力が弱く、技術封鎖や多国籍企業という国際的な環境がもたらす独占企

業が市場シェアやイノベーション的な技術を独占するなどの国際的な環境の中で、中国の

科学技術イノベーションは、内在的には基礎を欠き、外在的には技術が共有されていなか

った。したがって、中国の国家の科学技術の近代化と経済の安全保障を実現するためには、

自主的なイノベーションに注力するしかない。 

中国の科学技術革新が直面している一般的な背景から、中国の自主的な革新は、受動

的な自主的革新と能動的な自主的革新の 2 つの形態に反映されると判断される。国際的な

イノベーション資源へのアクセスが困難な状況下での自主的なイノベーションとは、国際

的な政治・経済状況の中で技術的に封鎖された状態での自主的なイノベーションのことで
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ある。例えば、中国は 21 世紀に入り「世界の工場」として世界経済を牽引してきた。経

済発展のために、市場開放と技術導入との交換という考えの下に、外国の技術導入や模倣

に依存してきた。しかし、このようなモデルは、低付加価値、低品質といった問題が付き

まとっている。こうした背景のなかで、中国政府はイノベーションを推進力としながら経

済発展を持続させ、産業構造の転換と高度化を図る新たな戦略を打ち出すようになった。

2006 年では、国務院が、科学技術・イノベーション政策の長期的な基本方針である「国

家中長期科学技術発展規画綱要」を発表し（中華人民共和国国務院，2006）、この基本

方針の中で、中国を 2020 年までに世界トップレベルの科学技術力を持つイノベーション

型国家とすることを目標に掲げ、研究開発投資の拡充や重点分野の強化を通じて目標の実

現を目指している4。 

中国政府は、消費主導の経済成長や産業の高度化を加速させるために「イノベーショ

ン主導の発展戦略」を打ち出している（李，2019）。その戦略を実現するために数多く

の政策が策定されたが、その一つとして「大衆創業、万人創新」（李,2015）という政策

が挙げられ、「大衆創業、万衆創新」政策の目的は、経済成長の新たな原動力形成に止ま

らず、創業活動による雇用拡大効果である。中国は、「草の根」の創業・創新をサポート

する新たなインキュベーション政策が打ち出され、中でも大衆創業・創新の初期段階向け

のインキュベーターに当たる「衆創空間」の設立を大いに奨励している（李,2015）。中

国においてスタートアップとイノベーションの関係を論じる際に、「大衆」や「万人」と

いったキーワードに象徴されるように、国民による大規模参加を呼び掛けている点が特徴

的であると考えられる。大衆によるイノベーションへの参加を通じて、中国でのオープン

イノベーションが推進されるようになった（李,2015）。中国は人口が多く、潜在的な企

業家の数や有用な知識を持つ人々の数も多い。したがって、イノベーションへの大衆参加

を呼び掛けることによって、中国のような大国はオープンイノベーションのメリットを存

分に享受できると考えられる。 

さらに、数十年の経済発展を経て、中国は自由に使える資源を増やし、国際的な科学

技術イノベーション資源を選択、統合、活用する能力や、科学技術分野での国際協力を提

唱する能力を持ち、より高い段階のオープンイノベーションを実現する能力をある程度持
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っている。 

現在、中国の経済力が継続的に成長し、科学技術分野のオープンイノベーションがエ

スカレートするにつれ、中国企業はグローバルな科学技術イノベーション資源を活用して

科学技術イノベーション活動を行う能力を持ち始め、グローバルな人材資源や科学技術資

源を利用して、協力や合併、海外 R&D センターの設立、海外留学、国境を越えた R&D 協力

などを通じて中国企業の自主的なオープンイノベーション能力を向上させてきた。 

3-4 日本におけるオープンイノベーションの施策 

近年、グローバルな競争が激化する中で、科学技術の成果をいかに迅速に現実の生産

性に結びつけるかが時代のテーマとなっており、内外の技術的知識資源を動員するオープ

ンイノベーションモデルが大きな潮流となっている。そのために、日本において一連の政

策が作られた。 

例えば、2013 年「日本再興戦略」と名付けられた成長戦略が閣議決定された。この成

長戦略は安倍政権の経済政策である「アベノミクス」における「第三の矢」（首相官

邸,2013）として位置付けられている。日本政府は「日本再興戦略」において、日本産業

再興を達成するために、既存企業の経営資源の活用（スピンオフ・カーブアウト支援、オ

ープンイノベーション推進）（内閣府，2013,p.27）を言及した。スピンオフ・カーブア

ウト支援専門チームを直ちに本格稼働させ、既存の経営資源の活用や組合せから新たなビ

ジネスを形成し、オープンイノベーションを推進しようとした（内閣府，2013,p.27）。 

2014 年に発表された「日本再興戦略改訂 2014」では、科学技術イノベーションの推進

を実現するために、イノベーションを生み出す環境整備は講ずべき具体的施策の一つであ

り、企業が行き過ぎた技術の自前主義・自己完結主義から脱却し、機動的なイノベーショ

ンを目指すオープンイノベーションを強力に推進するための環境整備を図ることが重要で

あり、新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下は、NEDO と略称）などに対する「橋

渡し」機能強化を目的とした研究開発法人改革の役割も期待されると指摘された（内閣
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府,2014,ｐ.57）。 

2015 年に、NEDO は独立行政法人より国立研究開発法人へと移行した（NEDO，2015）。

さらに、2017 年に、オープンイノベーション協議会とベンチャー創造協議会が合併し、

「民間事業者のオープンイノベーションの取組みを推進するとともに、日本国における産

業のイノベーションの創出及び競争力の強化に寄与する活動を行い」、いわゆるオープン

イノベーション・ベンチャー創造協議会（以下、 JOIC と略称）が形成した（JOIC，

2017）。NEDO は、JOIC とともに、「オープンイノベーション白書」を作成し、日本のイ

ノベーション創出の現状と課題、日本企業のイノベーション実現に向けての方策の提示を

目的としており、最新の第三版では、「オープンイノベーションを理解するためにイノベ

ーションを正しく理解する」（NEDO,2020,p.1）という観点からイノベーションの本質に

立ち返り整理を進めた。マクロ・ミクロの視点でイノベーションの歴史を整理しただけで

なく、世界や日本の市況から要因を分析することで、日本においてもイノベーションを創

出しやすくする方策を検討し、未来への提言を示そうとする（NEDO,2020,p.5）。 

さらに、2016 年に発表された「日本再興戦略 2016」おいて、第 4 次産業革命を実現す

る鍵は、オープンイノベーションと人材である（内閣府，2016，p.3）と指摘された。技

術の予見が難しい中、自前主義に限界があることは明白である。既存の産学官の枠やシス

テムを超え、世界からトップレベルの人材、技術、資本を引き付ける魅力ある国となれる

のか、が勝敗を分けるポイントである。同年から、国立大学の機能強化、国立研究開発法

人の「橋渡し」機能の強化、技術・人材・資金を糾合する共創の場の形成の更なる強化等

を図る（内閣府，2016，p.176）。また、第４次産業革命が進展する中、オープンイノベ

ーションによる基礎研究から社会実装に向けた開発の連携を迅速化するため、「組織」対

「組織」の本格的な産学官連携体制を構築する（内閣府 2016,ｐ.23）。これらの取組に

より、イノベーション創出と、それにより得られた果実の次のイノベーションの種への投

資という好循環を形成していくこと目指す。 

また、日本政府は、2016 年 5 月に発表した「科学技術・イノベーション総合戦略 2016」

において、2016 年から 2017 年の重点施策として、オープンイノベーションを推進するた
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め、「イノベーション創出に向けた人材、知、資金の好循環システムを構築し、オープン

イノベーションを本格的に推進するための仕組みを強化すると提案し、企業、大学、公的

研究機関が、それぞれの競争力を高めるとともに、人材や知の流動性を高め、適材適所に

配置していくこと」を促す（閣議決定，2016，p.81）と提案した。 

そして、直近の 2020 年に、経済産業省では、「2020 年度税制改正において、2020 年 4

月 1 日から 2022 年 3 月 31 日までの間に、国内の事業会社またはその国内 CVC が、スタ

ートアップ企業とのオープンイノベーションに向け、スタートアップ企業の新規発行株式

を一定額以上取得する場合、その株式の取得価額の 25％が所得控除される」制度を創設

した（経済産業省,2020）。 

4 ネットワークケイパビリティの必要性  

オープンイノベーションでは、自社でイノベーションを実現させる場合と異なり、企

業外部との知識や情報のやり取りが必須である。企業は、単独ではイノベーションを起こ

すことは難しく、多くの企業とネットワークを形成して、その中で価値を共同に創造して

いる。安本・真鍋（2017,ｐ.153）は、「企業は、他の複数の企業や組織と取引や協力、

提携などの関係を通じて、経営資源を実際に手に入れたり、知識や情報を得たり、共同で

ビジネスを行ったり、イノベーションを起こしたりしている」と、企業間ネットワークの

役割を説明した。 

企業間のネットワークが発達して、技術や知識を企業間で移転・活用し相互に補完し

合うことが容易になれば、イノベーションを促したり、製品やサービスの開発、コストを

下げたりすることも可能になる（長谷川,2016,p.4）。こうした環境は、資源に貧しい新

規企業の参入を容易にしたり、新興企業のキャッチアップを促したりすることにもなる。

したがって、自社にない知識を取り込むために、企業は自発的にネットワークに位置付け

ることが重要だと考えられる。 

近能（2014,p.39）によれば、自動車産業において、企業の行動やパフォーマンスは、



（第 1章） 

25 

 

ネットワークの構造によって影響を受けている。そのため、組織間で結ばれたネットワー

クがオープンイノベーションプロセスの重要な側面であると考えられる。 

こういう状況を踏まえて、ネットワークをマネジメントすることが重要となり、多く

の研究者はそれを企業のケイパビリティの一種として捉えている。例えば、 Gulati

（1999，p.399） 5によれば、ネットワークリソース（資源）が企業の戦略的行動に重要

な役割を果たしている。また、Ziggers and Henseler（2009，p.796）6によれば、企業

のケイパビリティとは、ある目的を達成するために、ネットワークにリソースを配置する

ケイパビリティであると指摘した。こういうネットワークケイパビリティは、企業がネッ

トワークに存在する資源を利用する一種の能力であり、企業の競争優位とつながるだろう。 

5 研究目的  

いかにオープンイノベーションを生かすかは、今の時代の企業が抱える課題となって

いる。また、多くの研究者が、企業の競争優位は企業が埋め込まれているネットワークか

ら生じることを認識し始めている。そこで、ネットワークにおける資源をうまく活用する

ためのネットワークケイパビリティの理論は、企業のオープンイノベーションを促進する

ための要因の一つだと考えられる。したがって、本研究の目的は、まず、オープンイノベ

ーションのパフォーマンスとネットワークケイパビリティの関係を出発点とし、両者間の

関係を明らかにする。その上で、オープンイノベーションを促進するために、企業のネッ

トワークに対するマネジメントのあり方を示す。 

6 研究方法  

本研究の研究目的を達成するために、本研究は以下の手順で研究を進める。 

6-1 クローズドからオープンイノベーションへの転換に関する研究のレビュー 

本研究は、オープンイノベーションのパラダイムにおける企業に求められるネットワ
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ークケイパビリティである。そのため、本研究が考察すべき重要な概念は、オープンイノ

ベーションとネットワークケイパビリティという二つの点にある。 

まず、イノベーションのトレンドがクローズドからオープンに転換するトレンドに関

する先行研究の整理を行う。Christensen（1997）がイノベーションに対する定義から

展開し、企業が生き残る及び発展の鍵となるイノベーションの重要性を明確する。従来の

クローズドなイノベーションのモデルはその限界が露呈しつつあり、企業がよりオープン

な姿勢でイノベーションを取り込むことが増々重要になってくる。その上で、イノベーシ

ョンのモデルがクローズドからオープン化に発展していくことに注目し、それを巡る論争

の展開を整理する。それによって、オープンイノベーションが今の企業にとって不可欠な

戦略の一つとしての意義を述べる。 

6-2 オープンイノベーションに関する研究のレビュー 

オープンイノベーションが Chesbrough（2003a）によって提唱されて以来、数多くの

研究が行われてきた。一方、真鍋・安本（2010,p.9）によれば、オープンイノベーショ

ンに関する既存研究では、「論者によってその強調するポイントが異なるという事態を招

き、それに関わる議論には混乱が見られるようになっている」。オープンイノベーション

に対する理解を深めるために、オープンイノベーション概念の変遷、その背景と条件、オ

ープンイノベーションの分類及び企業に求められる能力などの議論を整理する。 

また、既存研究の主張をレビューすることによって、オープンイノベーションに対す

る研究の現状と課題を明らかにする。その上で、外部ネットワークの形成はオープンイノ

ベーション成功要因の一つであると認識しながら、社会的ネットワーク理論の角度から、

企業がネットワークに対するマネジメントとオープンイノベーションとの関係を探求する。 

6-3 ネットワークケイパビリティに関する研究の整理 

ネットワークに対するマネジメントをネットワークケイパビリティとして定義づける
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ことを試みる。ネットワークケイパビリティに関する既存研究をレビューし、ネットワー

クケイパビリティの概念と変遷を整理する。そのうえで、ネットワークケイパビリティが

企業のオープンイノベーションに与える影響をまとめる。それに基づいて、企業がオープ

ンイノベーションを取り込む際に、必要となるネットワークケイパビリティのフレームワ

ークを構築することを試みる。 

6-4 仮説の構築 

先行研究に対するレビュー及び事例分析を通じて、オープンイノベーションをより効

率に進めていくためにネットワークケイパビリティの役割を理解したうえで、本研究の仮

設を提示する。 

6-5 実証分析 

本研究では、提示した仮説について、定量的な分析で実証結果を確認する。 

まず、定量的な分析では、仮説により構成概念を定義する。構成概念に対する直接的

な観測はできないため、各構成概念の下に観測変数を作成する。観測変数に基づいてアン

ケートの質問を作成し、アンケート対象に郵送する。アンケート対象は、日本における上

場企業の非金融企業 1958 社の研究開発部門である。一定の期間をおいて、アンケートを

回収する。回収したアンケートデータについては、IBM 社の統計パッケージソフトウェア

SPSS 及び AMOS を使用し、共分散構造分析方法で分析する。 

6-6 事例分析 

本研究は、事例研究で Lucent と Cisco の 2 社を研究対象に選び、異なるオープンイノ

ベーションと知識戦略を取り入れた企業を比較して分析した。実証研究で検証した本研究

が提示した 3 つのネットワークケイパビリティ以外に、リーダーシップや、オープンな組

織文化がオープンイノベーションに対する効果を検討する。代表的な業界における代表的
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な企業の成功と失敗の軌跡を示すことで、オープンイノベーションに対する理解を深める

ことができる。 

また、オープンイノベーションを取り込む FCNT 社の事例を取り上げ、5G に参入する際

に携帯端末開発の事例を分析した。そして、事例に基づき、オープンイノベーションのパ

ラダイムにおいて FCNT 社が持っているネットワークケイパビリティを論じてみた。FCNT

社は、5G にいち早く市場参入するという明確化した目標を掲げた。その上で、FCNT 社は

既存関係の中から連携関係を探索しながら、数多くの手法を活用して新たな連携関係の可

能性を探っている。また、FCNT 社は連携パートナーとの間に、良好な連携関係の構築に

努力し、さらにこれによりオープンイノベーションの実践を探索しているのである。本研

究は、FCNT 社を対象として、実務において企業のネットワークケイパビリティが発揮す

る効果を提示した。なお、オープンイノベーションの活発化に向けて、FCNT 社が抱えて

いるいくつかの課題も分析した。 

6-7 結論と残された課題の提示 

本研究の結論を提示する。また、本研究領域において、検討されておらず及び不足し

ている課題を整理して今後の課題を提出する。

 

1 Usselman(2013,p.3),“By achieving technical breakthroughs such as improved light 

bulbs and accomplishing watersheds such as cross -country telephone service, firms such 

as GE and AT&T countered notions that large firms suppressed invention and  creativity.”  

2
 趙程程・秦佳文（2017，p.34），为了提高产业竞争力和国家的科技实力，保护科研合

作各方的利益，美国制定了大量与科技创新有关的法律法规，并根据环境和形势的变化不断

进行修订，形成了世界上最完备的科技创新法律体系，为美国的科技事业发展营造了良好的

法律环境。 

3
 金相郁・張換兆・林娴岚（2012，p.145），林顿时期美国创新战略强调技术是经济增长

的引擎，而科学是燃料。这一战略为美国带来 10 年“新经济”发展。 

4
 中华人民共和国中央人民政府国务院,2006, 



（第 1章） 

29 

 

 

URL：http://www.gov.cn/gongbao/content/2006/content_240244.htm 

5 Gulati(1999,p.399), “The amount of such resources available to firms can influence 

their strategic behavior by altering the opportunity set available to them.”  

6 Ziggers and Henseler（2009，p.796） ,  “a firm’s capability is the capability to deploy 

resources by using organizational processes to achieve a desired end.” 
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第2章 先行研究の整理 

1 イノベーションに関する研究  

1-1 イノベーションの定義 

バブル経済が崩壊後、失われた 20 年と呼ばれる時代が続く中で、日本企業はなかなか

成長を取り戻せなかった（金・深尾・牧野，2010，p.1）。このような時代背景において、

企業成長を導くイノベーションが求められてきた。 

イノベーションの概念は、経済学者である Schumpeter によって、初めて定義され、

Schumpeter は著書「経済発展の理論（上）」（1912：邦訳,p.182）において、「いろい

ろな物や力の結合の変更」を「新結合」と名付け、その物や力は、経済活動の中で生産手

段や資源、労働力などのことをいう。この Schumpeter の新結合は、イノベーションの原

型である。日本では、イノベーションが技術革新と訳された。日本では、イノベーション

が「新結合」ではなく、技術革新に訳された原因は、1950 年代の日本において、新技術

の発見と技術の革新、あるいは技術の改良改善が極めて重視（中倉,2014,pp.258-259）

されたことにある。 

生産ということは、いろいろな物や力を結合することである（Schumpeter,1977：邦

訳,p.183）。物や力の旧結合から新結合に到達する場合限り、成長が存在するであろう

（Schumpeter,1977：邦訳,p.183）。その新結合について、Schumpeter は、新しい財貨、

新しい生産方法、新しい販路の開拓、新しい供給源の獲得、新しい組織の実現の五つの場

合を挙げる（1977：邦訳,p.183）。Drucker（1985,邦訳：p.47）は「イノベーションと

は、資源に対し、富を創造する新たな能力を付与するものである。資源を新の資源たらし

めるものが、イノベーションである」と述べている。 

Christensen（1997,邦訳：p.6）は、イノベーションを「組織が労働力、資本、原材

料、情報を価値の高い製品やサービスに変えるプロセスである技術の変化」と定義してい
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る。 

日本におけるイノベーションに対する研究では、イノベーションは広く革新を意味す

るものであり、狭義の技術革新（technological innovation）にとどまらず、「新しい

製品やサービスの創出、既存の製品やサービスを提供する新しい技術や仕組み、さらには

それらを実現するための組織・企業間システム、ビジネスのシステム。制度の革新など」

が含まれる（後藤・武石,2001,pp.3-4）。 

同様に、今口（2007,p.50）は、イノベーションは製品イノベーションとプロセスイノ

ベーションに二分されると主張し、「初期は製品イノベーションが進展するものの、次第

に製品そのものよりも製品を作り出すための工程に関するイノベーションに移行する。」、

また、「既存の知識を結合しなおすことによって、新たなアイディア、新たな発想を生み

だす」。そのプロセスは、組織による「協働行為を通して創造させなければならない」と

いうことである（今口，2007,p.50）。 

他方、内閣府はイノベーションを、「科学的発見や技術的発明を洞察力と融合し発展

させ、新たな社会的価値や経済的価値を生み出す革新」（内閣府,2006,p.4）と「科学的

な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創造と、それらの知識を

発展させて経済的、社会的・公共的価値の創造に結びつける革新」（内閣府,2011,p.7）

と定義した。技術の進歩、あるいは「インベンション」だけでなく、社会的価値を創造す

ることに重点が置かれている。 

1-2 イノベーションを巡る論争 

「イノベーション論は、「イノベーションとは何か」という定義に関する議論と、

「どう実現するのか」という手段を主要な論点としながら、20 世紀から 21 世紀にかけて

発展を遂げてきた（NEDO，2020，p.6）。そして、イノベーション論の歴史は、イノベー

ション創出の担い手や製品・サービスの受け手となる人々の広がり、デジタル化の進展や

新興国の発展をはじめとする様々な社会環境の変化を常にとり込むことを繰り返しながら
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進展している」（NEDO,2020,p.6）。そのため、20 世紀と 21 世紀のイノベーションにめ

ぐる議論は、社会環境の影響を受け、変化していることが分かった。 

（1）Abernathy and Utterback の A-U モデル 

前で述べたように、今口（2007、p.50）はイノベーションを製品イノベーション（プ

ロダクトイノベーション）とプロセスイノベーションに二分している。この主張を唱える

研究の中で、Abernathy and Utterback の A-U モデル理論は代表的であると考えられる

（秋池・岩尾,2013,p.700-701）。 

図表 2-1 Abernathy and Utterback の A-U モデル 

 

出典：秋池（2012,p.667）より筆者作成 

Abernathy and Utterback は産業構造の進展に伴いイノベーションのパターンと産業

構造の変化を三つの段階（Abernathy and Utterback, 1975, p.645）で説明している。 

流動的段階では、産業が発展段階であり、様々なデザインの製品・サービスが発生す
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る期間である（Abernathy and Utterback, 1975, p.648）。「柔軟なアプローチや外

部との情報交換が活発な小規模な組織がラディカルなイノベーションを主導する」（秋池，

2012,p.669）。新しい概念の製品が新技術を基に登場し、各社は独自の製品を持ち、製

品の機能で競争する（Abernathy and Utterback, 1975, p.648）。製品の変化の速度

は急速であると予想され、新しい製品技術は、多くの場合に粗雑で高価で信頼性に欠ける

が、機能が高く、一部のニッチ市場にとっては望ましい（Utterback,1996,p.92）。一

方、流動的段階では、大量の変化が同時に起こり、製品、プロセス、リーダーシップ、企

業のマネジメントに不確実性に満ちている（Abernathy and Utterback, 1975, p.649）。 

過渡的段階では、登場したデザインの間で競争が発生し、勝ち残った製品・サービス

のデザイン（ドミナントデザイン）が決定する期間である。新製品の市場が拡大した場合、

業界は過渡的段階と呼ばれる段階に入る可能性がある（Abernathy and Utterback, 

1975,pp.642-643）。製品のイノベーションが市場に受け入れられ、支配的なデザイン

が出現したことがその特徴である（Utterback,1996,p.96）1。この段階で企業の競争力

の重点は、特定のユーザーのニーズがより明確に理解し、より具体的なユーザー向けの製

品を生産することにある（Abernathy and Utterback, 1975, p.643）。 

特定化段階では、ドミナントデザインが決まった後、製品・サービスの改善が行われ

る。企業が改良や改善によりコスト低減を行うイノベーション、つまりプロセスイノベー

ションが主流であると考えられる。しかし、生産性は高められるが、その産業の中から大

きな革新が出にくくなってくる。反対に、生産性の低い工場は新たな製品のアイディアが

出やすい（Abernathy and Utterback, 1975, p.644）。いわゆる Abernathy（1978）

が提示した「生産性のジレンマ」が生じる（秋池,2012,p.672）。 

（2）Christensen のイノベーションのジレンマ 

Christensen は、優良企業の代わりに新興企業が低価格層から高価格層に製品を拡充

させ、新しい支配権を獲得するイノベーションを「破壊的イノベーション」、市場で優位

を維持している優良企業が市場で生き残り続けるために改良や改善を継続するイノベーシ



（第 2章） 

34 

 

ョ ン を 「 持 続 的 イ ノ ベ ー シ ョ ン 」 と 、 そ れ ぞ れ 定 義 し た (Christensen and 

Raynor,2013,p.33）。 

イノベーションのジレンマとは、業界の中でトップになった大企業が破壊的イノベー

ションへの投資を怠り、その技術が成熟し市場を席巻すると、当該大企業は凋落してしま

うことで、破壊的イノベーションへの怠りの原因は、企業が顧客の意見に耳を傾け、さら

に高品質の製品・サービスを提供することがイノベーションにキャッチアップできない

（NEDO，2020，p.14）。 

NEDO（2020,p.14）によれば、「Christensen によるイノベーションのジレンマは、

優良企業が築き上げた競争優位の根幹となる組織能力が硬直化してしまうと、環境変化に

対応できなくなり、さらに優位性を失う可能性を示した。このイノベーションのジレンマ

を契機に、21 世紀以降のイノベーション論は、新興国を中心とする新たな市場の成長や

スタートアップの台頭など、劇的に変容する環境変化への対応を前提とした議論がなされ

るようになった」。 

（3）O'Reilly and Tushman の両利きの経営 

企業は、新事業や新技術への移行を決断するのが難しいであると考えられる。「一般

的な企業は業績が成熟するほど既存事業の強化を行う知の深化に偏る傾向がある。その理

由は、既存事業を強化する知の深化は、新しい事業を開拓するための調査や研究を行う知

の探索と比較すると成功する確率が高いためである」（NEDO，2020，p.22）。 

したがって、企業は既存事業や既存技術に依頼すぎると、新しい経営環境への対応が

遅れを取る可能性がある。このような状況を解決するためには、O’Reilly and Tushman

（1996,ｐ.8） 2が「両利きの経営」という理論を打ち出し、企業が漸進的および革新的

な変化の両方を同時に実現することの重要性を示唆している。また、伊藤（2019，p.148）

によれば、「両利きとは、未知の領域で試行錯誤し、自分の知識範囲を広げる「探索」

（ exploration）と既存の知識を実際に用い、精度をさらに高めていく「活用」



（第 2章） 

35 

 

（exploitation）の両方を同時に追求し、成果をあげることをいう」。このように、長

期的な利益を求める探索と短期的な利益を求める深化のバランスを取りながら両方の活動

を行うことが両利きの経営であると考えられる。 

 

（4）インクリメンタルとラディカルのイノベーション 

個人の視点から見ると、研究者がイノベーションを追求するのは、通常、自分の持つ

知識の領域の広さ（知識ベース）に根ざしている（Dosi,1988,p.1126; Yayavaram and 

Ahuja,2008,p.333）。組織的な観点から見ると、企業における技術面のオープンイノベ

ーションのプロセスでは、通常、多機能チームを編成し、分野横断的な知識を統合して新

たな知識を創造することが求められるだろう。 

企業が研究開発と商業化において高いパフォーマンスを発揮するためには、たとえ一

流の専門家がいたとしても、競争力のある作業チーム、広範な学習プロセス、幅広い補完

的な知識が必要だからであろう。社内の知識の広さによって、企業は分散した知識をまと

まった全体に統合することで、「構造化された競争力」（Henderson and Cockburn, 

1994,p.66） 3を構築することができる。組織学習の観点からは、知識要素とその組み合

わせが多様であればあるほど、暗黙知を吸収してイノベーションプロセスを促進するため

の連想学習が可能となり、それがインクリメンタル・イノベーションの獲得につながる

(平田，2019，p.26)。 

社内の知識ベースが広いということは、異質な知識要素を再編成できるほど、異なる

技術分野の知識要素を新たに探索的に結びつけたり、組み合わせたりすることができ、画

期的な技術や製品の実現につながるということでもあるはずであろう。 

Quintana and Benavides(2008,p.501)は、技術基盤の多様性がイノベーション能力

に影響を与え、技術の多様性は開発的イノベーション能力よりも探索的イノベーション能



（第 2章） 

36 

 

力により大きな影響を与えることを明らかにした。したがって、社内の知識の広さは、企

業の探索的イノベーション能力を高め、よりラディカルなイノベーションにつながるかも

しれない。 

企業のイノベーションは、技術に関連し、組織的な複雑性を持つ複数のサブシステム

間の知識連関のプロセスであり(Teece,1996,p.208)、複数のエージェント間での知識の

生産、拡散、スピルオーバー、応用を含む相互作用のプロセスであるとしている

(Tödtling et al., 2009,p.59)。主要顧客、主要サプライヤー、大学、同業者など、外

部の知識源と企業の結びつきが強まると、イノベーションプロセスが促進される

(Lundvall,1988,pp.70-71）。一方で、イノベーションは、複雑で非線形かつ動的な性

質を持ち、リソースの利用可能性に左右されるため、イノベーションは、組織全体で周期

的に繰り返される発散および収束の活動のサイクルである(Van de Ven and Dooley, 

1999,p.367)。知識連結性の深さが高い企業は、外部の知識源との信頼関係が高いため、

外部の知識源が保有する先進的な情報や知識、外部の知識源に埋め込まれた暗黙知や経験

にアクセスして、技術的な障壁を突破し、イノベーションの過程で根本的な革新を実現す

る可能性が高いと考えられる。 

そして、Tödtling et al.（2009,p.60）は、異なるタイプのイノベーションが特定の

知識源やコネクションに依存しているかどうかを調査し、その結果、高レベルのイノベー

ションは、大学や研究機関からの科学的知識（研究開発や特許など）に依存しており、こ

の種の知識交換は通常、個人間の高い頻度の交流を必要とするのに対し、比較的低レベル

の漸進的なイノベーションや新技術の選択は、企業とビジネス部門のパートナー（ビジネ

スサービスプロバイダーなど）とのつながりや交流に依存していることがわかった。この

ように、多様な知識源とつながることで、企業はさまざまなレベルのイノベーション活動

を把握することができ、漸進的なイノベーションだけでなく、ラディカルなイノベーショ

ンも容易になる。一方、Metcalfe(1994,p.936)は、進化論的観点から、パートナー・ネ

ットワークの幅広さが多様な知識を生み出す重要な源泉であり、多様な知識源によって企

業は技術と知識の新たな組み合わせを生み出すことができる一方、この幅広さは企業に異

なる技術的経路を選択する機会を与えてくれると主張している。 
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また、Rothwell(1992,p.233)は、イノベーションが継続的に成功するかどうかは、か

なりの期間にわたって重要なノウハウが蓄積されるかどうかにかかっていると論じている。

Hamel and Prahalad(1997,p.973)は、関連する技術分野で深い知識ベースを構築するこ

とが、企業のコアコンピタンスを開発し、競争上の優位性を獲得するための前提条件であ

ると主張している。強力な社内の知識ベースは、より効果的なポジショニング、既存の知

識の吸収と展開、さらには新製品の開発プロセスの推進につながる (Newey and 

Zahra,2009,pp.95-96)。このプロセスの中で、企業は社内のチーム間や外部組織とのコ

ラボレーションを通じて業務プロセスを改善し、安定した仕事のやり方や成文化された知

識ベースを構築する（Menguc et al,2014,p.315）。さらに、知識の発展には経路依存

の特性があり、将来の知識の発展の方向性やスピードは、現在の知識の状態に依存する。

知識の経路依存性には「ロックイン」効果があり（Li, Veliyath and Tan, 2013,p.4）、

内部知識の深さが増すと、組織の学習慣性が生じる傾向があると考えられる。 

Christensen and Bower(1996,p.197) 4は、既存の市場に「定着した」知識を持つ企業

は、既存の顧客のニーズに応えるためにイノベーションを開発する傾向があるが、新興市

場を開拓する努力を放棄しうると指摘している。新技術の開発が複雑化している時代、企

業は重要な技術的ブレークスルーを行うために、より深い知識ベースが必要となるだろう。

内部知識の深さが深ければ深いほど、新しい知識を創造する能力が強くなり、関連するメ

カニズムの知識が多ければ多いほど、技術環境や条件が変化したときに、既存の知識ベー

スを活用して技術の軌道を変えたり、技術や製品のブレークスルーを実現したりすること

が 容 易 に な る だ ろ う （ Kevin and Carolin, 2012, p.1098 ） 。 Hill and 

Rothaermel(2003,p.258)は、ラディカル・イノベーションは、新しい知識ベース、また

は企業の既存の知識ベースと新しい知識の組み合わせから生まれると述べている。したが

って、確立された内部知識の深さは、企業が獲得するラディカル・イノベーションの可能

性とレベルに大きく影響する。 

1-3 クローズドイノベーションの成果と限界 

クローズドイノベーションのパラダイムでは、成功したイノベーションには強力な制
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御が必要であり、企業は独自のアイディアを持ち、新製品をさらに開発して市場に投入し、

独自の流通、サービスを提供する必要があるという哲学に従う（Chesbrough、2003a、

p.30）。つまり、企業は、主に独自の創造性と内部で市場化させるアプローチに依存し

ていると考えられる。20 世紀の大半において、この自立の哲学は、閉鎖的な垂直志向の

開発形態が主流であった（Chesbrough,2003a,p.21）。例えば、Thomas Edison は GE を

設立した後に GE 中央研究所を開設し、多くの重要な技術的ブレークスルーを達成した

（久保田、2016、p.78）。19 世紀後半や末のドイツでは科学に基盤を置く産業という概

念が化学で成立し、次いで電気においてリニアモデルや中央研究所モデルができていた

（西村 ,2001,p.18）。ベル研究所もクローズドイノベーションの傾向が強く（萩

原,2017,p.2）、多くの驚くべき物理現象を発見し、その多くの重要な成果の中で、独自

の技術を使用してトランジスタを開発した。いわば、社内研究開発は戦略的資産とみなさ

れ、業界で競合他社の参入を阻もうとの姿勢がした。 

Chesbrough（2003a）がオープンイノベーションのパラダイムを提唱する最初の著書

の中で、まずクローズドイノベーションの成果と限界を提起した。それを説明するために、

Chesbrough（2003a,p.2）は Xerox を例として挙げている。 

Xerox は大手コピー機会社であり、イノベーションに長い歴史を持ち、Xerox のイノベ

ーションの多くは、 Palo Alto Research Center（以下は PARC）から生まれた

（Chesbrough，2003a,p.I）。当初、PARC という研究所を設立した目的は、Xerox にと

って、コンピューター業界という新しい市場を開拓することにある（ Chesbrough，

2003a,p.I）。しかし、Chesbrough（2003a,p.2）によれば、Xerox のような、30 年以

上にわたって、多大の資金と技術を投入し続け、優れた R&D センターを立ち上げるための

リソースとビジョンを持っていた企業は、実際に多くの優れたアイディアを逃した。 

Xeroxは 1950 年代に、Haloidという小さい企業から発祥し、1970 年代に高値を付け、

フォーチュン 500 に収められる巨大な企業に発展してきた Chesbrough（2003a,p.2）。

Xerox は、自社の競争的優位を確保するために、R&D に多額の投資を行い 1969 年、CEO の

McColough は新しい研究所を設立することに決めた Chesbrough（2003a,p.2）。この新
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しい研究所は、「情報のアーキテクチャ」Chesbrough（2003a,p.2）という McColough

のビジョンを実現するために必要な技術を会社 Xerox に提供しようとした。 

McColough のビジョンを具体的に言えば、Xerox が大手オフィスコピー機というビジネ

スを超えて、大手の情報集約型オフィス機器サプライヤーになることであり、当時、政府

によるコンピューター技術 R&D への投資額の減少につれ、PARC は設立されたときに、こ

の分野で世界最高レベルの研究者を多く採用することができた（ Chesbrough ，

2003a,p.3）。そのため、PARC は R&D に成功したことが明らかであると Chesbrough

（2003a,p.3）が指摘した。例えば、現在のパソコンほぼすべてが採用している GUI

（Graphical User Interface）は画期的であり、PARC によって開発され、ASCII 文字に

取って代わったビットマップ画面や、高速ネットワークプロトコルであるイーサネットネ

ットワークプロトコルもそこで開発された（Chesbrough，2003a,p.86）。Chesbrough

（2003a,p.3）によれば、Xerox は PARC に対するマネジメントが主要な産業研究所のベ

ストプラクティスに従い、マネジメント上のミスはなかろうと考えられる。PARC 自体も

効率的に R&D を進め、パソコンと通信産業に多く貢献した。 

Chesbrough（2003a,p.4）5は、Xerox に対して PARC の失敗の根源はイノベーションプ

ロセスに問題あったとまとめ、それは、Xerox はクローズドイノベーションのパラダイム

で PARC をマネジメントしたことである。つまり、技術上のブレークスルーを発見し、そ

れらを商品化させ、工場で製品を生産し、これらの製品の配布、資金調達、サービスはす

べて会社の 4 つの壁の中で行われる（Chesbrough，2003a,p.4）。このクローズドイノ

ベーションのパラダイムは Xeroxの固有のものではなく、第二次世界大戦後、米国経済を

支えた主要な産業において R&D 施設に使われていた（ Chesbrough， 2003a,p.4）。

Chesbrough（2003a,p.5）によれば、PARC に就職した主要な研究者が Xerox を離れて他

の小規模企業に行くか、自らで新しい企業を立ち上げて、その後優れた成果を上げた。こ

れらの企業は、Xerox の深い垂直統合を追求する資源が少なく、代わりに、彼らは自身の

技術を商業化するために、新たなビジネスモデルの探索に努力した（ Chesbrough，

2003a,p.4）。これらのスタートアップは、Xerox を去ったときに研究者たちが当初想定

していた方法と異なる技術を適用することに成功し、一部の技術は、移籍した研究者とと
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もに Apple に移り、その後、PARC で作成されたユーザーインターフェイスデザインコン

セ プ ト の 多 く は 、 Apple の Macintosh に よ っ て 具 現 化 さ れ た （ Chesbrough ，

2003a,p.4）。そのほかの例としては、当初 Xerox で作成された Bravo 文字処理プロセッ

サーは Microsoft Word の開発を啓発した（Chesbrough，2003a,p.5）。現在の規模に

もかかわらず、Apple と Microsoft はどちらも、PARC の技術の一部を吸収したとき、彼

ら自身が非常に若い会社であり、当時はどちらも内部での R&D 能力が弱いと考えられる。

Chesbrough（2003a,p.19）によれば、新しいポテンシャルなマーケットにつながる急速

に変化していく世界において、イノベーティブな企業は、チェスだけでなくポーカーもプ

レイする（Playing Chess, Playing Poker）方法を学ぶ必要がある。 

20 世紀後半までに、クローズドイノベーションは、いくつかの要因によって深刻な課

題に直面し、Chesbrough（2003a,pp.34-40）によれば、その要因は、優秀な労働者の増

加と流動性、ベンチャーキャピタルの増加、未使用のアイディアの活用、パートナーとし

て利用できる顧客とサプライヤーの増加を挙げ、これらの要因により、クローズドイノベ

ーションはもはや持続可能ではなく、オープンイノベーションという新しいイノベーショ

ンパラダイムが必要となった。 

2 オープンイノベーションに関する研究  

2-1 オープンイノベーションとは 

オープンイノベーションは、イノベーションの要素間の相互作用、統合、相乗効果を

具現化したもので、企業はイノベーションのステークホルダーとの密接なパートナーシッ

プを維持する必要があり、イノベーションの知識が組織の境界を越えて自由に流れること

で、オープンイノベーションは内部のイノベーションよりも速く、安く、収益性の高いも

のとなる(Beamish and Lupton,2009,p.90; Cassiman and Veugelers,2006,p.68; 

Lichtenthaler,2011,p.86）。 

日増しに激しくなってきた市場競争において、イノベーションは企業の生存と発展の
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鍵となっている。しかし、企業は、その技術力にもかかわらず、イノベーションを起こす

に必要なあらゆる資源と技術を持つことはできない。企業が競争優位を獲得しようとする

には、もはやクローズドイノベーションだけに頼ることができない。 

現在の状況下で依然としてクローズドイノベーションを採用すれば、内部研究開発コ

ストはリソース費用の高騰、協調コストの増加及び失敗リスクをもたらし、同時に、市場

収益に関しても、技術寿命の短縮、技術と製品価格の低下及び技術の模倣可能性の高まり

によって収益が減少する（Greco, Grimaldi and Cricelli, 2018）。 

Chesbrough（2003a,p.93）は、従来のクローズドイノベーションと区別されるオープ

ンイノベーションの概念を提案し、企業が外部および内部のイノベーション資源を活用し

技術レベルを向上させるためのイノベーションパラダイムを提唱した。 

古いイノベーションモデルは、もはや新しいビジネス環境に適合しなくなったので、

Chesbrough et al.（2006,p.1）6は、企業が新しい技術を開発するとき、社内外のすべ

ての貴重なアイディアを有機的に組み合わせるべきであると主張し、新しいイノベーショ

ンパラダイムであるオープンイノベーションを提案した。企業内のアイディアは、外部チ

ャネルを通じて市場化を達成し、企業の現存事業範囲の制約から脱却し、それにより多く

の利益を獲得することとなった（Chesbrough et al.,2006,p.4）。 

図表 2-2（Chesbrough,2011,p.38）が示すように、クローズドイノベーションと比較

して、オープンイノベーションでは、企業は内部および外部のイノベーティブなアイディ

アおよび市場アプローチを活用することができると考えられる。企業は社内外のアイディ

アを企業のアーキテクチャに統合し、社内のイノベーションは外部チャネルを通じて市場

化され、あるいは外部のアイディアを内部に吸収して事業化する可能性もあるだろう。要

するに、オープンイノベーションにおいては、企業と外部環境の境界が浸透しやすく越え

られるようになる。  

図表 2-2 クローズドイノベーションとオープンイノベーションの比較 
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出典： Chesbrough.H.W.（2011,p.38） 

その後、Chesbrough（2006,p.4）はオープンイノベーションの概念を再定義し、すな

わち、オープンイノベーションとは、企業が内部イノベーションを加速したり、開発され

た知識の社外活用を活発化したりするために、知識の流入と流出を意図的に活用すること

である。同時に、P＆G や LEGO（NEDO，2016，p.210）など多くの企業がオープンイノベ

ーションのパラダイムを実践し、関連する研究をさらに推進した。 

オープンソースソフトウェア（OSS）を利用した開発経歴の観察と分析、Chesbrough

（2003a）は画期的な「オープンイノベーション」の概念を打ち出し、オープンイノベー

ションのモデルを構築した。また、オープンイノベーションにおいて企業が直面する挑戦

には主に開放性（Keupp and Gassmann,2009,p.333）、知識の流入、流出及び統合、組

織間のリレーションマネジメント（Lichtenthaler and Ernst,2006,p.373; Dittrich

 and Duysters,2007,p.511）知識財産権の保護（Henkel,2006,p.954;Lichtenthaler,

2009）、組織の両利きの経営（Fleming and Waguespack,2007,p.165）等の問題がある

と指摘した。オープンイノベーションの実例として、IBM は、特許の外部ライセンスや公

開プロセスを構築するだけでなく、インキュベーションも導入し、1999 年に 10 億ドル以

上の技術ライセンス利益を獲得している 7。IBM は、パートナー、サプライヤー、顧客と

協力してコアビジネスを除いてほかの領域でイノベーションを開発することの重要性を認

比較項目 クローズドイノベーション オープンイノベーション 

人材 
自社内で最良の人材を有す

る 

自社で最優秀の人材を抱えているわけではな

く、社内外に限らず優秀な人材と連携する 

研究開発 

研究開発から収益を得るた

めにも、自社で研究開発か

ら販売まですべて行う 

外部研究開発も付加価値を創出することがで

きる。一方、その価値の一部を享受するには

内部研究開発も必要である 

市場化 
イノベーションを早く市場

投入した企業が優位に立つ 
市場化よりビジネスモデルの構築が優先 

マインド 

最良のアイディアを最も多

く製品化できれば優位性を

築くことができる 

社内外のアイディアを効果的に活用すること

ができるかが鍵 

知的財産 
自社の知的財産は厳重に保

護すべき 

他社間とのライセンスアウト/ライセンスイン

を積極的に行うべき 
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識していた（新興ビジネスチャンス、EBOs と呼ばれる）（David and Lynne,2005,pp.3

-4）。この戦略により、FOAK、ODIS、GTO などさまざまな概念が刺激され、特に GTO（G

lobal Technology Outlook）は IBM が重要な研究開発分野や投資機会を特定するのにも

役立った（Ringo，2007，p.6）。  

P&G は Global Technology Council（GTC）やグローバル且つ内部的イノベーションコ

ミュニティ「Innovation－Net」を設立するだけでなく、オンラインイノベーションプラ

ットフォーム「Yet2.com」と「InnoCentive」のメンバーでもある（Sakkab, 2002, 

p.42）。外部企業とのリンクについて、 P&G は外部の企業や研究機関と協力し合い、

「Connect and Develop」（Sakkab, 2002, p.39）を始動し、企業内外部およびテクノ

ロジー仲介の複数の参加者をカバーしたイノベーションのグローバルネットワークを構築

できた。 

マルチメディア技術、情報技術の発展及びインターネットの出現に伴い、企業は多く

の潜在的若しくは既存の顧客と直接交流し、価値創造プロセスに適合させることができる

ようになり、オープンコミュニティ（ open communities）が出現した（Shaikh and 

Levina, 2019）。これは一種の技術の共通性をベースにした情報共有の新しいイノベー

ションネットワークであり、知識を形成し、技術を向上させる新しい社会の状態である

（Krogh and Hippel,2006,p.976）。Piller et al.（2011,p.2）はイノベーションの

ツールキットをオンラインコミュニティに組み込むことで、ユーザーのイノベーションへ

の寄与を有用な情報量が絶えず増加する知識ライブラリーに保存することができる。同様

に Tao and Magnotta（2006,pp.16-18）は「連携と促進（Identify and Accelerate）」

の例を提供した。しかし、Enkel et al.（2005,p.203-204）は、オープンイノベーショ

ンに顧客を取り入れた場合、マイナスの影響を与えることもあると述べている。 

2-2 オープンイノベーションの特性 

企業がオープンイノベーション戦略に適しているかどうかは、多くの学者が企業規模、

産業特性、技術の特徴などの面から相応の解釈をしてきた。オープンイノベーションに対
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する最初の専門的な研究は、大規模なハイテク企業から始まった（Lichtenthaler,2008）

が、中小企業は同様にオープンイノベーション戦略に適していることが明らかになってい

った（Henkel,2006,p.954）。これによりオープンイノベーションと企業規模は明らか

な関連性がないということが明らかになった。 

さらに、企業の技術がハイエンドコア技術であれば、外部の競合他社の接近を防ぎ、

自社の技術を保護するためオープンイノベーションを採用しない状況があると考えられる。

その上、企業の製品の多様性の程度も企業がオープンイノベーション戦略の採用に影響す

る内部要因であろう。もし企業の製品の多様性が高ければ、企業が内部のイノベーション

のみに依存するのは難しいかもしれない。例えば、産業発展の速度及びハイテクの特性は、

オープンイノベーションの採用に関する大きな原因である可能性がある（Chesbrough et 

al.2006,pp.4-5）。 

オープンイノベーションの具体的な実施においては、クローズドイノベーションの閉

鎖的で規範化的でプログラム化された組織構造と組織制度は、オープンイノベーションの

要求に適応しにくいことが多いため、ネットワーク化、オープンイノベーションの要求に

適応するように調整しなければならないと考えられる。 

また、オープンイノベーションにおける知識の選択的な流入、流出及び知識の市場化

の応用場所の変化によって、企業は従来の知的財産権管理コントロール戦略を変更する必

要があるだろう。 

オープンイノベーションに対する一般的な研究で重点を置いて強調するのは、対外に

オープンすることによって、外部の有用なイノベーションと商業化のリソースを獲得し、

内外のリソースの効果的な統合と配置の最適化を実現し、さらにイノベーションのパフォ

ーマンスを改善することである。しかし、このように単純に対外的オープンとして解釈す

るのは不十分である。文化も組織と部門の指示もなく、オープンをしてもあまり効果ない

と考えられる。 
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しかし、オープンイノベーションの実現には、企業の境界だけではなくて、企業内の

各部門及び従業員の間の仕事はすべて浸透するため、アイディア、情報、知識が組織の内

部で十分に流動し、イノベーション活動が全員性の特徴を有していると見受けられる。つ

まり全員が企業のイノベーション活動に関わっているということになるはずであろう。 

一般的に、企業の研究開発者は技術の革新性を重視し、生産者は生産効率と生産品質

を重視し、マーケティング人員は市場開拓と顧客ニーズの満足状況を重視する。それによ

り、企業における各部門の従業員の知恵を合わせることで、オープンイノベーションの推

進と、オープンイノベーションのパフォーマンスの向上に更に効果が出るはずである。そ

の中でも、プロジェクト研究開発チームはわかりやすい例である。IBM では、社員や IBM

に関わる全ての人々が「Resilient」な状態、すなわち変化にしなやかに適応できる状態

を実現するために、イノベーションを促進する職場環境を整えている（山口,2021）。 

2-3 オープンイノベーションとイノベーションのパフォーマンス 

オープンイノベーションとイノベーションのパフォーマンスの関係に関しては依然と

して探索段階にあり、未だ統一見解には至っていない。Rigby and Zook（2002,p.129）

はオープンイノベーションの環境下で、組織は外部からアイディアと技術を取り入れて、

企業自身のイノベーションの基礎を強化することができると述べた。 West et al.

（2014,p.804）によれば、オープンイノベーションは組織のイノベーションが利益を生

む能力を強化させイノベーションのコストを下げることができると述べた。 Ozman 

（2008,pp.2-3）はオープンイノベーションの 2 つの効果、ネットワーク外部の経済性と

学習性の視点から、イノベーションのパフォーマンスに対するプラスの効果について説明

した。Laursen and Salter（2006,pp.143-145）が開放度の視点から、統計分析方法を

利用してイギリスのオープンイノベーションを実施した製造企業 2707 に対して行った調

査分析によると、企業の研究開発強度と外部研究の広さと深さは、イノベーションのパフ

ォーマンスに影響を与える上で相補効果を持ち、外部研究開発の深さと広さとイノベーシ

ョンのパフォーマンスはいずれも逆 U 字型曲線を示していることが明らかになった。 
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そのほかに、Christensen et al.（2005,pp.1546-1547）は産業動態と発展経済学の

視点からこの問題を分析し、技術の相補、文化の類似、イノベーションの連携が組織間ネ

ットワークのイノベーションのパフォーマンスを高めることに役立つと考え、情報の非対

称性、日和見主義、信頼不足はネットワークメンバーの協調コストを高めると論じた。こ

れに基づいて、Feller et al.（2009,p.312）は組織間関係を規範化し、効果的なネッ

トワークガバナンスのメカニズムを構築し、このような制度を通じて多くの課題解決者の

努力度の問題を解決し、より多くのアイディアとより良い解決策を得る必要があると述べ

ている。 

オープンイノベーションは、ビジネスモデルの調整または変更を意味し、収益性はオ

ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン の 起 点 で あ り 、 そ の 循 環 の 終 点 で も あ る 。 Chesbrough

（2007,p.27）はオープンイノベーションを採用することによって、組織は外部の研究開

発リソースを取り入れ、イノベーションを生む時間を節約し、イノベーションのコストを

削減し、リスクを分担することができ、さらに、既存の技術の対外開放することで、新た

なビジネスモデルを作成し、自身の技術収益を増加させると述べている。オープンイノベ

ーションの環境下で、組織は外部からアイディアと技術を導入して、企業自身のイノベー

ションの基礎を強化することができると考えられる。 

Chesbrough、Vanhaverbeke and West（2006,p.166）は、特定の業界ではオープンイ

ノベーションを必要とせず、クローズドイノベーションは依然として有効的な方法である

と考えている。Trott and Hartmann（2009,p.728）は、この二分法が理論的に存在する

可能性はあるものの、激しい市場競争により、イノベーションプロセスが完全にクローズ

ドされた企業は存在せず、ほとんどの企業はオープンイノベーションをある程度は実施し

ていると考えられることを指摘している。したがって、「イノベーションの開放性」とい

う概念を現実に則して考えるならば、程度が異なるオープンイノベーションを特徴付ける

ために導入する必要がある。 

Arora and Gambardella(2010,p.646）によれば、企業のイノベーション戦略は、社内

の研究開発に依存するものから、社内の知識資源を補完する「オープンイノベーション」
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モデルへと変化している。オープンイノベーションでは、企業の既存知識ベースに基づい

たイノベーションやビジネスモデルの革新プロセスである。しかし、現在の理論研究、さ

らには実証研究では、企業の知識ベースの属性とオープンイノベーションとの関係につい

てはまだ不明瞭であると考えられる。 

また、オープンイノベーションの深化は、企業が市場で正確なポジショニングを行う

ために有益である。オープンイノベーションによって外部環境の一部のプレイヤーと連携

することで、後発企業はターゲット市場の変化を的確に把握し、自社のリソースや能力の

不足を補う必要があるため、後発企業が自社のリソースを最大限に活用し、一定の範囲内

でイノベーションに集中することで、イノベーションパフォーマンスの飛躍を促進するこ

とができる（Cappelli et al,2014,p.324）という主張と対照的に、オープンイノベー

ションの深化が進むと、企業のイノベーションパフォーマンスの向上に悪影響を及ぼす可

能性があると主張する人もいる。イノベーションの過程では、オープンイノベーションの

深さが増すにつれて、企業と外部組織との間の相互作用や協力関係が深くなるが、製品情

報やコアナレッジが漏洩することで、協力ネットワークにおける知識共有や取引ノウハウ

が損なわれるリスクもあり、オープンイノベーションの効果に悪影響を及ぼす

（高,2014,p.14）。 

（1）開放性の概念 

開放性という概念はオープンイノベーション分野に新しい切り口であり、企業が外部

へ開放する情況を測ることに用いられ、最初に Ahuja and Katila（2004,p.889）によっ

て提出された。Laursen and Salter（2004,p.1212）は、組織外のイノベーションソー

ス を 検 索 す る 企 業 に と っ て 、 定 量 的 な 観 点 か ら 初 め て 開 放 性 を 意 味 付 け た 。

Lichtenthaler（2008,p.149）は企業戦略の方面から、開放性とは外部技術を購入する

広さの程度、及び購入の技術の利用度と定義付けた。 Lazzarotti and Manzini

（2009,p.615）は企業が外部のパートナーとの繋がりの程度から開放性を定義し、つま

り、外部パートナーの数と種類の 2 つの意味を含む開放性を提案していた。Gassmann 

and Reepmeyer（2005,p.241）は開放性を企業がイノベーションプロセスにおいて用い
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る組織モードの選択と定義付けた。Pisano and Verganti （2008,p.79）の主張では、

開放性とは企業がイノベーション活動に加入しようとするパートナーの選択であり、イノ

ベーションに参加する可能性があるパートナーを受け入れ、これらのオープンイノベーシ

ョンパートナーの選択に条件や制限がない場合に、開放性が高いと見受けられる。West

（2003,p.1282）はオープンソースソフトウェア業界への分析に基づき、開放性を企業が

知識プラットフォームを使用して技術革新を行う際に、外部イノベーションパートナーに

資源を開示する度合いと定義した。 

また、他の次元からオープンイノベーションの開放性を定義する学者もいる。

Dahlander and Gann （2010,pp.704-705）らは、開放性を定義する際には、幾つかの側

面から評価する必要があると主張し、インバウンド型かアウトバウンド型か、または金銭

的か、非金銭的かを掛け合わせる 4 つの次元に開放性を分割している。Knudsen and 

Mortensen（2011,p.59）は、Laursen and Salter の研究がオープンイノベーションに

おける企業内部の開放性の重要性を包含していないと批判し、彼らはオープンイノベーシ

ョンを実際に行う際に、毎日接触するメンバー（企業内または他の企業の協力チームから

の）しか付き合わないことによって生まれたイノベーションをクローズドイノベーション

と定義し、その逆はオープンイノベーションと定義してよいだろうと主張している。企業

が外部との協力だけでなく、内部部門間の協力が強ければ強いほど、企業の開放性が高い

といえる。 

（2）開放性とイノベーションパフォーマンスの関係 

Helfat and Quinn（2006,p.87）は、オープンイノベーションの中心的な問題は、開

放性が企業のオープンイノベーションから得た利益にどのように影響するのかという問題

を提起し、オープンイノベーションの重要なトピックの一つとして、開放性とイノベーシ

ョンのパフォーマンスの関係を明らかにすることだと考えているのである。イノベーショ

ン活動は時には目に見えない、不確定で、測り難い活動である。したがって、ほとんどの

文献は、従来のイノベーションパフォーマンス指標、例えば、R&D 費用を売上収益に占め

る割合、新製品の新規開発数量、総売上高に占める新製品の売上増加率、特許数などの指
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標を使用して、オープンイノベーションのパフォーマンスを測定している。Enkel、Bell、

and Hogenkamp（2011,p.1162）は、P&G がプロジェクトの正味現在価値（NPV）法を使

って、オープンとクローズドのどちらを採用すべきかについて測定し比較した。

Huizingh（2011,p.4）は、オープンイノベーションがもたらした実際の価値を財務的ま

たは非財務的な収益の 2 つの次元からイノベーションのパフォーマンスを測定するべきで

あると主張した。 

開放性とパフォーマンスの関係に関する既存の実証研究は、一貫した結論に達してい

ないが、いくつかの研究では、この 2 つの間に正の相関があることを明らかにした。

Keupp and Gassmann（2009,p.338）の研究によると、企業の高い開放性は製品の改善に

重要な役割を果たしている。 

Almirall and Casadesus-Masanell（2010,p.39）の研究では、オープンイノベーシ

ョンが資源の集中力の欠如をもたらすが、彼らは同時に、全ての企業において基本的に開

放性がイノベーションのパフォーマンスに寄与する段階を経ることを提示した。

Leiponen and Helfat（2010、p.234）はフィンランドのイノベーション調査データを分

析し、企業がよりオープンなマインドを持って情報アクセス戦略を維持することは、イノ

ベーションの成功にプラスの貢献をしていることを示した。Caloghirou、Kastelli、

and Tsakanikas（2004,p.34）は、欧州 7 カ国の調査データを用いて、外部知識源の数

が企業の R&D 競争力を高めるだけでなく、イノベーションのパフォーマンス（新製品の売

上が総収益に占める割合）にもプラス効果があることを示している。Becker and Dietz 

（2004,p.216）は、2048 件のドイツ企業の時系列データに基づいて、R&D 期間中の他社

とのパートナーシップの数がイノベーションのパフォーマンス（新製品の数）にプラスの

影響を与えることが分かった。 

しかし、開放性の高いことが企業のイノベーションパフォーマンスに及ぼす悪影響も

無視できない。イノベーションパフォーマンスに対する開放性の悪影響は、主に企業の独

立した研究開発能力を減少させ、外部イノベーションソースへの依存によるコア技術の消

失を促進することにある。過剰な開放性は、企業の資源の集中力が分散することにつなが
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り、企業が外部技術への依存度が高くなることで研究開発能力が低下する可能性がある。

Knudsen（2007、p.133）は、企業技術アライアンスの多様性が企業のイノベーションパ

フォーマンスにマイナスの影響があると主張した。また、高い開放性により、イノベータ

ーの製品情報が競合他社から容易にアクセスされ、イノベーターの先行性が損なわれると

も主張している。Huang and Rice（2009,p.213）の研究は外部技術の購入が中小企業の

イノベーションパフォーマンスにマイナスの影響を与えるという推論を実証した。

Mention（2011,p.50）の研究では、異なる連携相手とのオープンイノベーション活動に

おいて、開放性がイノベーションのパフォーマンスに異なる影響をもたらすことを明らか

にした。Mention（2011,p.49）によると、獲得した競合他社の情報は、イノベーション

の新規性に悪影響を及ぼす。一方、市場、企業内部、科学研究機関などの非競合相手情報

は、イノベーションの新規性にプラスの貢献をする（Mention2011,p.51）。また、オー

プンイノベーションがもたらしたコスト（探索コストと調整コストなど）により、開放性

と企業パフォーマンスの間には単純な線形関係ではないと考えられる。外部資源を活用す

るには、企業はふさわしい技術と適切なパートナーを見つけ、外部情報検索コストを必要

とする。その情報交換の円滑な流れを促進するには、企業が追加のコストを投資しなけれ

ばならないだろう。イノベーションは不確実性に満ちており、それに加えて、オープンイ

ノベーションは相手の異質性、予測不可能な機会主義的行動、価値と文化の対立などの不

確実性を含まれる。企業のこれらに対するマネジメントは難しく、コストのかかる企業の

境界を越えた新しいマネジメントスキルが必要となるだろう。 

Laursen and Salter（2006,p.135）の先駆的研究はイギリスでオープンイノベーショ

ンを実施した 2707 社の製造企業の調査により、図表 2－3（Laursen and Salter，2006，

p.143，p.145）のように開放性の幅と深さとイノベーションパフォーマンスの間に逆 U

字の関係があることを示した。 
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図表 2-3 外部知識探索の幅と広さとイノベーションパフォーマンスの関係 

 

出典：Laursen, K. and Salter, A.（2006，pp.143-145） 

Laursen and Salter（2006,p.142）の調査によると、過剰な開放性は強みから不利に

なる Tipping point が存在する。Tipping point とは、逆 U 字型曲線の頂点であり、幅
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と深さは一定程度を越えると、イノベーションパフォーマンスに悪影響を及ぼしているよ

うに見える極値を意味する（Laursen and Salter,2006,p.142）。つまり、過度な開放

性或いは過度な外部知識の探索がイノベーションパフォーマンスにマイナスの影響がある

と考えられる。多くの学者は異なる国と地区、異なる産業、異なる市場条件などから、

Laursen and Salter のモデルを検証し補完し始めた。例えば、 Chiang and Hung

（2010,p.298）は台湾地区のサンプルデータで Laursen and Salter のモデルを検証し

た結果、Laursen and Salter の研究と異なる結論を出しており、彼らによると、異なる

結果が出る原因の一つは、オープンイノベーション活動により知識探索の結果は、学者が

当 初 予 想 し て い た よ り も 複 雑 で あ る と 想 定 で き る 。 Lazzarotti and Manzini

（2009,p.32）は企業が資源の不足がなければ、クローズドイノベーションパラダイムに

従う企業も成功を収めるとし、オープンイノベーションが成功に対して必ずしも必須では

ない条件でありながら、さらにコストとリスクがあることを指摘した。Almirall and 

Casadesus-Masanell（2010,p.34）は、オープンイノベーションプロセスの複雑性が高

すぎると、クローズドイノベーションがオープンイノベーションよりも有利になることを

発見した。Enkel、Gassmann、and Chesbrough（2009,p.312）は、ヨーロッパの 107 社

を対象とした調査で、過度な開放性が長期的なイノベーションの成功に悪影響を与える可

能性があることを示している。オープンイノベーションのリスクは、知識の損失、調整コ

ストの発生、制御困難、適切なパートナーを探索する難しさなどがあり、完全にオープン

化を求めるよりも、クローズドとオープンの合理的なバランスの確立が重要ではないだろ

うか。 

まとめてみれば、企業のオープンイノベーションの幅とイノベーションパフォーマン

スの間には、逆 U 字型の関係がある（Laursen and Salter,2006,p.146）。企業は内部

資源が限られており、技術面のオープンイノベーションにおいて高いコストとリスクに直

面していると見受けられる。企業は、多数の外部組織とのコラボレーションを確立するだ

けでなく、オープンイノベーションの深度を高め、パートナーの貴重なイノベーションリ

ソースを活用することで、より多くの創造的・技術的リソースを求めている（Leiponen 

and Helfat,2010）。 
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そして、オープンイノベーションの深化を強化することで、企業は外部の協力的なネ

ットワークとのイノベーションの相乗効果を実現できると考えられる。オープンイノベー

ションの深さが大きいほど、企業は外部の知識ソースやチャネルとの相互作用が強くなり、

外部の協力ネットワークとの関係を安定的に構築・維持する能力も強化されるだろう。そ

の結果、協業ネットワークを通じて企業が獲得したイノベーションリソースは、社内の知

識と組み合わせてシナジー効果を発揮する可能性が高く、企業内で価値ある製品を生み出

すことにつながる(Wynarczyk et al.,2013,p.243)。 

また、オープンイノベーションの深化により、企業は外部環境の不確実性リスクに対

処しやすくなる。イノベーション環境はダイナミックで競争が激しく、企業は外部のイノ

ベーションネットワークと安定した緊密な協力関係を維持し、外部の知識資源を共同で活

用して価値を創造し、外部の不確実性リスクに対処していると考えられる。 

（3）開放性に対する影響要素 

Chesbrough によれば、オープンイノベーションの戦略は、企業が個人のボランティア

の参加を招き、コミュニティにおいての役割、イノベーションネットワークの構築、イノ

ベーションエコシステムなど、以前、既存の戦略が説明できず、企業の周辺にありながら

無視されたこれらの力に対して説明しようとする（Chesbrough,2007,p.62）。オープン

イノベーション戦略の一環としての開放性の大きさは、イノベーションのパフォーマンス

の良し悪しに直接関係しているため、企業にとって特に適切な開放性を選択することが重

要だろう。しかし、多くの内的、外的要因が作用するため、適度な開放性は把握しにくく、

イノベーションの開放性に影響を与える要因を明確にする必要が生じてくるであろう。 

異なる業界の企業のオープンイノベーションでは外部組織にオープンする傾向は異な

っており、開放性がイノベーションパフォーマンスに与える影響もある程度異なる（経済

産業省，2019，p.6）。つまり、業界の属性は開放性の差異を引き起こす外部要素の一つ

であると考えられる。Jensen et al.（2004,p.14）が企業のイノベーションを二つの異

なるモードに分け、一つ目は科学技術主導の STI（Science、technology、Innovation）
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モードであり、二つ目は経験主導の DUI（Doing、Using、Interacting）モードである。 

STI モードは形式化された知識へのアクセス、創造、利用という科学的根拠に基づいた

アプローチがイノベーションプロセスを支配していることを意味する（Parrilli and 

Heras,2016,p.747）。STI モードは、明確な科学的および技術的知識に基づいたイノベ

ーションプロセス指し、一般的にバイオテクノロジー産業、エレクトロニクス産業、ソフ

トウェア産業などの技術集約型産業が代表的である（ Parrilli and Heras,2016, 

p.750）。 

STI モデルにおいてイノベーションの実現には一般に強力な研究開発能力、充足な人的

および物的リソースが必要し、コア技術のブレークスルーによりイノベーションを実現し

ようとする（Parrilli and Heras,2016,p.748）。STI モード業界では技術が集約され、

企業に対してイノベーションの頻度が高いと考えられる。イノベーションの頻度の高さに

つれ、技術と知識が複雑化、多分野化になる傾向が見える。企業がこの複雑なイノベーシ

ョンプロセスにおいて、多様なソースからの知識を組み合わせて迅速かつ継続的な製品開

発をしなければならない。そして、単一はイノベーションを成功させるため、外部リソー

スを使用する傾向が強くなり、イノベーションのリスクとコストおよび補完的資産を共有

するオープンイノベーションが必要となる。技術集約型企業は強力な吸収能力を備えてい

るため、高い開放性の恩恵を受ける可能性が高くなる。したがって、技術集約型産業の企

業はより開放性が高いオープンイノベーションを取り込む傾向があるといえるだろう。 

そして DUI モードでは、従業員が継続的に新しい問題に直面する時に、これらの問題の

解決策を見つけると、従業員のスキルが向上することの繰り返しである（Parrilli and 

Heras,2016,p.748）。また、顧客、仕入先との交流などによる問題解決型の経験、学習

で得られる暗黙知的なイノベーションである（Parrilli and Heras,2016,p.748）。こ

のモデルは、主に連続の実践で改善することに依存しており、経験の蓄積が重要な役割を

果たしている。 

DUI モードは、従業員あるいはユーザーの経験に基づき、イノベーションにおいてノウ
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ハウが支配的な地位を占めている。知識の伝達には、暗黙知、異質性、粘着性が存在して

おり、知識の移転がより困難なことであり、開放性が STI モードより低いと考えられる。 

一方、開放性と企業規模の関係に関する研究もされ始めた。学者たちは企業の規模が

オープンイノベーションと密接的に関係していると主張した。 Enkel and Gassmann

（2010,p.266）は、企業の規模が大きければ大きいほど、オープンにする傾向があると

考えていた。大企業は、研究開発に投資を行うための財力と技術を有しており、研究開発

の不確実性からみれば、リスク分散と活動ポートフォリオの面で利点があり、したがって、

中小企業よりも大企業のほうがオープンイノベーションを積極的に取り込み、開放性が高

いことが予想される（Enkel and Gassmann，2010,p.264）。また、会社の年齢も影響要

素の一つとして考えるべきである。年齢が高い企業は、若い企業よりも、昔からの技術を

ベースにして構築する傾向が強く、イノベーションマネジメントに対しては成熟な手法が

多くなっている（Enkel and Gassmann，2010,p.264）。 

それに対し、Gambardella、Giuri、and Luzzi（2007,p.1166）は、大企業は既に豊

かな技術、資金と人力資源があることを主張し、したがってオープン化する志向が小さい

ことを主張した。Gambardella、Giuri、and Luzzi（2007,p.1179）は、大企業が技術

を外部にライセンスする意欲が低く、その原因の一つは企業の規模に関わると判断した。

大企業が統合されており、通常、イノベーションための補完的資産を所有し、さらに、内

部で資金を持っているか、市場での力やその他の要因が市場へのアクセスを容易にしてい

るため、資本をより容易に得ることができる（ Gambardella、 Giuri、 and Luzzi 

2007,p.1180）。したがって、大企業が必要に応じて補完的資産を迅速かつ低価で購入で

き、これにより、技術の統合がより低コストになるため、大企業がライセンスのようなオ

ープンイノベーションに対する意欲も低いだと想定できる（Gambardella、Giuri、and 

Luzzi,2007,p.1180）。逆に、中小企業、特に新興企業は、イノベーションのための補

完的資産を見逃さたくないため、積極的にライセンスする可能性が高くなるだろう。した

がって、中小企業は、効果的な研究開発のための内部資源と競争力が欠け、外部から必要

な資源を得るために外部にオープンすることがより多くではないだろうか。 
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（4）リーダーシップとオープンイノベーションのパフォーマンス 

上層部理論とは、CEO や CFO、トップマネジメントチームなどの組織の上層部の特性に

よって組織が遂げる成果が変わるという理論である（Hambrick,2007,p.334）。特に中

小企業において、小規模組織における乏しいリソースと単純な階層構造により、CEO は戦

略的機能と実行機能の両方で詳細な決定を行う（Lubatkin et al.,2006,p.647）。オー

プンイノベーションを取り込むには、リソースの配分と新しいオープンな文化の確立が必

要なため、トップのリーダーシップが必要となるだろう。オープンイノベーションについ

て知識の流入と流出の性質により、新しいイノベーションプロセスと組織構造の構築が必

要し、新しい考え方と強い願望が必要であると考えられる。したがって、オープンイノベ

ーションを迎えいろんな問題を解決し、オープンイノベーションに親しい文化を確立する

ためには、強力な CEO のリーダーシップが不可欠と考えられる。しかし、CEO は通常、自

社活動のすべての側面を把握できないため、過去の経験に基づいてビジネス状況を認識し

て意思決定するのは一般的である（Hambrick and Mason,1984,pp.193-195）。企業で

オープンイノベーションの取り組みを社内で推進できている場合の要因として、トップ層

の理解があるという点があげられる。 

組織の変革を推進するため、組織内に強い支持者を必要とするという意味で、イノベ

ーションには「godfather」が必要となる（Smith,2007,p.95）。オープンイノベーショ

ンの場合では、内部知識の公開や異質な外部知識の受け入れをもたらし、共有度の増加は

内部抵抗を引き起こすかもしれない。例えば Not-Invented Here（NIH）（Katz and 

Allen,1982,p.7）や Not-Shared-Here（NSH）（Burcharth et al,2014,p.150）の抵

抗が組織内部から生じる。しかし、CEO はこの変革を促進し、内部の抵抗を克服し、障壁

を打破することに貢献することができる（Kitchell,1997,p.115-116）。オープンイノ

ベーションを前向きな姿勢で持っている CEO は、それを最優先事項として推進し、内部の

抵抗を克服する強力な支持者である可能性がある（Huston and Sakkab,2006,p.8）。こ

の点から見れば、CEO のオープンイノベーションに対する態度は、開放性を影響する要因

として重要な役割を果たしていると考えられる。Minin（2010,p.154）が述べたように、

オープンイノベーションにおける組織変革の最も重要な推進力の一つは、献身的で、先見
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の明があり、情熱的な「champion」である。 

オープンイノベーションの不確実性が高いため、リーダー個人の起業家精神を重視す

る必要があると考えられる。オープンイノベーションプロセスにおいて技術や知識漏れの

危険が存在するため、起業家からの強い推進力がなければ、企業を動機づけることは困難

であろう。市場や組織指向のオープンイノベーションでは、新しいビジネスモデルの形成

や新しい組織の設立（スピンオフ）など、より劇的な変化が生じる可能性があるため、こ

れらのオープンイノベーションではリーダーにもっと積極的な対応が求められるだろう。 

また、Colombo and Grilli（2005,p.812）によれば、CEO としての専門知識は、学歴

あるいは学問分野の能力にかかわり、CEO の教育程度は、特に新興企業において人的資本

の尺度と見なすことができ、それは意思決定に大きな影響を及ぼす。中小企業においては、

CEO の教育程度は、戦略策定のスキルに影響を与え、企業の変革に対する開放性の向上に

も寄与する（Classen et al.,2012,p.196-198）。 

（5）制度環境がオープンイノベーションに果す役割 

オープンイノベーションモデルはネットワークに組み込まれており、研究機関、コン

サルティング会社、業界団体、競合企業、顧客、サプライヤーなどの外部組織だけでなく、

制度環境によっても企業のイノベーションパフォーマンスに影響を与えていることを想定

できる。企業がオープンイノベーションモデルを利用して外部組織から重要な知識や技術

を獲得する一方で、コラボレーションは日和見主義的な行動、知識の盗用、ただ乗りなど

の現象を引き起こし、オープンイノベーションのコストとリスクを高め、イノベーション

のパフォーマンスを低下させる可能性もあると考えられる。 

North（1990,p.356）によれば、制度とは「社会的相互作用を規制するために用いら

れる一連のゲームのルール」と考えられ、これには公式および非公式の制度が含まれ、制

度は、企業がイノベーションを起こすためのより安定したフレームワークを提供し、正統

性のストレスによって個人の日和見的行動を抑制し、取引コストを削減して資源配分の効
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率を向上させる。 

同時に、オープンイノベーションプロセスには、多くの外部の知識源が関与し、協力

のプロセスも複雑で、日和見的な行動や知識の盗用のリスクがあるかもしれない。オープ

ンイノベーションプロセスのリスクやマイナスの側面は、公式の制度的な規範や非公式の

人間関係の規範によって効果的に制限または削減することがあるかもしれない。 

まず、形式的な制度は、オープンイノベーションとイノベーションパフォーマンスの

関係を緩和する効果があり、形式的な制度とは、国家が定めた形式的な制約や執行メカニ

ズムであり、個人の行動を制約する契約上の取り決めのことである（ North,1990, 

p.365）。Laursen and Salter(2006,p.134)は、オープンイノベーションを行う意図は、

知的財産権の保護が強い産業では強く、弱い産業では弱いことを明らかにした。また、

West(2006)は、高いレベルの知的財産保護がオープンイノベーションを阻害するのでは

なく、むしろオープンイノベーション企業にとってのイノベーションのメリットや、外部

の知識源の効果的な供給を保証するものであるとしている。適切な知的財産権の保護は、

組織間の研究開発協力や技術移転を促進し、その結果、知識の普及を促進することができ

る。 

また、形式的な制度については、政府が企業に対して政策的な支援（減税、イノベー

ション支援政策など）を行い、企業と大学や公的研究機関との橋渡しをすることで、企業

が最先端の技術情報や科学的知識などにアプローチすることができる（ Gao et al, 

2015）。 

非公式な制度とは、慣習や慣行、文化的伝統、倫理、価値、イデオロギーなど、社会

活動を通じて時間をかけて発展してきたルールであり、個人の行動を非公式に制約するも

のである（Peng et al, 2009）。 

非形式的な制度については、企業は人間関係のネットワークを通じて、現在の市場の

知識や業界の発展に関するタイムリーで情報を得ることができ、製品、技術、プロセスに
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関する理解を深めるだろう。さらに、サプライヤーや顧客、その他の組織と頻繁に交流す

ることで、生産や業務の効率を効果的に向上させることができ、また、多様で補完的な知

識情報へのアクセスを容易にするだろう。また、非形式的な制度では、企業は人間関係の

ネットワークと信頼を利用してオープンイノベーションのパートナーとの協力関係を深め、

日常業務の中で頻繁に交流することで、相互学習、共同問題解決、生産・業務プロセスの

最適化を促進し、新製品開発のスピードを高め、企業のオープンイノベーションのパフォ

ーマンスを向上させると考えられる。 

（6）オープンイノベーションに関する研究の展望 

既にいくつかの研究者が、オープンイノベーションは新しいイノベーションモデルで

はなく、10 年以内に「オープンイノベーション」という用語がなくなると予測している

（Huizingh,2011,p.7）。なぜならば、オープンイノベーションは企業にとってむしろ

必須の戦略として、経営戦略の一環として統合されるはずだからである（Huizingh,2011、

p.7）。しかし、オープンイノベーションのパラダイムは理論上も実践上も、企業のイノ

ベーションの新たな方向性を表しており、それに関する研究が今後も急速に成長していく

だろう。まず、学界で展開されていた数多くの既存研究は特定のケースに対する研究にと

ど ま っ て 、 そ れ を 一 般 化 す る こ と は 難 し い と 指 摘 さ れ て い る （ Laursen and 

Salter,2006,p.147）。そして、理論に先んじて実践への研究がより進んでいる状況が

ある（Vrande and de Man,2011,pp.185－186）。既存の研究は、主にミクロレベル（企

業レベル）のインバウンド型のオープンイノベーションにとどまって、オープンイノベー

ションの重要な次元となるアウトバウンド型オープンイノベーションに対する研究は不十

分と考えられる。例えば、Enkel et al.（2009,p.313）は、この不足を認識し、インバ

ウンド型とアウトバウンド型オープンイノベーションの結合プロセスは研究に値する方向

であると指摘した。Hossain（2012,p.754,p.761）は、オープンイノベーションプロセ

スにおいて重要な役割を果たしている仲介者に対する現在の研究の怠慢を批判し、仲介者

の急速な発展とそれが技術市場に大きな影響を与えていることを主張している。 

そして、オープンイノベーションの研究対象は主に技術面であり、非技術的要因の影
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響は注目されてこなかった。Dias and Escoval（2012,p.182）の調査によると、技術は

イノベーションの核心的な要素であるが、知識管理、信頼構築、コミュニケーションもオ

ープンイノベーションの重要な要素であると主張した。オープンイノベーションの根底に

あるのは、知識共有文化の確立、信頼できる環境、IT の利用など、イノベーションが発

生しやすい組織環境を作ることにあるではないだろうか。 

全体として、オープンイノベーションは技術と企業の発展に貢献するが、多くの内部

および外部要因によって影響されると考えられる。Monjon and Waelbroeck（2003）の

研究では、フランスの企業はヨーロッパ諸国の大学とのオープンイノベーションが国内の

大学より活発化しているという結論を得た。Kafouros and Forsans（2012,pp.367-368）

は、国内組織の知識が企業の財務パフォーマンスにほとんど影響せず、ただし企業の研究

開発に大きな影響を与えている一方、国外からの知識は優れたパフォーマンスをもたらし

ながら、企業のイノベーションの可能性を高めることができることを確認した。Hamdani 

and Wirawan（2012,p.232）は、オープンイノベーションはインドネシアの中小企業を

発展させる効果的な方法だと考えた。しかし、Abulrub and Lee（2012,p.137）は韓国

企業を重点に置いた調査で、韓国企業のオープンイノベーションが国際的な主流と大きく

異なるユニークなアプローチであることを確認した。つまり、オープンイノベーションの

コンテキスト適応性については、まだ深く探求する必要があると言える。 

企業の知識ベースの特性と企業のイノベーションとの関係については、多くの実証研

究が行われており、企業の知識ベースの特性が企業のイノベーションに及ぼすマルチレベ

ルの影響を明らかにしているが、一般的にこれらの研究テーマは比較的散逸しており、企

業の知識ベースのタイプやその特性と、異なるレベルのイノベーションパフォーマンスと

の関係や、その効果のばらつきについては、まだ十分に議論されておらず、さらなる実証

研究が必要であると考えられる。 

既存の文献の多くは、オープンイノベーションの強化を強調しているが、オープンイ

ノベーションの複雑でダイナミックな性質と、適切な開放度の存在を無視している

（Chesbrough, 2006; Enkel et al, 2009）。一方、オープンイノベーションの開放性
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の面について、ソーシャルネットワーク理論の観点からは、オープンイノベーションの必

要性は、企業が幅広い組織とのコラボレーションを通じて、知識などのより価値のあるリ

ソースへのアクセスを提供することに反映される（Powell et al.，1999）。 

3 小括 

本研究第 2 章は主に従来の研究の整理であり、まずイノベーションという概念について

研究した。主には、Schumpeter、Drucker（1985,邦訳：p.47）、Christensen（1997,

邦訳：p.6）、後藤（2000,p.49）、十川等（2006,pp.2-5）、今口（2007,pp.50-51）

等のイノベーションに対する定義を研究した。「経済発展の理論（上）」（ 1912：邦

訳,p.182）では、Schumpeter は「いろいろな物や力の結合の変更」を「新結合」と名付

け、これらの物と力は経済活動における生産資料、資源、労働である。この Schumpeter

式の新しい組み合わせはイノベーションの原型である。日本では、イノベーションは「技

術革新」と訳されている。日本でイノベーションが「新結合」ではなく「技術革新」と訳

された理由は、中倉（2014,pp.258-259）によれば、1950 年代には、新技術の発見と技

術の革新、または技術の改善が日本で極めて重要だったからである。 

Schumpeter は、科学的な視点からイノベーションを検討し、イノベーションは新しい

モノを創出する行動とは言え、その基礎となるモノが無ければ、新しいものを創出するの

はほぼ不可能であろう。Schumpeter が言った通りに、「いろいろな物や力の結合の変更」

の「新結合」というのは、普段のイノベーションのプロセスであると考えられる。

Schumpeter は、イノベーションは消費者の欲望から始まるのではなく、生産側の提案か

ら始まると考えている（安田，2021，p.87）。Schumpeter が言及した「新結合」では、

この場合は生産だと考えられる。 

他に、Drucker（1985,邦訳：p.47）は、「イノベーションとは、資源に対し、富を創

造する新たな能力を付与するものである。資源を新の資源たらしめるものが、イノベーシ

ョンである」と述べた。Christensen（1997,邦訳：p.6）はイノベーションを「組織が

労働力、資本、原材料、情報を価値の高い製品やサービスに変えるプロセスである技術の
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変化」と述べた。 

日本の「イノベーション」の定義の多くは経済面に集中しており、例えば、後藤

（2000,p.49）によれば「新しい製品や生産の方法を成功裏に導入すること」と述べた。

十川等（2006,pp.2-5）は狭義のイノベーションと広義のイノベーションの両面からイノ

ベーションの概念を組織し、「狭義のイノベーション」とは主に技術的成果のことであり、

「広義のイノベーション」とは、「狭義のイノベーションである新製品・新事業開発を実

り豊かなものにするために、組織とそのマネジメントプロセスを含む変革」と述べた。言

い換えれば、イノベーションとは狭義では新技術と製品サービスの成果を指し、広義では

管理過程を含む。 

同様に、今口（2007,pp.50-51）は、イノベーションは製品イノベーションとプロセス

イノベーションに分けることができると考えている。今口（2007,pp.50-51）は、イノベ

ーションについて、「既存の知識を結合しなおすことによって、新たなアイディア、新た

な発想を生みだす」というプロセスを提出し、このプロセスは「協働行為を通して創造さ

せなければならない」ということであり、他方、内閣府のイノベーションの定義は、技術

の進歩、あるいは「インベンション」だけでなく、社会的価値を創造することに重点が置

かれている。 

イノベーションに対する見方が増えていることと共に、イノベーションに対する議論

も増えてきた。イノベーション論は、「イノベーションとは何か」という定義に関する議

論と、「どう実現するのか」という手段を主要な論点としながら、20 世紀から 21 世紀に

かけて発展を遂げてきた（NEDO，2020，p.6）。例えば、本稿で検討した Abernathy and 

Utterback の A-U モデルと、Christensen のイノベーションのジレンマ、O'Reilly and 

Tushman の両利きの経営などである。Abernathy and Utterback は産業構造の進展に伴

いイノベーションのパターンと産業構造の変化を三つの段階で説明している（Abernathy 

and Utterback, 1975, p.645）。それぞれは流動的段階、過渡的段階、特定化段階に分

けられている。流動的段階では、産業が発展段階であり、様々なデザインの製品・サービ

スが発生する期間である（Abernathy and Utterback,1975,p.648）。過渡的段階では、



（第 2章） 

63 

 

登場したデザインの間で競争が発生し、勝ち残った製品・サービスのデザイン（ドミナン

トデザイン）が決定する期間である（Abernathy and Utterback,1975,pp.642-643）。

特定化段階では、ドミナントデザインが決まった後、製品・サービスの改善が行われる

（Abernathy and Utterback, 1975, p.644）。そして、Christensen によるイノベー

ションのジレンマは、優良企業が築き上げた競争優位の根幹となる組織能力が硬直化して

しまうと、環境変化に対応できなくなり、さらに優位性を失う可能性を示した。

Christensen が提示したイノベーションのジレンマによれば、企業が既存事業と新規事

業の両方を同時にやるのは難しいことである(Christensen and Raynor,2013,p.33）。

O’Reilly and Tushman（1996,ｐ.8）が「両利きの経営」という長期的な利益を求める

探索と短期的な利益を求める深化のバランスを取りながら両方の活動を行うことが両利き

の経営の理論を打ち出した。 

クローズドイノベーションの成果と限界について、クローズドイノベーションのパラ

ダイムの理念は、成功したイノベーションには強力なコントロールが必要であり、企業は

独自のアイディアを持ち、さらに新制品を開発・販売し、独自の流通とサービスを提供す

る必要があるということである（Chesbrough,2003a,p.30）。Chesbrough（2003）がオ

ープンイノベーションのパラダイムを提唱する最初の著書の中で、まずクローズドイノベ

ーションの成果と限界を提起した。それを説明するために、Chesbrough（2003a,p.2）

は Xerox を例として挙げている。 

Chesbrough（2003a,p.4）は、Xerox に対して PARC の失敗の根源はイノベーションプ

ロセスに問題あったとまとめ、Xerox はクローズドイノベーションのパラダイムで PARC

をマネジメントしたことである。つまり、技術上のブレークスルーを発見し、それらを商

品化させ、工場で製品を生産し、これらの製品の配布、資金調達、サービスはすべて会社

の 4 つの壁の中で行われる（Chesbrough，2003a,p.4）と指摘し、このクローズドイノ

ベーションのパラダイムは Xeroxの固有のものではなく、第二次世界大戦後、米国経済を

支えた主要な産業において R&D 施設に使われていたと指摘した。 

オープンイノベーションに関する研究について、Chesbrough（2003a,p.93）によれば、
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オープンイノベーションは、企業が外部および内部のイノベーション資源を活用し技術レ

ベルを向上させるためのイノベーションパラダイムであるという。Chesbrough et al.

（2006,p.1）は、企業が新しい技術を開発するとき、社内外のすべての貴重なアイディ

アを有機的に組み合わせるべきであると主張し、新しいイノベーションパラダイムである

オープンイノベーションを提案した。クローズドイノベーションと比較して、オープンイ

ノベーションは企業が内部と外部のイノベーションの理念と市場方法を利用することを期

待していると考えられる。企業内のアイディアは、外部チャネルを通じて市場化を達成し、

企業の現存事業範囲の制約から脱却し、それにより多くの利益を獲得することとなった

（Chesbrough et al.,2006,p.4）。 

「オープンイノベーションの開放性」という概念について、開放性という概念はオー

プンイノベーション分野に新しい切り口であり、企業が外部へ開放する情況を測ることに

用いられる。最初に Ahuja and Katila（2004,p.889）によって提出された。Laursen 

and Salter（2004,p.1212）は、企業の開放性を幅と深さの両方面から測定し開放性の

幅とは、企業がイノベーションを行う際に外部イノベーションソースを利用するタイプの

数であり、オープンの深さは、企業がイノベーションを行う際に外部イノベーションソー

スに依存する度合いを指すという。そして、Lazzarotti and Manzini（2009,p.16）は

外部パートナーの数と種類の 2 つの意味を含む開放性を提案していた。Knudsen and 

Mortensen（2011,p.59）は、クローズドイノベーションを、実際にオープンイノベーシ

ョンを行う際に、日常的に接している社内外の協力チームのメンバーだけとつながり、イ

ノベーションを生み出すことと定義している。Knudsen and Mortensen（2011,p.59）は

逆の状況をオープンイノベーションと定義できると考えている。ある会社は外部との協力

が強いだけでなく、内部部門間の協力も強いほど、会社はオープンになる。 

開放性とイノベーションパフォーマンスの関係について、 Helfat and Quinn

（2006,p.87）によれば、オープンイノベーションの中心的な問題は、オープンイノベー

ションの重要なトピックの一つとして、開放性とイノベーションのパフォーマンスの関係

を明らかにした。Keupp and Gassmann（2009,p.338）によれば、ある会社の高度な開放

性はその製品の改善に重要な役割を果たし、協力することで、異なる組織も革新のリスク
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とコストを分担することができる。また、企業は複数のパートナーとの多面的な連携を通

じて、外部リソースを十分に吸収し、活用することにより、技術の不確実性が軽減され、

内部革新の不足を補うことで革新効率が向上する（Keupp and Gassmann2009,p.338）。

そして、Almirall and Casadesus-Masanell（2010,p.39）は全ての企業が、基本的に

開放性がイノベーションのパフォーマンスに寄与する段階を経ることを提示した。

Leiponen and Helfat（2010、p.234）は企業がよりオープンな情報取得戦略を維持する

ことはイノベーションを促進すると述べた。Caloghirou、Kastelli、and Tsakanikas 

（2004,p.34）によれば、外部知識を多く吸収することは、企業の研究開発競争力を増加

させるだけでなく、革新的な業績にも積極的な影響を与える。もちろん、開放性はイノベ

ーションに対してもマイナスな影響があることを主張する論文もある（Huang and Rice，

2009,p.213；Knudsen,2007,p.133）。一方、Mention（2011,p.50）は企業の主体やや

り方によって効果はそれぞれであると主張した。 

Laursen and Salter（2006,p.135）は、さらに開放性の幅と深さとイノベーションパ

フォーマンスの間に逆 U 字の関係があることを証明した。 Laursen and Salter

（2006,p.142）の調査によると、過度な開放性或いは過度な外部知識の探索がイノベー

ションパフォーマンスにマイナスの影響があることを示した。 

Jensen et al.（2004,p.14）が企業のイノベーションを二つの異なるモードに分け、

一つ目は科学技術主導の STI（Science、technology、Innovation）モードであり、二

つ目は経験主導の DUI（Doing、Using、Interacting）モードであり、業界によって企

業の外部組織に対する開放性も異なっていることが分かった 

また、上層部理論によれば、CEO や CFO、トップマネジメントチームなどの組織の上層

部の特性によって組織が遂げる成果が変わるという理論である（ Hambrick,2007, 

p.334）。上層部理論は意思決定における主要人物の役割を強調している。特に中小企業

において、小規模組織における乏しいリソースと単純な階層構造により、CEO は戦略的機

能と実行機能の両方で詳細な決定を行う（Lubatkin et al.,2006,p.647）。それだけで

はなく、Colombo and Grilli（2005,p.812）によれば、CEO の教育程度は、特に新興企
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業において人的資本の尺度と見なすことができ、それは意思決定に大きな影響を及ぼすと

いう。オープンイノベーションプロセスにおいて技術や知識漏れの危険が存在するため、

起業家からの強い推進力がなければ、企業を動機づけることは困難であろう。市場や組織

指向のオープンイノベーションでは、新しいビジネスモデルの形成や新しい組織の設立

（スピンオフ）など、より劇的な変化が生じる可能性があるため、これらのオープンイノ

ベーションではリーダーにもっと積極的な対応が求められるだろう。 

オープンイノベーションに関する研究の展望について、現在の研究は主にミクロレベ

ル（企業レベル）のインバウンド型オープンイノベーションに限られており、オープンイ

ノベーションの重要な次元であるアウトバウンド型オープンイノベーションについては研

究が不足している。オープンイノベーションの研究の重点は主に技術面にあり、非技術的

要因の影響には気づいていない。例えば、オープンイノベーションプロセスにおけるイノ

ベーションの効率と有効性に、企業のより根本的なところから影響を与える可能性がある。

Dias and Escoval（2012,p.182）の調査によると、技術はイノベーションの核心的な要

素であるが、知識管理、信頼構築、コミュニケーションもオープンイノベーションの重要

な要素であると主張した。Monjon and Waelbroeck（2003）、Kafouros and Forsans 

（2012,pp.367-368）、Hamdani and Wirawan（2012,p.232）によれば、オープンイノ

ベーションの方法は企業や地域によってそれぞれだということが見られ、さらなら研究が

必要であると考えられる。第 2 章では、オープンイノベーションイノベーションの重要性

を述べ、特に現在では、企業にとってイノベーションの創出には、オープンイノベーショ

ンという手法はもはや不可欠な要素だと考えられる。なお、オープンイノベーションの活

用では、企業に新たな能力あるいはケイパビリティを求めている。

 

1 Utterback(1996,p.96), “If the market for a new product grows, the industry may enter 

what could be termed a transitional phase. Market  acceptance of a product innovation and 

the emergence of a dominant design are its hallmarks.”  

2 O’Reilly and Tushman(1996,ｐ .8), “To remain successful over long periods, managers 

and organizations must be ambidextrous—able to implement both incremental and  

revolutionary change.”  
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3 Henderson and Cockburn(1994,pp.66） ,  “The ‘architectural competence’ of an 

organization allows it to make use of its component competencies: to integrate them 

together in new and flexible ways and to develop new architectural and c omponent 

competencies as they are required.”  

4 Christensen and Bower(1996,p.197), “firms that aggressively stayed at the forefront of 

technology development for extended periods, but whose industry leadership was later 

shaken by shifting technologies and markets.” 

5 Chesbrough（2003a,p.4） ,  “After carefully reviewing many projects within Xerox and 

interviewing nearly one hundred current and former managers, I have concluded that 

Xerox’s problems with PARC arose from the way Xerox managed its innovation proces s.” 

6 Chesbrough et al.(2006,p.1), “Open Innovation is the use of purposive inflows and 

outflows of knowledge to accelerate internal innovation, and expand the markets for 

external use of innovation, respectively. Open Innovation is a paradigm that assumes  that 

firms can and should use external ideas as well as internal ideas, and internal and 

external paths to market, as they look to advance their technology.”  

7 IBM 社上級副社長の Nicholas Donofrio 氏より，URL：https://xtech.nikkei.com/it/free/I

TPro/USNEWS/20010131/23/（最終アクセス：2022 年 7 月 10 日） 
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第3章 ネットワークケイパビリティに関する研究 

1 組織のネットワーク化 

1-1 組織のネットワーク化 

組織間ネットワーク（inter-organizational network）について、数多くの実証研究

は経済的パフォーマンスがネットワーク形成の最も主要な原動力であると示しており、自

己生成（emergent）と構築（engineered）の 2 種類の形成方法（Doz et.al.,2000, p.

249）があり、新しい知識の誕生とメンバー間の知識移転（Ahuja,2000,p.424）を促進

し、学習のリスクを低減する。外部知識の有用性を高める以外に、ネットワーク化も互恵

的で異質の知識の移転のためのプラットフォーム（Almeida and Kogut,1999,p.906）を

提供しており、お互いに知識や秘訣を補完し合うことが出来る。オープンイノベーション

は、組織間の境界を越え、外部の各種のイノベーションソースからアイディアを獲得し、

外部の市場化のルートを利用して、企業の既存のビジネスモデルを超えた方法で内部のア

イディアを市場化する（Chesbrough et al.,2006,p.4）。オープンイノベーション企業

と各種パートナー、特に大学や研究機関（Perkmann and Walsh,2007,p.274）、サプラ

イヤーおよびユーザーが協力関係を構築することを求められている。 

例えば、顧客は、純粋な消費者から共同デザイナー（co-designer）に変える傾向が見

受けられる。企業の消費者は単に企業のバリューチェーンの最後の結節点というわけでは

なく、企業全体の価値創造活動（技術イノベーションを含む）に係るアクティブな参加者

である（相原，2008,p.2）。消費者を共同デザイナーとした視点から、オープンイノベ

ーションは、体系的に消費者と利用者から情報を収集し、統合してイノベーションし、修

正し、または規範的な製品とサービスを生み出す過程であると考えられる。消費者の中で、

厳しい消費者（先行ユーザー、即ち先行して受け入れたか、もしくは先行して拒否した顧

客）はオープンイノベーションの重要な参加者と考えられる。厳しい消費者が商品やサー

ビスに満足したなら、一般的な顧客にサプライズを与えることも可能ではないだろうか。

その他、企業の特殊な顧客である代理店は、大量の市場の総合的な情報を把握していると
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考えられる。通常、市場のニーズとニーズの変化の傾向に対して比較的熟知しているので、

代理店を企業の技術イノベーション活動に取り入れることで、有効的な市場の情報と技術

と製品のニーズの傾向を知ることができ（岩見，2017，p.15）、製品を市場に出すまで

の速度を上げることが可能となるだろう。 

また、企業がイノベーションの創出を加速するためには、自社のみならず、外部の資

源を活用するオープンイノベーションの推進が不可欠であろう。特に、最先端の「知」の

拠点である大学・国立研究開発法人との連携は強力な手段となる。企業にとって、大学等

における「知」をより広く、より深く活用する必要性が増している（文部科学省，2020，

p.2）。 

ネットワークにおいて、競争企業間のゼロサムゲームは徐々にウィンウィン関係へと

発展してきた。オープンイノベーション企業は競合他社と共同イノベーション方式を用い

て、リソースの共有と優位性を補完し合い、業界または製品の技術基準を確立し、技術の

障壁を高め、イノベーションの費用とリスクを分担している。同時に、企業価値があまり

ないイノベーションの副産品と眠っている技術は、企業も競争相手に売るか若しくは許可

を与えることができ、外部の商業化のルートを通じて企業の収益力を高めることができる。 

従来のサプライヤーの業務は、企業に原材料、部品及び加工設備を提供することであ

ると考えられる。しかし、サプライヤーの実力の増強、機能の拡大に伴って、オープンイ

ノベーション企業は外部利害関連者であるサプライヤーを企業の技術イノベーション活動

に取り込む必要があると考えられる。サプライヤーが把握している市場の情報と技術力を

十分に活用し、価値のあると高品質の部品または原材料を提供し、それは企業の製品開発

にかかわる（近能，2014，p.28）。高レベルの外部サプライヤーは、バリューチェーン

上で企業に対しより多くのサポートを行い、企業に不足している知識を補完し、企業の負

担を軽減し、企業がコア技術の段階においてより速く発展する助けとなるだろう。サプラ

イヤーに新製品の情報を与えるのが早ければ早いほど、早くサプライヤーから新製品のプ

ロトタイプに対するフィードバックが得られ、すばやく製品の設計の修正と改善を行い、

効率的にイノベーションの周期を短縮し、効率を高め、新製品が市場に適応する能力を高
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めることができる（近能，2014，p.26）。 

また、技術仲介もイノベーションネットワークの重要な結節点となる。NineSigma、

InnoCentivethe InnovationXchange、などの技術仲介会社が出現した。NineSigma を

例にあげると、2000 年に設立されたこの企業は、オープンイノベーションに取り組む企

業が抱える「技術課題は何か？」を出発点とし、その最適解を探索するだけでなく、ビジ

ネス課題の解決もサポートしている(NineSigma)。技術仲介を活用する例として、P&G は、

新製品のアイディアを外部から集めることであり、技術情報やアイディアの仲介サービス

を提供している NineSigma のサービスを活用し、消費者からも積極的にアイディアを吸

収している（経済産業省，2009，p.64）。 

Sealed Air 社は NineSigma のグローバルなネットワークを活用して、難題を解決する

例が挙げられる。Sealed Air 社は小包には特殊なファスナーが必要だと気が付いたが、

内部の研究開発者は前期開発を行っており、技術、時間、費用の問題を考慮して、期限ま

でに任務を完成するのは難しいと判断し、当該企業は NineSigma を通じて、プランの募

集を発信して 9 ヶ月間に世界中から多くのフィードバックを得ることができた（Jill, 

2009,Industry Week Aug.13,2009）。 

また、投資ファンドはオープンイノベーションの過程において相応の役割を担ってい

る。1980 年代以来、投資ファンドの盛んな発展は、技術市場のリソース需給を大いに活

発化させ、多くの技術商品とサービスの市場化を著しく加速させた。投資ファンドの急速

な発展は、企業がオープンイノベーションを実施するためのブースターとなった。投資フ

ァンドオープンイノベーションに対して、科学技術の成果転化に必要な資金を提供した。 

このネットワーク経済の時代、企業はもはや単一の存在ではなく、顧客、サプライヤ

ー、競合他社、公共の研究機関などを含む相互接続のネットワークに組み込まれていって

いる。Glati and Gargiulo(1999,p.1439）は、企業は過去の単一の線形モデルからネッ

トワーク化された非線形モデルになり、ネットワーク化は現代の企業価値活動における重

要な環境特性となり、効果的な企業の外部ネットワークの確立と維持がパフォーマンスの
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改善と企業競争力の向上の鍵となっていると指摘した。 

1-2 ネットワークの影響要素 

（1）ネットワーク文化 

ネットワーク文化はネットワークにおけるメンバーがネットワーク活動を受け入れ、

実行する雰囲気であり、その核心的内容はネットワークに対する価値観と考えられる。ネ

ットワークメンバーが長期的に影響を与え合い、何がネットワークに対して何をすれば価

値があるのかを深く思考することであり、規範、信頼、責任の共有と行動の一致である

（Nestle et al.，2018，p.7）。 

良好なネットワーク文化は、ネットワークメンバー間の共有認識を固め、互いに信頼

を確立し、相互協力を促進し、組織間の学習を促進するのに役に立つ（Nestle et. al，

2018，p.7。このようなネットワーク文化は、ネットワークメンバーに対して求心の役割

を持つだけではなく、潜在的なネットワークメンバーに対して有力なプラスの情報を与え

るはずであろう。さらには、ネットワーク内外の様々なリソースの交換とインタラクショ

ンを促進できるだろう。 

（2）ネットワークの規模 

ネットワークメンバーの規模は、ネットワークメンバーの個人または組織の数を指す

（Glenn et.al,2017,p.9）。メンバー数の増加は、潜在的なネットワークリソースの拡

大とメンバーの組織間の繋がりがより広くなることを意味するだろう。メンバーはより広

いネットワークメンバーから必要な労働力、資金、技術、知識、情報などを得ることがで

きるようになるため、リソース、情報の検索にかかる時間とコストを減らすことができる

（Glenn et.al,2017,p.5）。さらに、ネットワークメンバーの規模が大きいほど、ネッ

トワークの連絡も多くなり、メンバーの組織間で学習する機会も多くなり、学習、吸収、

消化、利用により、メンバー内部およびネットワーク内部により多くの知的リソースを蓄
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積することが可能であろう。 

 

（3）ネットワークメンバーの資質 

Ritter and Gemunden（2003,p.747）はネットワークケイパビリティには必要な知識、

技能、資質、そして、それらを有効に使う能力が含まれていると指摘した。単純なネット

ワークメンバー規模は、実際にはネットワークケイパビリティのリソースのニーズを完全

に満たすことができないため、規模以外にネットワークメンバーの資質の問題を解決しな

ければならないと考えられる。つまり、ネットワークケイパビリティは、ネットワークリ

ソースの数だけではなく、リソースの質と相互補完性とも関係があり、ネットワークリソ

ースの質はメンバーの資質と個人リソースによって決まり、ネットワークメンバーの資質

に関する一つの重要な点は、メンバーリソースの相互補完性である（ Ritter and 

Gemunden，2003,p.749）。異なるネットワークメンバーからのリソースの相互補完性が

強いほど、一定のリソース統合メカニズムによって相互補完効果が強く、企業のネットワ

ークケイパビリティも強化されるだろう。 

（4）ネットワーク構造 

Granovetter（1973,p.1361）は、互恵の実現を目的としたネットワークを、強い紐帯

が存在すると指摘し、弱い紐帯と比較すると、強い紐帯のネットワークメンバー間のほう

が信頼性は高く、ネットワークメンバー間の交流が頻繁で、信頼できる情報を効率的に伝

えることができると論じている。 

特に非公式、暗黙の知識は個人と企業に縛られ、通常は人の行動を通じて伝達される

だろう。そのため、人と人の間のコミュニケーションはこのような知識を増やすための主

要ルートであり、模倣をして、観察と学習をすることでのみ得ることが出来ると考えられ

る。したがって、非公式の知識は強い紐帯を通じてのみ効果的に伝達され、弱い紐帯を持
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つメンバーは連絡頻度が低く、協力関係もあまり緊密ではなく、メンバー間のコミュニケ

ーションも少ないため、通常はお互いの信頼が不足し、互いに孤立した状態に陥る可能性

があるだろう。 

それでも、強い紐帯と比較して、弱い紐帯の多くは、より多くのアイディアを提供す

るだけでなく、メンバーがネットワークの外部の有益な情報を取得するのにも役に立ち、

探索的なイノベーションには重要な意味がある（Granovetter,1973,p.1376）。したが

って、企業は現実状況に応じて柔軟に弱い紐帯のネットワークメンバーを作成すべきであ

ろう。 

2 ネットワークケイパビリティの概念と変遷  

2-1 ネットワークケイパビリティ概念の提出 

Hakasson and Snehota （ 1989,p.187 ） は 「 ネ ッ ト ワ ー キ ン グ ア ビ リ テ ィ 」

（networking ability）の概念について初めて述べ、ネットワーキングアビリティを企

業がそのネットワークポジションを改善し、単一関係を解決するための能力であると定義

づけた。 

その後、学者たちはネットワークケイパビリティに関する探索的研究を次々と行った。

そのうち、 Ritter and Gemunden（ 2003,p.746）はネットワークケイパビリティ

（network capability）とは一種のマーケティング志向に基づいて組織を横断した関係

を構築し維持するケイパビリティであるとしている。これには資質・条件と任務執行の二

つの次元が含まれており、両社の間には相互強化のメカニズムが存在しており、さらに彼

らはネットワーク関係マネジメントタスクを特定関係任務と多関係任務に分け、前者は単

一関係における構築、交換、調整の三つの内容を含んでおり、後者は組織リレーションマ

ネジメントにおける計画、構成、人員配置及びコントロールの四つの内容を含んでいる

（Ritter and Gemunden,2003,p.748）。 
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Ritter et al（2002,p.119）によると、マーケティング志向の企業が現在のビジネス

環境におけるネットワークケイパビリティの重要性に気が付いているため、ネットワーク

ケイパビリティとマーケティング志向は非常に関係が深い概念である。 Ritter et al

（2002,p.119）によれば、組織内部からネットワークケイパビリティの強化ルートを探

索しており、企業のネットワークケイパビリティは企業内部のリソース配置、コミュニケ

ーション構造の整合度、企業文化の開放、ネットワーク志向の人的リソース管理などの影

響を受けている。一方で、Ritter and Gemunden（2003,p.750）はドイツの機械電子工

学企業 308 社をサンプルとして、内部リソースの整備、コミュニケーション構造の整合

性、企業文化の開放性とネットワークガイドの人力リソース管理が企業のネットワークケ

イパビリティに大きなプラスの影響を与えることを検証した。Ritter and Gemunden

（2003,753）は効果的なネットワークを確立し維持することは、イノベーションの成功

の鍵であり、企業がネットワークケイパビリティを利用して衝突を回避し、情報とポテン

シャルの優位性を得ることができると述べている。 

Moller and Halinen（1999）は企業と利害関係者の関係の視点からネットワークケイ

パビリティの実現について分析を行った。Moller and Halinen（1999,p.415）はネット

ワークに対するマネジメントを産業、企業、関係者、単一の四つのレベルに分け、これに

対応する四つのマネジメントケイパビリティについて述べ、一つ目はネットワークビジョ

ン、即ちネットワーク全体の見方を形成し、ネットワークの進化の方向性を予測し、ネッ

トワークのチャンスを見出すためのケイパビリティ、二つ目はネットマネジメント、即ち

ネットワークにおける他の組織のリソースと行動を調整し、主に企業のネットワークにお

ける位置をマネジメントするケイパビリティ、三つ目はポートフォリオマネジメント、即

ちネットワーク全体を管理し、ネットワークパートナーをスクリーニングするケイパビリ

ティ、四つ目はリレーションマネジメント、即ち単独のパートナーとの関係をマネジメン

トするケイパビリティである。Moller and Halinen（1999,p.414）がネットワークケイ

パビリティを利用している企業はイノベーションネットワークにおける戦略的ポジショニ

ング、パートナーの選択、関係リソースの利用及びメンバーシップの管理が実現できるた

め、パートナーとの信頼関係と情報共有メカニズムを確立し、最終的に満足のいくイノベ

ーションのパフォーマンスを得ることができると述べている。 



（第 3章） 

75 

 

Hagedoorn et al（2006,pp.39-40）は社会的ネットワーク理論から、中心性の戦略的

ネットワークケイパビリティと、効率ベースの戦略的ネットワークケイパビリティの二種

類の重要な戦略的ネットワークケイパビリティについて述べた。その中で、中心性の戦略

的ネットワークケイパビリティと企業の戦略的ネットワークポジションの関係に基づいて、

企業がそれを利用し有利なネットワークポジションを獲得し、様々な有用なネットワーク

の情報やネットワークのチャンスを速やかに獲得することができるため、「技能を持つ知

的なパートナー」と呼ばれるようになり、ネットワーク利用者から更に注目を集めるよう

になったと述べている（Hagedoorn et al.,2006,pp.39-40）。また、効率ベースの戦略

的ネットワークケイパビリティは企業がネットワーク上でパートナーシップの数を最適化

し、余計なパートナーシップを回避できることを意味し、これは企業が有効的なパートナ

ーシップネットワークを構築でき、余計な契約をほとんど若しくは全く維持せずに、一種

の新しい有効的なパートナーシップを構築する能力であることを示している（Hagedoorn 

et al，2006, pp.41-42）。Hagedoorn et al（2006,p.50）はネットワークの態勢とネ

ットワークの効率面から分析を行い、ネットワークケイパビリティは企業が豊富な情報を

得られるようにするだけではなく、企業の名声と企業がかかわる共同活動のレベルを高め、

企業のパートナー選択に有利に働き、イノベーションのパフォーマンスの向上に効果があ

ると述べている。 

Mort et al.(2006,p.549）はネットワーキングアビリティは一種のダイナミクスケイ

パビリティであり、企業がこのネットワーク内で一連の目的がある方法を開発するもので

もあり、新しいリソースの配置を形成し、企業の整理統合、再調整、リソースグループの

獲得と解放をするケイパビリティでもあると主張した。これはハイテク企業若しくは技術

力が低い企業の成長において重要な効果を発揮し、設立して間もない会社がリソース・ボ

トルネックを克服し、国際市場に参入するための鍵となる要素ではないかと考えられる。 

2006 年に、Walter et.al.(2006,pp.546-548）もネットワークケイパビリティの枠組

みを構築し、それぞれ連携調整：連携活動に対して企業が持つ枠組み、リレーション・ス

キル：連携相手との関係の管理、パートナーナレッジ：連携相手に対する組織化、体系化

された情報、インターナル・コミュニケーション：内部での情報伝達と定義した。また、
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他の研究者も色々な角度で企業のネットワークケイパビリティの内容を分析した。例えば、

信頼性、善意、誠実、オープンな組織文化、リレーション及び紐帯の合理性、均衡性、起

業家精神で様々な角度でネットワークケイパビリティを捉えた。 Anser et al.

（2020,p.439）は柔軟な組織構造の構築とネットワークケイパビリティの関係を述べ、

ネットワークケイパビリティは、企業が外部における機会を見つけて活用する理由と方法

であり、統合と相乗効果を通じて、マネージャーが組織の競争力を強化し、柔軟な組織構

造を開発するのに役立つ。Partanen et al.（2020,p.1）は中小規模の製造業企業を研

究対象とし、サプライチェーンの短期的な改善と長期的な開発のメリットを享受したいマ

ネージャーは、ネットワークケイパビリティの開発または投資が必要と述べた。こういう

ネットワークケイパビリティは優れた関係スキル、例えば良好な人間関係や共同の問題解

決、企業間調整、例えば定期的な話し合い、およびコミュニケーションスキル、例えば定

期的な会議や非公式の連絡が含まれるだろう。こういったネットワークケイパビリティは、

財務パフォーマンスの低下を改善することが示され、連携相手との対立や緊張に対処する

のにも役立つと考えられる。 

ネットワークケイパビリティの構成概念の開拓は、アライアンスケイパビリティと関

係ケイパビリティをベースにしている（Lorenzoni and Lipparini,1999,p.318）。こ

れは、企業の競争環境のネットワーク化に伴って取り上げられ、発展してきたものである。

企業のネットワークそのものの構造、形式と種類の多様性及びネットワークの進化の動態

性が原因で、国内外の学者のネットワークケイパビリティに対する認識と定義はまだ一致

していない。 

2-2 RBV 理論とネットワークケイパビリティ 

Grant（1991,p.115）が RBV 理論に対し、「リソース」と「能力」の概念に対して解釈

を与え、リソースは企業が有し、もしくはコントロールする利用可能な要素の静的なもの

であり、有形資産、無形資産と人員ベース（Personnel-based）のリソースを含むと述

べ、それに対して能力は、企業組織がさまざまなリソースを利用して任務を遂行するルー

ティン、プロセス、活動方式であり、ここから能力は RBV 理論におけるもう一つの研究の
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分岐となる。 

したがって、RBV の理論に基づいて、ネットワークリソースは企業の外部ネットワーク

に存在し、企業の戦略的行為と意志決定に重要な影響を与えるリソースを指す

（Gulati,1999,p.397）。 

Barney（1991,pp.105-106）は、異質で移転困難な経営資源が全て競争優位性に結び

つくわけではなく、さらに価値性、希少性、模倣困難、代替困難の特性を有する必要があ

る。 

藤田（2004,p.76）によれば、これらの特性のうち、価値があるという特性は、戦略の

策定あるいは遂行にとって有意味であり、あるいは市場に存在する機会を実現するために

必要不可欠である。ネットワークケイパビリティは企業が外部機会を探索し、リスクを回

避し、研究開発資産の蓄積を加速させ、共同学習の恩恵を受け、新製品の開発速度を加速

させると考えられ、そして、ネットワークケイパビリティは通常、希少であり、どこから

でも購入が難しく、自社で形成されるのも難しいであろう。そのうえ、異なる企業が同じ

ネットワークケイパビリティを有していることは少ないといってもよいだろう。また、リ

ソースと能力に価値があり、希少であっても、それらが模倣できるものであれば、依然と

して持続的に競争優位を築くことは難しいと考えられる。RBV に関するいくつかの研究は

模倣しにくいリソースと能力、または部分的に模倣しにくい要素に焦点を当てている。

Lippman and Rumelt（1982）が主張しているように、リソースと能力の模倣が難しい主

な理由はそれらと競争優位間のリンクに関係している。知識共有の無形性、もしくは複雑

性の理由で、ネットワークケイパビリティは通常模倣しにくく、組織間ネットワークケイ

パビリティを開発するプロセスは競争相手が発見しにくいルーティンに組み込まれている

ため、隠蔽性、粘着性、複雑性などの特徴により、ネットワークケイパビリティは簡単に

移転、複製、リバースエンジニアリングされにくいと考えられる。 

Walter et al.（2006,p.546）はネットワークケイパビリティ論争の中で特に RBV 理

論の貢献を認めていることを強調し、ネットワークケイパビリティはリソース依存の特徴
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も持っていると主張する。Ritter（1999,p.468）、Ritter and Gemunden（2003,p.746）

はネットワークケイパビリティを研究する時にリソースの役割を特に強調している。

Ritter and Gemunden（2003,p.746）は「資質」リソースを専門家資質と社会的資質に

区別し、専門家資質は技術技能、経済技能と法律技能を含み、技術技能はパートナーの技

術活動及びニーズを理解するために重要であり、経済技能は投資と取引価格の決定をし、

法律技能は契約を結ぶことに関係があると主張する。正式な契約の際にパートナーと意見

が一致しない場合、このような技能は特に重要であろう。また、社会的資質は個人が社会

制度において自主的に、慎重にかつ有用的な行為ができる程度である。これはネットワー

ク内の個人間の相互作用に起因しコミュニケーション能力、情緒の安定性、自己反省、公

平感、協力意欲などの内容が含まれる（Ritter and Gemunden,2003,p.746）。 

ネットワーク活動に必要なネットワークリソースは、メンバーの情報、知識、人員、

その他のリソースを含み、これらのリソースはネットワーク活動とネットワークケイパビ

リティとを理解するために重要であり、これらのリソースを集め、一定のメカニズムに基

づいて統合させてはじめて、ネットワークケイパビリティとして体現されると考えられる。

ネットワークケイパビリティは育成から役割を果たすまでの過程における各段階において、

一定の人、財、物、情報、知識などの形式のネットリソースのサポートはかかせないだろ

う。 

Teece などの学者は、RBV 理論に対する研究に基づいて、ダイナミックケイパビリティ

の概念について言及した。ダイナミックケイパビリティとは技能、リソースを確立し、統

合し、再配置して急速な環境変動に適応する能力であり（Teece et al,1997,p.510）、

ネットワークケイパビリティがネットワークの変化に伴って絶えず調整または変化してい

くと考えられ、ネットワークメンバーの絶え間ない流出と流出が原因であろう。 

3 ネットワークケイパビリティの仕組み  

本研究は、先行研究を踏まえた上で、ネットワークケイパビリティの概念を整理し、

本研究が取り扱うネットワークケイパビリティは以下のようになる。 
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3-1 ビジョンケイパビリティ 

一つ目は、ビジョンケイパビリティである。ビジョンケイパビリティは、ネットワー

クに対して戦略的な見解を体現したものと考えられる。企業がネットワークの態勢、ネッ

トワーク環境、ネットワーク機会とリスクに対する評価に基づいて、企業内部リソースと

組み合わせて、未来のネットワークを計画し、改善する能力と考えられる。企業がネット

ワークの進化と企業自身の発展の視点からネットワーク計画を行い、ネットワークの変革

の見通す能力を提供していると考えられる。企業は、ネットワークの発展に対し、対策を

迅速に作成し調整を行い、ネットワークのロックイン効果を低減し、最適な効果を期待で

きると見受けられる。 

具体的には、ビジョンケイパビリティとは、ネットワーク変革とその動向を予測する

能力であり、ネットワークの機会とリスクを識別し、ネットワーク活動の目標を明確にす

る能力であると考えられ、企業は、ネットワークから何を目的とし、どのように達成する

のかを評価する能力でもあると考えられる。それに基づいて、ネットワークにおいてふさ

わしい行動を策定し、適切なモードを選択して特に独特で互いに異質なリソースを提供で

きるパートナーとアライアンスを組む。そして、適時にネットワーク環境に入り、もしく

は脱離し、ネットワークのロックイン効果を回避できるだろう。 

ビジョンケイパビリティは、ネットワーク全体に対する俯瞰的な視点からマネジメン

トする能力であり、ビジョン企業がネットワーク環境の今と将来に対する理解や展望のこ

とを指し、ネットワークに埋め込まれたチャンスを認識するためのケイパビリティである

と考えられる。本研究では、Moller and Halinen（1999）をはじとする先行研究に基づ

き、既存ネットワークに対する把握、ネットワークの未来の発展に対する予測、そしてそ

の中に戦略的機会を特定するというケイパビリティであるとまとめる。 

ビジョンケイパビリティはネットワークを構想できる戦略的なケイパビリティであり、

ネ ッ ト ワ ー ク プ ラ ン ニ ン グ ケ イ パ ビ リ テ ィ と も 考 え ら れ る （ Hagedoorn et 

al.,2006,p.41）。このケイパビリティはネットワーク活動の全体性の思考を重んじ、主
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要な挑戦はネットワーク機会を有効に識別、評価することにあると考えられる。Moller 

and Halinen（1999,p.417）は、ビジョンケイパビリティはネットワークの現状を知り

尽くし、ネットワークの潜在的な進化トレンドを予測するケイパビリティで、組織の基本

的な能力であると指摘し、このケイパビリティがなければ、ネットワークに埋められたバ

リューの感知ができなくなると述べている。 

Ritter and Gemunden（2003,p.747）によると、ネットワーク活動の実施は企業内部

分析、つまり、ネットワーク内部分析及びネットワーク外部環境分析を行う必要があり、

これらの分析が企業内部リソースへの理解とネットワークメンバー予期貢献の把握に有益

である。 

オープンイノベーションの下で、企業は外部関係者と様々な、強いまたは弱い紐帯を

築くことにより、動的でオープンなネットワークを形成し、イノベーションはもともと単

独で企業内部で行われていたものから、ネットワークで実施されるように変わった。ネッ

トワークメンバーは、浸透性がある境界を越えて外部のメンバーから様々な有用な情報、

知識、アイディアなどを取得し、自身の知識や情報などをネットワークに伝達し、ネット

ワークメンバーが共有することで、知識の共同創造を実現する。これにより、イノベーシ

ョンのパフォーマンスは企業自身のイノベーションケイパビリティによって決定されなく

なる。ネットワークメンバーの資質、ネットワーク構造、企業とネットワークメンバーと

の関係などの要素に依存している。こういうケイパビリティは、企業がネットワーク環境

とその変革をよく予見し、新しいネットワーク機会を把握し、ネットワークの将来の発展

を合理的に計画できることが重要と考えられる。 

前で述べたように、ビジョンケイパビリティの一つの点は、ネットワーク環境分析を

分析することであると見受けられる。ビジョンケイパビリティによって、企業はネットワ

ーク内外の環境の分析をよく行い、ネットワークを構築または脱離するタイミングを適切

に選択できるはずである。また、潜在的なネットワークメンバーの能力とポテンシャルの

分析を効果的に行うことによって、イノベーションネットワークを組み込むかそれとも除

外するかを決定し、ネットワークメンバー構造の合理性とネットワークの有効性を保つこ
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とができると考えられる。ビジョンケイパビリティが強いほど、企業は自分の置かれてい

るネットワーク環境に対する理解の能力が強くなると見受けられる。さらに、企業はネッ

トワーク環境の現状の分析を行う能力が強くなり、その変革傾向を予測し、自らの実力と

優位性を結び付けて相応のネットワークビジョン計画を策定することで、効果的なネット

ワークの構築に役立つことができるはずである。そして将来のネットワーク環境とネット

ワーク自身の発展態勢に基づき、ダイナミックな調整の最適化を行うことが可能となるだ

ろう。 

ビジョンケイパビリティは企業が豊富なネットワーク内外関連情報を獲得するのに役

立ち、ネットワーク環境情報の収集・処理・分析を通じて、企業は産業と技術発展などの

態勢（Zaheer et al.,2005,p.822）を理解できる。 

また、ビジョンケイパビリティは、イノベーション能力の剛性を克服するのに役立つ

と考えられる。オープンイノベーションの下でのイノベーション剛性とは、ネットワーク

の境界が固まってきて、メンバー構成の関係構造が「ロック」されると、ネットワーク構

造は変化しにくくなり、それによって、冗長な関係が蓄積され、潜在力のあるネットワー

ク外部メンバーがネットワーク内部に入りにくくなり、外部の有用な機会と情報もネット

ワークに捕捉されにくくなると考えられる。これによってリソースがロックされ、ネット

ワークにおけるイノベーションが無力な状態に陥ることになってしまうと考えられる。ビ

ジョンケイパビリティは強ければ、ネットワークの発展状況を判断し、ネットメンバーの

構成と関係の最適な組み合わせを実現するのに役立つため、ネットワークにおけるイノベ

ーションの無力な現象を克服し、ネットワークイノベーションの能力と活力を維持するの

に役立つだろう。 

ネットワークの文脈において、ビジョンケイパビリティは、企業がネットワーク内外

の環境に対する分析に基づいたネットワークのチャンスとリスクに対する感知の能力であ

り、その上、ネットワーク環境の進化状況に合わせ、相応しい戦略計を策定する能力であ

ると考えられる。それで、ビジョンケイパビリティというのは、すなわちネットワークプ

ランニング能力であり、この能力が強ければ、企業がより豊かなネットワーク内外の情報
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を獲得できると考えられる。ネットワーク環境情報の収集、処理と分析を通じて、企業が

産業と技術発展などの態勢を判断し、それによりプランニングを策定し、リストを回避で

きるはずである。概して、ビジョンケイパビリティが強いほど、ネットワーク内外環境に

対する分析が明らかで、ネットワーク内外環境の把握は精確的になるはずであろう。 

要するに、ビジョンケイパビリティはオープンイノベーションネットワークの計画と

構築の合理性と有効性に役立つ。企業は、優れたネイノベーションリソースの組み合わせ

を獲得するだけでなく、タイムリーにネットワーク内外の有用な情報を獲得し、戦略的観

点からこれらの情報を体系的に分析し、評価できる。同時に、ビジョンケイパビリティは、

ネットワークにおけるイノベーションの剛性を克服し、イノベーションネットワークの優

位性を持続的に維持するのにも役立つ。特に市場変動が激しく、製品サイクルが短く、競

争が激しい条件の下では、この能力は企業のイノベーションに役立つ。そのため、ビジョ

ンケイパビリティを発展させることはオープンイノベーション企業にとって特に必要であ

る。しかし、この能力は天然に形成されたものではなく、企業家精神と様々な内部組織の

長期にわたる投資の結果である。 

ネットワークをより良くコントロールし、ネットワークにおける機会（ Moller and 

Halinen,1999,p.423）を識別して利用するためには、企業家精神、組織文化、情報技術

などの面から着手し、企業家のイノベーション精神とその優れたネットワーク認識と構想

能力を育成し、ネットワークのイノベーションに役立つ組織文化を形成し、高度な情報技

術を利用して、企業がネットワークにおける情報の発信と応答能力を高める必要があると

本研究は考えている。 

企業家精神に対しては、まず、企業家精神は、特殊技能と思考の集まりであると考え

られる。その特徴として、イノベーション志向の重要性が唱えられる。 Schumpeter

（1942，pp.82-83）は、企業家が従事する仕事は、持続的な経済発展のためには絶えず

新たなイノベーションで「創造的破壊（creative destruction）」を行うことであると

指摘し、企業家精神の本質と特徴を強調した。Drucker（1985，p.27）は Schumpeter の

考えを継承し、イノベーションは企業家の特定の道具であり、それは体系として表現でき、
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学ぶことができ、実践することができると論じた。また、企業家精神では、イノベーショ

ンに積極的、リスク選好的（久保，2005，p.76）という特徴があるが、Drucker（1985，

p.36）によれば、企業家精神が「リスキー」なのは、企業家は自分が何をすべきかとそ

の方法論を知らず、基本なルールに反しているためだからである。イノベーションに成功

するか、イノベーションに失敗するか、冒険を甘んじてリスクを引き受ける度胸がなけれ

ば、真の企業家にはなれないだろう。芦澤（2015，p.7）によれば、Drucker の主張では、

起業家精神にリスクが伴っているが、企業家は意識的に努力し、方法論を把握して企業に

おいて体系化した企業家精神を実現することが重要である。その原因としては、企業家精

神を実践する際に伴うリスクを解消するためであろう。オープンイノベーションの下、ネ

ットワークに対するビジョンは、イノベーション、協力、冒険などを特徴とする企業家精

神の能力反映である（Harris and Wheeler,2005）。果敢な意思決定と責任を担う企業

家精神を育成してこそ、オープンイノベーションのパラダイムの技術と経済的価値を明確

にするはずである。そして、絶えずイノベーションのネットワーク化を模索し、ネットワ

ークを構築する最適なタイミングを選び、イノベーションネットワークに参加した後の

様々な機会を開発し、活用することが可能となるであろう。 

Mort and Weerawardena（2006,p.571）は、組織ビジョンケイパビリティの構築には、

企業家自らが参加し、積極的に開発・育成し、多大な努力を払って長期的な実施によって

実現する必要があると指摘し、企業家の行動にはインターネットの機会発見、評価、活用

などが含まれていると考えられ、イノベーション意識のある企業家は常に知識を用いて市

場機会を発掘し、組織の柔軟性と外向性を重視していると指摘している。こうやって、ネ

ットワークの集団的な力を上手に利用して、ネットワーク環境の変化に迅速に対応できる

だろう。企業家は潜在的なパートナーを絶えず探し、正式または非正式な連絡を確立する

ことができ、企業内部の技術開発と外部ネットワークイノベーションとの間のバランスを

確保できる。企業の高いパフォーマンスをもたらした企業家は、潜在的なメンバーが持つ

知識を識別して活用するために、組織間のイノベーションネットワークを計画する能力も

持っていることが想定できる。 

効果的なネットワークを構築するために、組織ビジョンケイパビリティは企業の累積
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の結果だけではなく、イノベーション精神を持つ企業家が意図的で体系的に開発する必要

もあり、その構築は企業家精神の推進とその能力の蓄積の結果であると考えられる。企業

家のネットワークに対する意思決定は、組織のネットワークケイパビリティの中で最もリ

スクが高い次元であろう。イノベーションの環境が絶えず変化し、イノベーションしなけ

れば淘汰されてしまう時代に、企業家はイノベーションのネットワーク化の傾向を把握で

きなければ、潜在的なネットワークのイノベーション機会とリスクを知覚できないだろう。

さらに、潜在的な価値のあるパートナーを発見・識別できず、既存のイノベーションネッ

トワーク構造、イノベーション環境を前向きに見直すことができないと、企業のビジョン

ケイパビリティを弱め、企業のネットワーク計画の有効性に影響を与えるだろう。このよ 

うに、ビジョンケイパビリティの構築過程において、企業家のイノベーション精神は

特に重要であり、このような精神の中で、Schumpeter が提唱した企業家精神の内的要素

に加えて、企業のイノベーションと発展の目標を達成するために粘り強くチャンスを求め

て捉える執着心も含まれなければならない。「創造的破壊」には、不確実性が満ちている。

特に、オープンイノベーションのパラダイムおいて、成功した企業家になるためには、不

確実な環境を直面し、イノベーション意識とネットワーク意識を強化しなければならない

だろう。 

そして、ネットワークビジョン計画は戦略計画であり、ビジョンケイパビリティはネ

ットワークに基づく組織の戦略能力であり、この能力の構築は一定の文化の強力な支持に

依存している。したがって、ビジョンケイパビリティの構築については、組織文化の影響

を十分に考慮して、既存の企業文化構造を適度に調整し、ネットワーク化を推進し適応で

きるようにしなければならない。オープンイノベーションの下では、ある企業は優れた知

識を持っているかもしれないが、すべての優れた知識を持っているわけではない。それら

はネットワーク全体に分散しており、オープンイノベーション企業は他の利害関係者と

様々な、あるいは強いか弱いか、あるいは正式か非公式かの関係を築き、互いに影響を及

ぼし合い、共同イノベーションと技術の商業化を実施している。例えば、企業と大学、研

究機関との関係を発展させて技術的または商業的潜在能力の探求を行い、サプライヤーと

顧客と関係を構築して新しい技術または新しいビジネスモデルに基づいた製品またはサー
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ビスを開発し、業界における企業と協力して相互学習・共同イノベーション・価値獲得を

図る。このようなオープンイノベーションの効果はネットワークリソースとそのイノベー

ション能力に依存しており、このように、企業とイノベーションパートナーとの間は本来

の単純な売買関係、競争関係から協力、共生関係に発展してきた。そのため、企業は自ら

の戦略を見直し、企業の外部パートナーシップの育成と発展に努め、利害関係者である既

存または潜在的なネットワークメンバーを大切にし、その理念を企業内外に示して企業文

化の一つにする必要があるはずである。このように、企業のオープンかつ協力的文化は、

イノベーション活動のネットワーク化によって拡大され、企業内部から外部の既存および

潜在的な利害関係者にまで拡大される。同時に、協力の要素が豊かになり、尊重から信頼、

友好から依存、最終的にはネットワークメンバーとの共同成長を実現する。オープンイノ

ベーションのプロセスはネットワーク関係の構築、維持、再構築のプロセスと考えられ、

企業とネットワークイノベーションメンバーの関係の推進に伴い、企業は外部の有用な情

報を十分に獲得できる。より有利なイノベーション機会を発見しやすくし、ネットワーク

環境分析の質とネットワーク計画の目的性と有効性を高めるはずである。そのため、ビジ

ョンケイパビリティの構築の過程において、企業は自身の利益とネットワークメンバーの

利益を平等にしなければならない。ネットワークメンバーを尊重し信頼してこそ、組織間

のコミュニケーションを強化し、ネットワークメンバーとの協力関係を発展させるはずで

ある。なので、ネットワークメンバーに必要なネットワーク活動に参加する便利な条件を

提供し、様々な利害関係者を大切にする必要がある。 

オープンイノベーションの下で、イノベーションはネットワークイノベーション方式

にトランスフォームされ、企業はイノベーション戦略の調整とネットワーク環境の変革を

見直さなければならない。ネットワークイノベーションのメンバーとの関係を最適化し、

新しいネットワークに埋め込み、あるいは既存のイノベーションネットワークを脱離する

はずである。それを実現するために、ビジョンケイパビリティを常に強化しなければなら

ないだろう。 

ビジョンケイパビリティは、企業が意図的な開発を通じて次第に蓄積してきた結果で

あり、企業の上級管理職の能力を介して形成したものでもある。変化するネットワーク環
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境の下で感知能力とネットワーク計画の有効性を維持し向上させるために、ビジョンケイ

パビリティの確立と再構築が重要だと考えられる。その基本的な前提として、オープンか

つイノベーティブな組織文化が必要であり、この文化に依存して雰囲気や共通認識、さら

には行動パターンが形成すると考えられる。企業文化の一種として、このような文化はイ

ノベーション活動の内的な原動力だと考えてよいだろう。そのため、企業は組織文化を強

化する必要があり、開放性、協力性の特徴を持つ文化を構築することが重要である。 

しかし、多くの企業はオープン化する傾向が低く、特に企業内の研究開発者はオープ

ンイノベーションに恐怖感を抱いている。外部の知識を探して評価するため、その品質、

可用性との適合度が知る由がないため、大量の取引コストが発生し、さらに、企業が外部

のパートナーのために自分の境界をオープンすると、知的財産権の保護が脅かされる可能

性がある（West and Gallagher,2006,p.329）。オープンイノベーションの実施は容易

なことではなく、イノベーションパラダイムのオープン化は企業に文化的な桎梏を突破す

る挑戦に直面し、オープンな文化を持つ企業は、イノベーション機会を発見し、イノベー

ションの効果的なルーティンを模索できる（ Keupp and Gassmann,2009,p.332）。

Ritter（1999,p.472）は、企業のビジョンケイパビリティは文化の開放性と正の相関が

あると考えている。Ritter（1999,p.472）が強調したオープンな文化は、柔軟性・自発

性・個性を強調することであり、その中で、柔軟性とは、この文化が包容性を持ち、外部

のネットワークメンバーの文化を受け入れ、その中の価値のある栄養を吸収し、自分の文

化を他のメンバーの文化に浸透させるべきであるということであり、自発性とは、強制性

に対応するものであり、人間本位の現れであり、イノベーションの失敗を認めることにあ

る。一方、個性とは、ネットワークメンバーの文化と接触しながら、自分の核心的なもの

を保ち、自分の鮮明な特性を保つことである（Ritter，1999,p.472）。こうやって、従

業員がオープンで包容的なマインドでネットワークのメンバーを自社のネットワーク計画

に自覚的に組み入れ、より広い視野とイノベーション思考でネットワークのシナリオの分

析を行い、そして彼らがそうすることに慣れさせることは、ビジョンケイパビリティの形

成にとって特に重要だと考えられる。 



（第 3章） 

87 

 

3-2 関係構築ケイパビリティ 

関係構築ケイパビリティでは、Ritter（1999,p.469）によれば、ネットワークの開始

はパートナーシップに関わる活動から始まり、ゆえにポテンシャルなパートナーを識別し、

選択することが重要であると指摘した。関係構築ケイパビリティは、ネットワーク計画を

ベースとした具体的な実施能力であり、自身のネットワークを強化することをベースとし、

潜在的なネットワークメンバーを識別、評価、選択し、ネットワーク関係とネットワーク

ポジションを決定し、有効なネットワークを形成する能力であると考えられる。組織とネ

ットワークメンバーとの接続関係を確定し、ネットワークにおける組織の有利なポジショ

ンを決定すれば、より大きなネットワーク収入を得るはずである。 

関係構築ケイパビリティは、イノベーションのネットワークを構築し、適切なパート

ナーを探索・評価・選択し、潜在的なパートナーとの直接的な関係を確立する能力である

と考えられる。オープンイノベーションにおけるネットワークメンバーは主に顧客、サプ

ライヤー、大学、外部の専門家及び科学技術仲介などがあり、企業の技術や知識、イノベ

ーションタイプ及びイノベーションプロセスタイプの違いにより、ネットワークメンバー

に対する期待又は要求も一致しないはずである。多くの潜在的なパートナーの中で、潜在

的で価値のあるパートナーを発見し、多くの潜在的なパートナーの中から好ましいものを

選ぶことができるように、企業は強いスキャン能力と識別能力を備えなければならない。

通常、パートナーの知識や技術の相互補完性は重要な参考基準とされる。 Ritter

（1999,p.469）が述べたように、ネットワークパートナーを識別して選択することは、

ネットワーク関係活動の始まりと考えることができ、潜在的なパートナーを識別し、自ら

の技術力を示し、パートナーに可能性のある協力成果を確信させることが重要であろう。

企業と一部のパートナーはすでに関係を築いているが、技術的ニーズの変化は新しい関係

の開始を可能にする。中小企業を例にとると、探索段階では、中小企業は公的研究機関や

大学とネットワークを形成する傾向がある。それは、技術が競合他社に漏れる恐れがある

からだが、応用段階では、大手企業との売買関係ネットワークに入ることで価値を創造し

ようとすることが多いと考えられる。 
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そして、メンバーの構造には、ネットワークメンバーの種類だけでなく、各種類のネ

ットワークメンバーの数も含まれる。ネットワークメンバーとの関係の構築と管理には相

応のコストがかかる。ネットワークメンバーが多すぎると、相応の管理費用が相応のイノ

ベーション利益を超えやすくなり、少ないネットワークメンバーでは最大限の相乗効果が

得られにくくなるため、潜在的なネットワークメンバーを識別して選択し、イノベーショ

ンネットワークに参加する上で、ネットワークメンバー数の全体的なバランスを保つ必要

がある。 

 

3-3 関係管理ケイパビリティ 

最後は、関係管理ケイパビリティである。最初に、Granovetter（1973,p.1361）は、

人 間 関 係 に つ い て 紐 帯 の 強 さ で そ れ を 表 す 枠 組 み を 構 築 し た 。 Granovetter

（1973,p.1361）はパートナーシップにおける強い紐帯と弱い紐帯の関係を区別した。

Rowley et al.（2000,pp.369-370）は、組織間関係における強い紐帯と弱い紐帯のタイ

プを概念化し、資本提携、合弁、共同研究開発を強い紐帯に分類し、マーケティング契約、

ライセンスを弱い紐帯に分類した。さらに、Rowley et al.（2000,p.377）はパートナ

ーとの相互作用、約束と履行、アライアンスタイプという三つの側面から組織間関係の強

さを分析した。Capldo（2007,p.585）は、Granovetter（1973）の研究に基づいて紐帯

の強さを時間次元、リソース次元、社会次元の三つの次元が含まれると主張し、関係の持

続時間、協力の頻度、協力の強さの三つの変数を用いて組織間関係の強さを表現した。弱

い紐帯と比べて、強い紐帯は往々にして組織間の関係が長期的、高度な承諾と、より緊密

な人間関係と信頼に基づくなどの特性を持っているはずであろう。その主な利点は、パー

トナーから安定した知識フロー、リソース及びサポートを提供できると考えられる。企業

が不確実性に直面している場合では特に重要な資源と考えられる。強い紐帯は知識、特に

暗黙知の移転と知的財産権の保護を確保することができる。メンバー間の繰り返した頻繁

な相互作用を通じて、強い紐帯はメンバー間の相互信頼を高めるのに役立つ。ネットワー

クメンバーの一貫した行動を促進し、さらなるコミットメントと互恵行動を促進できる。 
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しかし、Uzzi（1997）は「過度の埋め込み（overembeddedness）」の概念を打ち出し

た。Uzzi(1997,p.35)によれば、企業が同じパートナーに依存しすぎると、過度の埋め

込みが発生し、多くのパートナーと強い紐帯で結ばれると、ネットワークが外部情報に対

して閉鎖的になり、そして冗長な情報だけを利用し始め、最終的にイノベーションの無力

を引き起こす。 

その原因として、Uzzi(1997,p.59)によれば、ネットワークメンバーは強い紐帯で結

ばれた狭いサークルに閉じ込められやすく、企業がより効果的なイノベーションを行うた

めに新しいアイディアを手に入れる能力が制限され、ネットワークメンバーは多数の外部

の新しい知識ソースと接触する機会を完全に失い、そのため、ネットワークメンバーにお

いて固定した思考、行動、技術などの面でのルーティン依存が形成され、企業はパートナ

ーとの間の柔軟性が低下する傾向が見受けられる。そのため、企業が新しいトレンドを知

覚する能力を制限し、同時にネットワーク文化と構造の変革への対応能力を脅かすことに

なる可能性があると考えられる。マーケティング戦略が既存のターゲット市場に注目しす

ぎて、新興の顧客層を失うリスクも高まるであろう。 

過剰な強い紐帯がもたらした問題を克服するために、企業は周辺の弱い紐帯を増やし、

ネットワークの多様性を拡大する必要がある。企業にとって、弱い紐帯は異なるネットワ

ークと接触する機会を増やせる。より多くの新たな有用な情報への経路を提供し、それは

「過度の埋め込み」を解決する有効な対策である。弱い紐帯は限られた数の関係に閉じ込

められた障害を取り除き、多くのネットワークメンバーとの交流により、企業は柔軟性を

高める。持続的なイノベーションのニーズにより、企業は少数の強い紐帯だけに焦点を当

てるのではなく、ポテンシャルな価値のある既存または潜在的なネットワークメンバーと

様々な関係を発展させなければならない。多くの異なるタイプの弱い紐帯を作成し、育成

することで、企業は強い紐帯の優位性を享受し続けるだけでなく、リスクを回避すること

ができる。そのため、強い紐帯と弱い紐帯の二つの方式の合理的な配置は、企業がより多

くの収益をもたらすことができるだろう。 

オープンイノベーションでは、そのプロセスには技術の探索と技術の開発の両面が含
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まれており、異なるイノベーションプロセスは異なるネットワーク特性を要求していると

考えられる。技術探索プロセスの段階では、弱い紐帯を主な特徴とするネットワークを構

築する傾向がある。より広範なメンバーと弱い紐帯を築くことは、イノベーションに多く

の創造性、さらには新しい知識をもたらすことができる。技術開発の段階では、パートナ

ーとの強い紐帯を築くことが必要である。技術開発には密集した知識移転が必要であり、

強い紐帯で実現する必要がある（Dittrich and Duysters,2007,p.1498）。異なる技術

イノベーション段階では異なる紐帯タイプを利用する必要があるため、企業はその外部関

係において紐帯の強さを最適に結合し、探索と応用の間で精確なバランスを保たなければ

ならない。 

Walter et al.（2006,p.548）のネットワークケイパビリティに関する研究では、単

一アクター間の関係に重点を置かれる「リレーション・スキル」の重要性を示唆し、信頼

は知識の共有と互いに自発的な協力につながり、互いを信頼し合うと、知識と情報を自発

的に共有されると論じている。 

Moller and Halinen（1999,p.413）は、関係管理ケイパビリティは外部組織を有効的

に管理する前提であり、重要な外部関係を築き、管理及び統合する能力は企業の核心的な

能力であると論じた。その鍵は外部組織とどのような関係を維持、強化するのかという問

題にある。本研究では、関係管理ケイパビリティは、組織とネットワークメンバー間の関

係を維持・調整・最適化する能力と考え、主に以下の活動内容を含む。まずは、ネットワ

ークの雰囲気を最適化する。つまり適切なネットワーク文化を構築し、良好な協力の雰囲

気を作ること。そして、良好な組織間コミュニケーションと相互作用を通じて、互いの信

頼と協力を促進すること。最後に、組織間のコミュニケーションによって、既存の関係リ

ソースを統合し、有利なパートナー関係を強化し、将来性のないパートナーとの関係を弱

体化させ放棄するとともに、潜在的なネットワークメンバーを発展させる。 

3-4 ネットワークケイパビリティの主な影響要素 

ネットワークケイパビリティに対する影響要素については、一部の学者がこれに関連
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した研究を行った。Ritter and Gemunden（2003,p.749）は主に組織内部リソースの利

用可能性、ネットワーク志向の人的リソース管理、コミュニケーション構造及び会社文化

の開放性が組織ネットワークケイパビリティに及ぼす影響を分析した。 Mort and 

Weerawardena（2006,p.567）は、企業家の特性とネットワークリソースの再配置が、ネ

ットワークの剛性（network rigidity）を克服するのに役立つと考えている。Zigger 

and Henseler（2009,p.806）は、ネットワークの視点から、数に限りがある企業との仕

事関係を育成し、有効なネットワーク構造を構築し、長期的な協力が組織ネットワークケ

イパビリティにプラスの影響を与えると考えている。 

本研究では、組織ネットワークケイパビリティの影響要素は上述のネットワークケイ

パビリティのほかに、組織文化、組織リソース、組織ネットワークポジション及び組織ネ

ットワーク活動経験などの要素が含まれていると考えている。 

（1）組織文化 

一つ目は組織文化である。Ritter and Gemunden（2003,p.745）は組織文化の開放性

とネットワークケイパビリティが著しい正の相関関係にあるということを検証した。この

ネットワーク経済時代、競争はもう個々の企業の競争ではなく、集団同士の競争でもある

と考えられる。そのため、組織は独立して存続と発展することが困難である。バリューチ

ェーン全体の組織における材料供給、技術イノベーション、製品とサービスの生産、マー

ケティングなどの活動は、より効果的に既定のタスクと目標を達成するために、外部の利

害関係者の介入を考慮若しくは許可しなければならない（ Ritter and Gemunden，

2003,p.753）。特に技術イノベーションの分野では、閉鎖的なイノベーション戦略を実

行すると技術と環境変革のニーズに適応するのが困難になり、組織は自分の技術ひいては

全体の業務の境界を選択的にオープンし、外部のイノベーションや知識、情報を活用し、

共にウィンウィンを求めるのは重要ではないかと考えられる。 

このような戦略的選択の背景において、組織文化はオープン性、協力性、イノベーシ

ョン性などの特徴を身に着け、外部の利害関係者との協力を強化しなければならない。も
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ちろん、組織文化の形成のプロセスにおいて、企業家の役割は非常に重要である。 

（2）組織リソース 

二つ目は組織リソースである。Ritter and Gemunden（2003,p.746）は、組織ネット

ワークケイパビリティが存在する前提は、ある種のリソース、例えば資質、技能または知

識を備えていることと述べている。これらはネットワーク活動を遂行するために必要であ

ると考えられる。一方、Ritter（1999，ｐ.471）は、組織ネットワークケイパビリティ

の組織面の要因を分析する際、内部リソースの利用可能性は外部パートナーとの相互作用

を処理するために必要だと指摘し、例えば財的リソースは情報の獲得、パートナー企業へ

の旅行等の費用、物的リソースはコンピュータ、通信設備及び会議室等、人的リソースに

は、ネットワーク管理の任務を遂行する必要がある一定の数量と品質の労働力が含まれる

と論じている。そのほかに企業に情報サービスを提供する各種情報技術施設も含まれ、各

種リソースを集め、リソースの活用を実現することにより、ネットワーク目標の達成がよ

り可能になる（Ritter，1999，ｐ.471）。リソースと能力の関係の視点から見ると、豊

かで高品質な内部リソースは組織ネットワークケイパビリティの構築と活用に役立つと考

えられる。 

（3）ネットワークポジション 

組織がネットワークにおいて結びついている関係のタイプ、数、強度、および中心性

は、ネットワークにおいてのポジションを決定し、組織のネットワークポジションは通常、

組織がリソースを得る難易度を決めることができ、リソースの量、品質と獲得の効率を決

定している（Hagedoorn et al.,2006,p.42）。 

ネットワーク全体における組織のポジションが中心になればなるほど、重要な技術と

知識を導入し、新たな市場情報とリソースを得ることに有利になる。構造的空隙理論によ

ると、「ブリッジ」の位置を占拠したネットワーク組織は、常に他の行動者よりも迅速に

重要な情報を得ることができる。特にイノベーション活動に有益な情報と知識を選別する
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ことができる。ネットワークの中央にポジションを占める組織は、通常、他のネットワー

クメンバー同士の情報の流れに関する優位性を持つと考えられる。 

（4）ネットワーク活動経験 

四つ目はネットワーク活動経験である。組織におけるネットワークケイパビリティの

構築の過程において、もう一つ注目すべき要素はネットワーク活動経験である。この経験

は、企業が以前参加したネットワーク活動によるものである。ネットワーク計画、リレー

ションマネジメント、ポジショニング管理、及びパートナーに与えた影響に関する経験を

含む。 

Simonin（1997,p.1150）は企業がネットワークに係った経験があれば、ネットワーク

活動を管理する関連技術を向上させ、企業のパフォーマンスを向上させることが可能であ

ると主張した。前の経験から現在のネットワーク活動で活かし、積極的に関連したネット

ワーク計画と管理技能を構築して、企業はこうやってはじめて経験の潜在価値を発掘する

ことが可能になる（Kale et al.,2001,pp.463-464）。豊富なネットワーク活動経験は、

企業が潜在的なネットワークメンバーを発見し、開発する能力を高めることができる。こ

ういう経験があれば、組織は自分の知識の不足を補ってくれる相手を正確に見つけられる

ようになり、相手とネットワーク関係を構築できるように指導することができると考えら

れる。組織がネットワーク活動経験を蓄積すれば、ネットワーク活動の管理に関するスキ

ルを向上させ、ネットワークや組織のパフォーマンスを向上させるのに役に立つだろう。 

4 クローズドイノベーションとオープンイノベーションにおけるネットワーク

ケイパビリティの比較 

4-1 クローズドイノベーションにおけるネットワークケイパビリティ 

第 二 次 世 界 大 戦 前 後 の 一 時 期 、 技 術 イ ノ ベ ー シ ョ ン は 基 本 的 に Chesbrough

（2003a,p.21）が述べたクローズドモデルを採用していた。クローズドイノベーション
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における技術イノベーション活動は完全に組織の内部で行われる。企業は最高の研究開発

者とエンジニアを雇用して技術イノベーションを行い、自分の技術イノベーションの成果

を保護し、企業内の人々は自ら技術の応用機会を発見し、企業内で製品の生産を行い、迅

速に市場に投入すべきという原則に従う（Chesbrough,2003a,p.38）。 

クローズドイノベーションのパラダイムにおいて、技術イノベーション活動は完全に

組織内で行われる。そのため、クローズドイノベーションにおける組織ネットワークはい

わゆるイノベーションネットワークではなく、組織の特定の任務や目標を実現させるため

に必要なサプライヤーネットワーク、生産ネットワーク、マーケティングネットワークと

考えられる。もしくは組織内のイノベーション活動に関わる部門と人員で構成される組織

内部のイノベーションサブネットワークであろう。 

クローズドイノベーションにおける組織間ネットワークの主な特徴は、企業のバリュ

ーチェーンの中後部に位置していると考えられる。つまり、マーケティングネットワーク、

サプライヤーネットワーク及び代行メーカーネットワークを含み、技術イノベーション分

野には関係がなく、技術イノベーション活動は完全に企業内部で閉鎖的に行われている。 

そして、ネットワークメンバーは主にサプライヤー、顧客（ディーラーと一部の消費

者を含む）等である。そのため、ネットワークは通常閉鎖的であり、組織はいったんネッ

トワークメンバーを決定すると、その後の取引関係は一般的に固定される傾向が見受けら

れる。 

クローズドイノベーションにおいて、組織内部が必要な知識はバリューチェーンに沿

って顧客、代行メーカー、サプライヤー及びその他のメンバー間に流れる。このような知

識の流れは代行メーカーとサプライヤーが提供した物品の品質と効率の改善に必要である。

顧客自身が通常これらの有用な知識を利用して製品をより良く使用したり、製品を適度に

改善したりしてイノベーションを起こすと考えられる。企業も自分の代行メーカーに関連

する生産知識を選択的に流出させることが可能である。それによって、代行メーカーは製

品の生産効率と品質を保証し、企業のブランドと製品の評判を守ることができるであろう。 
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4-2 オープンイノベーションにおけるネットワークケイパビリティ 

オープンイノベーションは、外部のイノベーション、技術または知識が企業内部に流

入することを示唆している。また、内部のアイディ、技術や知識が外部に流出することで、

より良いリソース配置の方法を実現することも可能である（Chesbrough,2004）。 

外部のアイディアが流入し、企業の既存の業務に価値を創造する場合、または内部の

アイディアが外部のルートを通じて市場または企業の既存の業務以外に流れていく場合、

企業が他の組織に強く依存していることを想定できる。 

そして、市場に新しい技術をもたらすために、他の組織のサポートが必要であり、オ

ープンイノベーション戦略を実施する組織は様々なネットワークを巻き込み、対外ネット

ワークの有効的なマネジメントを強調すべきであろう。 

オープンイノベーションにおけるネットワークはオープン的なであり、製品開発と商

業化のルートは多元化している。アイディア、情報、知識または技術もネットワークメン

バーを介してネットワーク内部に入れることができ、他のネットワークメンバーによって

識別、獲得、利用されていると考えられる。 

オープンイノベーションにおけるネットワークは多種多様なイノベーション主体が関

与し、イノベーションリソースが流通するダイナミックな体系であると考えられる。ネッ

トワークメンバーの間の連携はネットワーク内部に止まらず、ネットワークメンバーはい

つも発展し変化しているだろう。外部のメンバーが絶えずにネットワークに取り込まれ、

それと同時に、元々ネットワークにある一部のメンバーは使命の完成、連携のジレンマ、

効果の欠如などの原因でネットワークから離れる可能性も見受けられる。 

これにより、新と旧の交換が行われつつある。それに、ネットワークのイノベーショ

ン能力と活力を保つために、企業とネットワークメンバーとの関係もネットワークのシナ

リオ自社戦略の調整とともに常に変化していると考えられる。 
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同時に、ネットワークが発展する過程に、ネットワークで流通する生産要素及び知識、

情報なども常に更新し、企業はパートナー、コラボレーションの規模とレベルを最適化し、

競争をしながらも協力し合うネットワークストラクチャーを構築できるであろう。したが

って、クローズドイノベーションの下の組織間ネットワークと比べ、オープンイノベーシ

ョンネットワークはよりダイナミックな特徴を持っていると考えられる。 

オープンイノベーションは技術イノベーションに基づいたビジネスモデル全体のイノ

ベーションであると考えられる。アイディアの形成、基礎研究、応用研究、技術開発、ト

ライアル、生産、商品化など一連の価値活動を含むプロセスである。したがって、ネット

ワークメンバーの種類が明らかに増加し、一般的にネットワークメンバーが顧客、販売業

者、サプライヤー、競争相手、技術仲介、外部専門家、などを含むはずであろう。そのた

め、企業は各種メンバーと強なり、弱りの組織間の紐帯を構築することが可能となる。 

そして、オープンイノベーションを実施する企業はネットワークの焦点に位置付けら

れ、周りに大量なイノベーション、ビジネス関与者が集まり、企業はネットワークメンバ

ーの間に強なり、弱なり、フォーマルなり、インフォーマルなり、大量な弱い紐帯を持っ

ている。Hansen（1999,p.82）によれば、関係強度はメンバー間の情報伝達の質、類型、

イノベーションモデルに直接に影響している。強い紐帯の場合、情報のリサーチャーが新

しく学んだ知識をより理解、活用できる。強い紐帯から生まれた信頼関係が高いほど知識

の伝達と研究開発がスムーズになり、より多くの情報が共有され、企業イノベーションを

強く促進できると考えられる。 

弱い紐帯の利点は情報の冗長とコストが低いところにあり、探索的イノベーションに

豊富な異質情報と知識を提供すると同時に、その関係を構築、維持、放棄するコストは強

い紐帯の関係より低いと考えられる。 

オープンイノベーションのパラダイムでは、企業の主な目的は技術突破とイノベーシ

ョンの持続性を推進することである。より新鮮かつ異質的な知識を獲得するために、企業

は大量の弱い紐帯の関係を持っているのは自然なことと考えられる。 
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一方、どうしても必要な技術を開発しなければならない場合、企業は内部で相応な技

術を開発するべきである。実はオープンイノベーションを提唱する Chesbrough はクロー

ズドイノベーションを完全に否定するわけではない。彼は、完全なオープンイノベーショ

ンと完全なクローズドイノベーションはどちらも望ましくなく、オープンイノベーション

は内部イノベーションの補完であり、代替品ではないと主張した。 

したがって、一つの企業に二種のネットワークが同時に存在するかもしれない。つま

り、クローズドイノベーションのネットワークとオープンイノベーションのネットワーク

が存在するはずである。それによって、複雑な二次元ネットワークモードが形成される。

クローズドネットワークの有効性を保証しながら、オープンイノベーションネットワーク

のポジションを引き出し、それを実現するために、二種類のネットワークに対し、それぞ

れマネジメントする必要があるだろう。 

4-3 二つのイノベーションが要求するネットワークケイパビリティの比較 

ネットワークケイパビリティに関する早期的な研究はクローズドイノベーションのパ

ラダイムに集中していて、オープンイノベーションのパラダイムに対するネットワークケ

イパビリティの研究はいまだに欠けていると考えられる。しかし、オープンイノベーショ

ン戦略を実践する企業は外部のイノベーションリソースをリサーチし、共同創造を行う過

程で、必然的にまずネットワークを形成するはずである。 

企業にとって、潜在的なパートナーを発見、識別、評価し、有効なネットワークを構

築することで、自らを情報交流と機会発見の有利な立場に置くことが望ましいだろう。組

織のネットワークケイパビリティはオープンイノベーション戦略の実施にますます重要な

役割を果たし、イノベーションパフォーマンスをあげることにも、直接なり、間接なりの

重要役割を果たしている（Ritter and Gemunden,2004,p.753）。 

既存のクローズドイノベーションとオープンイノベーションの二つのモデルの区分及

びネットワークケイパビリティの影響の分析を通じて、二つのモデルのネットワークケイ
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パビリティにある程度の共通点が存在することがわかる。例えば、リソース依存性、ダイ

ナミック性、整合性など。しかし、企業戦略とネットワークシナリオの差異により、両者

の間に違う点が多数存在している。 

（1）市場志向と技術志向の差異 

まず、クローズドイノベーション下のネットワークケイパビリティは市場志向であり、

オープンイノベーション下のネットワークケイパビリティは技術イノベーション志向であ

ると考えられる。 

企業にとって、顧客やサプライヤーとの関係をマネジメントする目的はリソースの最

適化という目標にあり、顧客の数と種類は企業の資産と考えられる。それは、企業の現在

と未来の売り上げ、コストに直接影響するゆえに、企業の利益に影響を及ぼすだろう。そ

れにより、クローズドイノベーションのネットワークケイパビリティを通じて形成したサ

プライヤーネットワークとマーケティングネットワークは顧客あるいは市場志向であると

考えられる。企業の肝心なところは供給リソース強化して製品の品質をあげることと商品

販売またはサービスの提供を推進し、市場化目標を実現することにあるだろう。 

それと比べて、オープンイノベーション企業はネットワークケイパビリティによって、

ネットワークに存在するアイディア、補完的リソースや能力及び重要な情報を集める。こ

れらのリソースを活性化し、技術のイノベーションを実現させ、あるいは技術の移転を通

じて、より有効な方法やルートでビジネス価値を実現させようと考えられる。 

そして、Vrande et al.(2009,p.432）がオープンイノベーションを追求する際の中小

企業の動機に焦点を当て調査を行う結果、知識の共同創造はオープンイノベーションのコ

アといってよいと主張した。オープンイノベーションにおいて、外部にある有用な異質知

識がネットワークメンバーの間に分散していると考えられる。これらのネットワーク知識

が一定の統合メカリズムにより、知識の共同創造を実現し、企業の競争優位性を保つこと

ができるだろう。オープンイノベーション下のネットワークケイパビリティは知識の移
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転・共有・応用の能力である。それによって、ネットワーク知識流入と流出を実現し、知

識の共同創造と商業化を促進する。一方、クローズドイノベーション下のネットワークの

重点は分業・専門化・協業の考えに基づく。外部の生産、マーケティングリソースと能力

を獲得し、自社のリソースと能力の不足を補完してより良い市場パフォーマンスを実現す

ることである。 

（2）ネットワークケイパビリティの影響要素がより複雑 

前述のように、クローズドイノベーション下のネットワークメンバーの種類は単一で、

規模が比較的に小さい。企業はネットワークメンバーの間に常に強い紐帯にあり、ネット

ワークが比較的に閉鎖的で、リレーションマネジメントも比較的に簡単である。一方、オ

ープンイノベーションのネットワークにおけるメンバー関係は、競争と協力の両面性があ

る。 

オープンイノベーションにおいて、ネットワークメンバー規模が比較的に大きく、企

業はメンバー同士との関係は複雑である。Ritter（1999，p.468）が述べたように、企

業が二次元な関係を対処するだけではなく、各種の複雑な組み合わせた関係を管理しなけ

ればならない。一方、ネットワーク自身はダイナミック的で、新メンバーが絶えずに入っ

てきて、元のメンバーも退出していく。焦点企業はメンバーとの間に、強なり、弱なりの

つながりが大量に存在し（Ritter and Gemunden,2004,p.753）、それを最適化するため

の調整をしなければならず、ネットワークマネジメントの難易度が上昇すると考えられる。 

それに、このネットワーク構成の不安定性もある程度ネットワークの組織文化と信頼

メカリズムの構築に影響し、ネットワークに基づいた共同価値観と行動基準、さらに良好

な協力とイノベーション雰囲気を形成させるのが簡単なことではないと考えられる。これ

らの要素はネットワークマネジメントとネットワークケイパビリティの構築に厳しい挑戦

をもたらすだろう。 

（3）ルート依存性の差異 
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クローズドイノベーションネットワークは、ルート依存性が高く、剛性傾向が顕著で

あり（Mort and Weerawardena，2006,p.567）、ネットワークの境界が固まりつつ、メ

ンバー構成及び企業とメンバーとの関係がロックされるかもしれない。ネットワークが剛

性状態にあれば、冗長な関係が蓄積され、ネットワークの外部メンバーが内部に入りづら

く な り 、 企 業 は 外 部 に あ る 有 用 な 機 会 と 情 報 も 捉 え に く く な る （ Mort and 

Weerawardena，2006,p.567）。そこで、ネットワークのリソースもロックされ、ネット

ワーク活動が乏しくなる状態に陥る。組織のネットワークケイパビリティはこういう状況

を改善できるかもしれない。 

しかし、クローズドイノベーションの下、企業は少量のサプライヤー、メーカーと販

売業者が強い紐帯を築き、ネットワークメンバーが比較的に固まりやすく、ネットワーク

と外部情報、知識、リソースの交換が比較的に少なく、ネットワーク開発のためのリソー

ス調達のルーティンが徐々に規範化、固定化しがちであろう。こうやって、組織は多くの

学習機会とビジネスチャンスを失うかもしれない。 

それに対して、オープンイノベーションにおいて、ネットワークにある各種の異質的

リソースのあるネットワークメンバーの数と種類がより豊富的であると考えられる。企業

がネットワークメンバーの間にフォーマルなり、インフォーマルなり、強なり、弱なりの

関係が存在する（Ritter and Gemunden,2004,p.753）。同時に、ネットワークメンバー

がまた外部の他のネットワークメンバーであるはずのため、ネットワーク外の重要な情報

と異質知識がメンバーを通じてネットワーク内部で促進され、ネットワークリソースの配

置と活用の効率をあげることができるだろう。そして、複雑な組織間関係のマネジメント

とネットワーク活動経験もある程度にネットワークケイパビリティの剛性を克服でき、有

効性を保つことができると考えられる。 

以上をまとめて、外部ネットワークとネットワークケイパビリティが競争能力と競争

優位の構築にますます重要な役割を果たしている。有効な外部ネットワーク構造は企業の

オープンイノベーションに優れたリソースを提供するなら、論理的にこう判断してもいい

だろう：ネットワークケイパビリティは外部のネットワーク構造を変えることを通じて、
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情報、知的リソースの獲得、競争優位性の獲得にポジティブな影響を与え、さらにイノベ

ーションパフォーマンスの向上に役立つ。オープンイノベーション下の組織境界のオープ

ンが全プロセスに関わる特徴がある。もし企業のバリューチェーン活動を研究開発、原材

料の購買、生産、マーケティングと四つのステップに分けたら、ネットワークケイパビリ

ティはクローズドイノベーションモード下の購買、生産とマーケティングを包括するだけ

ではなく、高付加価値の R&D 活動も含むと考えらえる。クローズドイノベーション下のネ

ットワークケイパビリティと比べ、オープンイノベーション下のネットワークケイパビリ

ティの方が、企業の価値創造により大きく、広い影響を与えるはずであろう。 

既存の研究は、一般的にネットワークやイノベーションネットワークの視点からネッ

トワークケイパビリティを分析しているが、オープンイノベーションの視点から行ったネ

ットワークケイパビリティに関する研究の成果は少ないと考えられる。既存研究は主にオ

ープンイノベーションとネットワーク及び一般的なケイパビリティに関する基本的な探索

である。 

オープンイノベーションの場合では、イノベーションは一つの組織の内部ではなく、

ネットワークの中で行われるので、イノベーションの効果は企業自身の能力ではなく、ネ

ットワークに決められていると考えられる（Ritter and Gemunden,2004,p.753）。その

ため、組織のネットワークケイパビリティはオープンイノベーションに積極的な影響を与

えると考えられる。 

学者たちはオープンイノベーションの研究において、主に知的能力、技術的能力、学

習能力、吸収能力などについて言及した。そのうち、West and Gallagher（2006,p.328）

はオープンイノベーションに対して技術的能力の重要性を強調し、企業はこの能力を利用

して IP を取得し、企業内外で商業化することで利益を得ることができると述べている。

それに対して、Dittrich and Duysters（2007,p.512）はネットワークメンバーの発見

能力と戦略機会に対する把握能力は極めて重要だと述べている。 

知的能力の獲得に関しては、Zahra et al.（2006,p.917）によると、企業は様々なレ
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ベルの動的学習を通してこの能力を伸ばすべきだと述べている。知識フローに関しては、

West and Gallagher（2006,pp.320-321）によれば、インバウンド型（inbound）オー

プンイノベーションを実施している企業は高い知識のスキャニング能力と吸収能力を有し

ており、それに対して、アウトバウンド型（outbound）オープンイノベーションを実施

する場合は脱離力がとくに重要になる。実際に双方向プロセスのオープンイノベーション

は企業に対して更に高い知的能力を求めた。 

オープンイノベーションにおけるネットワークは一種の動的で、開放的なネットワー

ク構造であると見ることができる。ネットワークの開放性、イノベーション要素の自由な

流れは企業が各種の有用なリソースを活用し、その活用効率を向上させ、協力して新しい

知識を創り出し、相互学習（Brown and Hagel,2006,p.42）するのに役立つ。このこと

からわかるように、オープンイノベーションによって形成されたネットワークは一般的な

組織ネットワークとは異なり、ネットワークメンバー及びメンバー関係が絶えず調整と変

化を繰り返している。このようなネットワーク特性がイノベーションの要素の自由な流動

を促進し、要素の利用効率を向上させているが、それと同時に、オープンイノベーション

企業に新たな挑戦をもたらしている。 

しかし、ネットワークケイパビリティとオープンイノベーションに関する研究は多い

とは言えない。例えば、オープンイノベーションに対する先行研究のレビューでは、真

鍋・安本（2010）が代表的であるが、ネットワーク理論の角度でオープンイノベーショ

ンを分析することには言及しなかった。欧米では、ネットワークケイパビリティに対する

研究が 1990 年前後から始まり、2005 年前後に盛んに行われたが、それをオープンイノベ

ーションと結合した研究は多くはない。Walter et al.（2006,pp.557-558）は、スピ

ン・オフ企業のパフォーマンスはネットワークケイパビリティによって影響され、ネット

ワークケイパビリティを持つ多数の企業が、外部資源の獲得や、安定したパートナーシッ

プを構築できる傾向があると指摘した。また、小西等（2016,ｐ.320）の研究は Walter 

et al.（2006）がネットワークケイパビリティに対する解釈に基づき、産学連携活動に

おいてネットワークケイパビリティが高いほど、企業のパフォーマンスが高いという結果

を提示した。スピン・オフと産学連携は、オープンイノベーションの形式の一種だと、多
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くの研究者に認められている（真鍋・安本,2010,p.27）。したがって、ネットワークケ

イパビリティは、企業が外部から資源を獲得する能力に影響し、それによって企業のオー

プンイノベーションのパフォーマンスを影響に与えると考えられる。 

5 小括 

本章では、ネットワークケイパビリティに関する研究について、組織のネットワーク

化、ネットワークケイパビリティの概念と変遷、ネットワークケイパビリティの仕組み、

オープンイノベーションとクローズドイノベーションにおけるネットワークケイパビリテ

ィの比較に分けて先行研究を整理した。組織間ネットワーク（ inter-organizational 

network）について、数多くの実証研究は経済的パフォーマンスがネットワーク形成の最

も主要な原動力であると示しており、自己生成（emergent）と構築（engineered）の 2

種類の形成方法（Doz et al,2000）があり、新しい知識の誕生とメンバー間の知識移転

を促進し、学習のリスクを低減する。 

オープンイノベーション企業と各種パートナー、特に大学や研究機関（Perkmann and 

Walsh,2007,p.274）、サプライヤーおよびユーザーが協力関係のネットワークを構築す

ることを求められている。 

Ritter and Gemunden（2003,753）によれば、効果的なネットワークを確立し維持す

ることは、イノベーションの成功の鍵であり、企業がネットワークケイパビリティを利用

して衝突を回避し、情報とポテンシャルの優位性を得ることができる。 

Granovetter（1973，p.1361）はネットワークメンバー間の関係について、互恵の実

現を目的としたネットワークにおいては、強い紐帯が存在すると論じ、弱い紐帯と比較す

ると、強い紐帯のネットワークメンバー間のほうが信頼性は高く、ネットワークメンバー

間の交流が頻繁で、信頼できる情報を効率的に伝えることができると述べた。 

Walter et al.（2006）のネットワークケイパビリティに関する研究では、単一アクタ
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ー間の関係に重点を置かれる「リレーション・スキル」の重要性を示唆した。Moller 

and Halinen（1999）は関係管理ケイパビリティについて論じて、関係管理ケイパビリテ

ィは外部組織を有効的に管理する前提であり、重要な外部関係を築き、管理及び統合する

能力は企業の核心的な能力であると論じた。 

ネットワークケイパビリティの主な影響要素について、ネットワークケイパビリティ

に対する影響要素については、一部の学者がこれに関連した研究を行った。Ritter and 

Gemunden（2003）は主に組織内部リソースの利用可能性、ネットワーク志向の人的リソ

ース管理、コミュニケーション構造及び会社文化の開放性が組織ネットワークケイパビリ

ティに及ぼす影響を分析した。Mort and Weerawardena（2006）は、企業家の特性とネ

ットワークリソースの再配置が、ネットワークの剛性（network rigidity）を克服する

のに役立つと考えている。Zigger and Henseler（2009）は、ネットワークの視点から、

数に限りがある企業との仕事関係を育成し、有効なネットワーク構造を構築し、長期的な

協力が組織ネットワークケイパビリティにプラスの影響を与えると論じている。 

そして、本章はクローズドイノベーションにおけるネットワークケイパビリティ、オ

ープンイノベーションにおけるネットワークケイパビリティ、二つのイノベーションが要

求するネットワークケイパビリティの比較に分けて先行研究を整理した。 

二つのイノベーションが要求するネットワークケイパビリティの比較について、オー

プンイノベーションは、外部のイノベーション、技術または知識が企業内部に流入するこ

とを示唆している。また、内部のアイディ、技術や知識が外部に流出することで、より良

いリソース配置の方法を実現することも可能である（Chesbrough,2004）。 

1 つの会社に 2 種類のネットワークが同時に存在する可能性があるので、クローズドイ

ノベーションのネットワークとオープンイノベーションのネットワークがあるはずである。

そのため、複雑な二次元ネットワークモデルが形成された。これら 2 種類のネットワーク

を個別に管理して、クローズドネットワークの有効性を確保しながら、オープンでイノベ

ーション的なネットワークの地位を引き出して実現する必要があるではないだろうか。 
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企業のオープンイノベーションでは、「網」におけるそれらの組織とのやり取りの上

で生まれた結果の一種にすぎないと考えられる。企業は外部組織との間に存在するネット

ワーク関係を生成、発展、制御する能力は、ネットワークケイパビリティと言ってもよい

だろう。こういうネットワークケイパビリティを有する企業は、よりオープンイノベーシ

ョンを活発化させることができ、イノベーションの創出に役立つ。さらに、安定的な収益

をキープするためには新たな価値を創出するイノベーションが不可欠である。特にオープ

ンイノベーションのパラダイムが隆興する時代おいて、企業がネットワークケイパビリテ

ィを把握することが重要であると考えられる。また、RBV 理論の角度から見れば、ネット

ワークケイパビリティは希少かつ模倣困難の特徴を持ちいったん企業内で生成すれば、一

種の独自の能力として存在し、他社では容易にそれを模倣や学習することができないだろ

う。そのため、ネットワークケイパビリティは企業の競争優位につながることが分かった。 

それに基づいて、本章はネットワークケイパビリティに関する理論を踏まえ、本研究

におけるネットワークケイパビリティを「ビジョンケイパビリティ」、「関係構築ケイパ

ビリティ」、「関係管理ケイパビリティ」という三つの要素に分けた。
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第4章 仮説および構成概念の提示 

1 仮説の提示  

本章では、これまでの先行研究を中心とした論述に基づき、論議してきた内容を確認

し、仮設を導き出すことを目的としている。 

ネットワークケイパビリティとオープンイノベーションの関係について、まず、

Chesbrough（2003,p. xxiv）が定義するオープンイノベーションでは、企業が外部での

行動や資源流通を強調している。 

ネットワークケイパビリティも、企業がネットワークあるいは組織外部における資源

を利用できるケイパビリティと考えられる。NEDO（2016,p.246）によれば、外部ネット

ワークの形成はオープンイノベーション成功要因の一つであると指摘した。また、近能

（2002，p.498）によれば、企業の行動やパフォーマンスは、ネットワークの構造によっ

て影響を受ける。そこで、企業がオープンイノベーションを実施する際に、ネットワーク

を理解し、それに対するマネジメントが企業にとって重要だと考えられる。 

そして、RBV 理論の角度から企業のケイパビリティを見れば、企業希少かつ模倣が困難

な経営資源を保有し、それらを活用した戦略を採ることが、競争優位の獲得につながる。

ネットワークケイパビリティも「希少かつ模倣困難な価値」の特徴を持ち、企業に競争優

位をもたらすことが想定できる。 

先行研究を踏まえ、本研究はまず、企業がネットワークに参加するプロセスを、ネッ

トワークの発動、アクターとの関係構築、関係管理の三つのステップに分けている。そし

て、かくプロセスに、ビジョンケイパビリティ、関係構築ケイパビリティ、関係管理ケイ

パビリティの三つの要素で構築した枠組みを本研究のネットワークケイパビリティの捉え

方としたいである。 
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Moller and Halinen（1999,p.416）によれば、ネットワークビジョンとは、ネットワ

ークの構造、プロセス、および進化を理解する能力である。それは、企業がネットワーク

全体に対する理解であり、戦略的機会を特定するというケイパビリティだとまとめる。 

企業は自社の目的を達成するために、外部ネットワークにおける資源を利用して問題

を解決する意欲が高ければ、その企業のビジョンケイパビリティも強いと言えるだろう。

オープンイノベーションの場合では、たとえオープンイノベーションを取り込んでいる企

業であっても、自社がオープンイノベーションを通じて達成したい目標は曖昧かもしれな

い。オープンイノベーションを実際に推進する際に、何を目指して外部技術や連携先を探

索するのか、外部連携をするか否か、その判断が不明瞭になりやすく、オープンイノベー

ションの全体の方向性が定まらない（NEDO,2018,p.252）。 

関係構築ケイパビリティでは、Ritter（1999）によれば、ネットワークの開始はパー

トナーシップに関わる活動から始まり、ゆえにポテンシャルなパートナーを識別し、選択

することが重要であると指摘した。本研究では、Ritter（1999）がネットワーク形成に

対して「識別」と「選択」に加え、Walter et al.（2006）の枠組みの「パートナーナレ

ッジ」（連携相手に対する組織化、体系化された情報）の部分を参考にして、関係構築ケ

イパビリティを連携可能や、連携相手に対する情報の把握度と戦略目的に適切な相手を特

定する能力だと考えている。 

そして、企業間単一関係に対するマネジメントを重視する関係管理ケイパビリティの

役割は、社会的ネットワークの諸論点における「強い紐帯」の理論で説明できる。強い紐

帯とは、企業は比較的少数の特定のアクターとの間で緊密にコンタクトすることを意味し、

企業は連携相手と強い紐帯を築ければ、細かくてリッチな情報や暗黙知の伝達が促進され

やすい（近能,2014,p.7）。紐帯の構築は、連携相手とのフォーマルなコミュニケーショ

ンだけでなく、インフォーマルなコミュニケーションを含む高頻度なコミュニケーション

も意味していると考えられる。そのため、企業間の間に共同問題解決のための仕組みが生

成し、オープンイノベーションの実現に重要な基礎と考えられる。 
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以上のように、オープンイノベーションを実現するために、企業のネットワークケイ

パビリティが重要であると言ってよいだろう。先行研究を踏まえ、前述した内容に基づい

て、本研究は以下のような仮説を提示する。 

仮説 1：企業のビジョンケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 

仮説 2：企業の関係構築ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 

仮説 3：企業の関係管理ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 

仮説のモデルは、図表 4－1 のようになる。 
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図表 4-1 本研究の仮説モデル 

 

2 分析方法  

前述のように本研究における研究の視点は「ビジョンケイパビリティ」、「関係構築

ケイパビリティ」「関係管理ケイパビリティ」、「オープンイノベーション」である。し

かし、これらの概念を直接的に観測することが難しく、そこで本研究では、共分散構造分

析を用いて分析する。 

共分散構造分析とは、日本における社会科学・行動科学の方法論的道具として頻繁に

用いられるものとなった（豊田,2002,p.135）。観測データの背後にある、さまざまな要

因の関係を分析する統計手法である。 
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ここで要因と呼ばれるものには、数値として直接には観測できない概念的なものが含

まれており、潜在変数という。一方、質問紙調査をはじめとした情報収集によって得られ

たデータのことを、観測変数、あるいは測定変数と呼んでいる。 

共分散構造分析には、これまでの分析手法と比較して優れている特徴がある。その中

の大きな特徴は、従来測定できないものである「構成概念（潜在変数）」を「観測変数

（測定変数）」で表すことができるところである。また、「複雑な関係をパス図で表現で

きる」と言うところもある。 

共分散構造分析には、これまでの分析手法と比べて優れている点があると考えられて

いる。伊藤（1997,p.133）によれば、共分散構造分析は、多数の観測変数を少数の因子、

すなわち潜在変数に縮約して整理するという因子分析と、変数と変数との関係をパス図で

視覚的に表すというパス解析との両者の特徴を結合するという特徴があり、複雑な因果関

係や相関関係を簡潔に表すできる長所がある。 

パス図とは、先に述べた構成概念（潜在変数）と観測変数（測定変数）との関係を、

図を使って表現したものであり、このパス図を使うことによって、今までの分析手法を、

数式を使わずに表現できるため（豊田，1991，p.476）、第三者に対し自分の研究仮説を

分かりやすく伝えることができるだろう。本研究においては、共分散構造分析を AMOS に

よって分析する。 

また、共分散構造分析では、独立変数の誤差の分離、構成概念間の誤差を分離するこ

とにより、観測変数間の相関の希薄化を克服することができる（豊田， 1991，pp.470-

471）。さらに、従来の多変量分析では、因果モデルがデータとどの程度適合しているか

指標がなかったためモデル間の比較が不可能であったが、共分散構造分析は、モデルの検

証を可能にさせた（伊藤,1997,p.133）。 
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3 構成概念の定義と観測変数の提示  

モデルを構成する変数は、「ビジョンケイパビリティ」、「関係構築ケイパビリティ」

「関係管理ケイパビリティ」、「オープンイノベーション」である。なお、前述のように、

このような変数を直接に観測することが困難であるため、測定変数を設定したうえで説明

する。 

3-1 ビジョンケイパビリティ 

ビジョンケイパビリティでは、企業がネットワーク環境の今と将来に対する理解や展

望のことを指し、ネットワークに埋め込まれたチャンスを認識するためのケイパビリティ

である。また、それを企業がネットワークの進化を予測し、代替のシナリオを作成するこ

とと定義する研究者もいる。本研究では、Moller and Halinen（1999）によって提示さ

れた概念に従い、既存ネットワークに対する把握、ネットワークの未来の発展に対する予

測、そしてその中に戦略的機会を特定するというケイパビリティだとまとめる。 

ビジョンケイパビリティは強ければ、ネットワークの発展状況を判断し、ネットメン

バーの構成と関係の最適な組み合わせを実現するのに役立つため、ネットワークにおける

イノベーションの無力な現象を克服し、ネットワークイノベーションの能力と活力を維持

するのに役立つだろう。 

また、第 3 章で述べたように、効果的なネットワークを構築するために、組織ビジョン

ケイパビリティは企業の累積の結果だけではなく、イノベーション精神を持つ企業家が意

図的で体系的に開発する必要もあり、その構築は企業家精神の推進とその能力の蓄積の結

果であると考えられる。企業家のネットワークに対する意思決定は、組織のネットワーク

ケイパビリティの中で最もリスクが高い次元であろう。イノベーションの環境が絶えず変

化し、イノベーションしなければ淘汰されてしまう時代に、企業家はイノベーションのネ

ットワーク化の傾向を把握できなければ、潜在的なネットワークのイノベーション機会と

リスクを知覚できないだろう。 
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ビジョンケイパビリティは、企業がネットワーク内外の環境に対する分析に基づいた

ネットワークのチャンスとリスクに対する感知の能力であり、その上、ネットワーク環境

の進化状況に合わせ、相応しい戦略計を策定する能力であると考えられる。 

したがって、企業のビジョンケイパビリティは、企業のリーダーシップによって決定

されると考えられる。なぜかというと、企業の戦略とネットワークプランニングの策定は、

リーダーあるいは起業家によって決定されていると考えられる。ゆえに、トップの意思決

定が重要であり、特に自社がネットワークから獲得したい技術を明確に把握し、さらにそ

れに基づいて問題の解決策を企業外部で探す意欲をどれほど持っていることが重要であろ

う。オープンイノベーションの下、ネットワークに対するビジョンは、イノベーション、

協 力 、 冒 険 な ど を 特 徴 と す る 企 業 家 精 神 の 能 力 反 映 で あ る （ Harris and 

Wheeler,2005）。果敢な意思決定と責任を担う企業家精神を育成してこそ、オープンイ

ノベーションのパラダイムの技術と経済的価値を明確にするはずである。そして、絶えず

イノベーションのネットワーク化を模索し、ネットワークを構築する最適なタイミングを

選び、イノベーションネットワークに参加した後の様々な機会を開発し、活用することが

可能となるであろう。 

したがって、本研究は、「外部連携意欲」と「必要技術明確度」という二つの方面か

ら、企業のビジョンケイパビリティを測ろうとする。設問文の設定は、図表 4－2 のよう

になる。 

図表 4-2 ビジョンケイパビリティの設問文 

項目 設問文 選択肢 1 選択肢 6 

外部連携

意欲 

貴社では、研究開発上の問題を解

決するためには、社外で解決策の

探索をどの程度行いますか。 

全く行っていない 
積極的に展開して

いる 
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3-2 関係構築ケイパビリティ 

第 3 章で説明したように、ネットワークの開始はパートナーシップに関わる活動から始

まり、ゆえにポテンシャルなパートナーを識別し、選択することが重要である。 

関係構築ケイパビリティを連携可能や、連携相手に対する情報の把握度と戦略目的に

適切な相手を特定する能力だと考えている。関係構築ケイパビリティは、イノベーション

のネットワークを構築し、適切なパートナーを探索・評価・選択し、潜在的なパートナー

との直接的な関係を確立する能力であると考えられる。オープンイノベーションにおける

ネットワークメンバーは主に顧客、サプライヤー、大学、外部の専門家及び科学技術仲介

などがあり、企業の技術や知識、イノベーションタイプ及びイノベーションプロセスタイ

プの違いにより、ネットワークメンバーに対する期待又は要求も一致しないはずである。

多くの潜在的なパートナーの中で、潜在的で価値のあるパートナーを発見し、多くの潜在

的なパートナーの中から好ましいものを選ぶことができるように、企業は強いスキャン能

力と識別能力を備えなければならない。 

そのため、本研究は、「パートナー情報」、「パートナー特定」、「パートナー多様

性」の三つの点から、企業の関係構築ケイパビリティを評価する。設問文は、図表 4-3 の

ようになる。 

  

必要技術

明確度 

貴社は、他社との共同研究開発を

行う際、どの程度、貴社にとって

今後必要となる技術を保有する企

業を提携企業とする方針をお持ち

ですか。 

当社にとって今後必

要な技術を保有して

いなくても提携する 

当社にとって今後

必要となる技術を

保有することが提

携の条件としてい

る 
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図表 4-3 関係構築ケイパビリティの設問文 

 

3-3 関係管理ケイパビリティ 

オープンイノベーションでは、そのプロセスには技術の探索と技術の開発の両面が含

まれており、異なるイノベーションプロセスは異なるネットワーク特性を要求していると

考えられる。オープンイノベーションでは、そのプロセスには技術の探索と技術の開発の

両面が含まれており、異なるイノベーションプロセスは異なるネットワーク特性を要求し

ていると考えられる。 

また、異なる技術イノベーション段階では異なる紐帯タイプを利用する必要があるた

め、企業はその外部関係において紐帯の強さを最適に結合し、探索と応用の間で精確なバ

ランスを保たなければならない。強い紐帯は往々にして組織間の関係が長期的、高度な承

諾と、より緊密な人間関係と信頼に基づくなどの特性を持っている。その主な利点は、パ

ートナーから安定した知識フロー、リソース及びサポートを提供できることである。企業

が不確実性に直面している場合では特に重要な資源と考えられる。強い紐帯は知識、特に

項目 設問文 選択肢 1 選択肢 6 

パートナー

情報 

貴社では、他社との共同研究開発を

行う際、どの程度、提携する企業の

持つ技術や市場に関する強みについ

て事前に調査していますか。 

当面する提携活

動の範囲外につ

いては調査して

いない 

提携活動の範囲外

の技術や市場につ

いても徹底的に調

査している 

パートナー

特定 

貴社は、貴社にとって今後必要とな

る技術や市場に関する資源を保有す

る外部組織を、どの程度、速やかに

見つけ出すことができているとお考

えですか。 

非常に時間が掛

かっている 

非常に速やかに特

定できている 

パートナー

多様性 

他社との共同研究開発を行う際、貴

社の製品・サービスと同種の製品・

サービスを開発している企業を提携

企業とする方針を、どの程度、お持

ちですか。 

自社と同種の製

品・サービスを

開発していない

企業とは提携し

ない 

提携他社の製品・

サービス開発の領

域は考慮していな

い 
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暗黙知の移転と知的財産権の保護を確保することができる。メンバー間の繰り返した頻繁

な相互作用を通じて、強い紐帯はメンバー間の相互信頼を高めるのに役立つ。ネットワー

クメンバーの一貫した行動を促進し、さらなるコミットメントと互恵行動を促進できる。 

一方、過剰な強い紐帯がもたらした問題を克服するために、企業は周辺の弱い紐帯を

増やし、ネットワークの多様性を拡大する必要がある（Burt,1992）。企業にとって、弱

い紐帯は異なるネットワークと接触する機会を増やせる。より多くの新たな有用な情報へ

の経路を提供し、それは「過度の埋め込み」(Uzzi，1997,p.35)を解決する有効な対策

であり、弱い紐帯は限られた数の関係に閉じ込められた障害を取り除き、多くのネットワ

ークメンバーとの交流により、企業は柔軟性を高める。持続的なイノベーションのニーズ

により、企業は少数の強い紐帯だけに焦点を当てるのではなく、ポテンシャルな価値のあ

る既存または潜在的なネットワークメンバーと様々な関係を育成すべきであろう。 

紐帯の構築は、連携相手とのフォーマルなコミュニケーションだけでなく、インフォ

ーマルなコミュニケーションを含む高頻度なコミュニケーションを意味する。そして、

Capldo（2007,ｐ.585）によれば、結ばれた紐帯の時期の長さも、組織間関係を評価す

る重要なポイントである。 

したがって、本研究は、関係管理ケイパビリティは「連携期間」、「フォーマルなコ

ミュニケーション」、「インフォーマルなコミュニケーション」の三つの項目で考察する。

設問文の設定は、図表 4－4 に示すようになる。 
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図表 4-4 関係管理ケイパビリティの設問文 

 

3-4 オープンイノベーション 

Lichtenthaler and Lichtenthaler（2009,p.1315）は、オープンイノベーションは

複雑で多次元であり、個々の指標またはスケールは直接測定することは困難であると指摘

した。Lichtenthaler and Lichtenthaler（2009,p.1315）は、オープンイノベーショ

ンがもたらした利益と効率の両方からパフォーマンスを評価するべきであると主張し、一

方、効率とは、かかったコストの大きさ、新製品の市場投入までの時間、連携 R&D の予算

など、結果に割り当てられたリソースの量の指標であると論じている。 Huizingh

（2011,p.2） は、オープンイノベーションがもたらした実際の価値を財務的または非財

務的な収益の 2 つの次元からイノベーションのパフォーマンスを測定するべきであると主

張した。 

オープンイノベーションでは、外部の貴重なアイディアや豊富な技術リソースを取得

項目 設問文 選択肢 1 選択肢 6 

連携期間 

貴社がこれまでに外部組織と提携

して行った共同研究開発では、ど

の程度、当初の目的が達成されま

したか。 

当初の目的を

達成できた共

同研究開発は

ない 

すべての共同研究

開発で当初設定し

た目的を達成でき

ている 

フォーマル

なコミュニ

ケーション 

貴社が行う外部組織との共同研究

開発では、研究開発の進捗状況な

どの情報を交換するための会議や

文書交換が、どの程度、当初定め

られたスケジュールどおりに実施

されていますか。 

提携に際して

定めたスケジ

ュールどおり

には実施でき

ないことが多

い 

提携に際して定め

たスケジュールを

越えて、必要に応

じて適宜実施でき

ている 

インフォー

マルなコミ

ュニケーシ

ョン 

貴社が行う外部組織との共同研究

開発の貴社メンバーと外部組織メ

ンバーの間で、どの程度、個人的

な交流が行われていますか。 

業務上のコミ

ュニケーショ

ン以外には交

流がない 

業務以外の個人的

な交流も活発であ

る 
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し使用することは、価値を創造する効果的な方法である。外部の新しい技術を最大限に活

用することで、社内の研究開発に必要な時間とお金を節約すること、製品開発の時間を短

縮し、イノベーションを加速することができる。協力を通じて、異なる組織がイノベーシ

ョンのリスクとコストを分担することができる。また、相互補完的なイノベーションリソ

ースを共有することで、イノベーションサイクルを短縮し、イノベーションの効率を向上

させることもできる。企業は独自のイノベーション資源とコアコンピテンシーの利点に基

づき、複数のパートナーとの多角的な協力により、外部資源を十分に吸収や活用する。そ

のため、社内のイノベーション資源の不足を補うことにより、技術の不確実性を低減し、

イノベーション効率を高める。 

Leiponen and Helfat（2010,p.224）はフィンランドのイノベーション調査データを

分析し、企業がよりオープンなマインドを持って情報アクセス戦略を維持することは、イ

ノベーションの成功にプラスの貢献をしていることが分かった。 Caloghirou et al.

（2004,p.29）は、欧州 7 国の調査データを用いて、外部知識源の数が企業の R&D 競争力

を高めるだけでなく、イノベーションのパフォーマンス（新製品の売上が総収益に占める

割合）にもプラス効果があることを示している。Becker and Dietz（2004,p.209）は、

スペイン製企業の時系列データに基づいて、R&D 期間中の他社とのパートナーシップの数

がイノベーションのパフォーマンス（新製品の数）にプラスの影響を与えることが分かっ

た。 

本研究では、先行研究を踏まえたうえで、「オープンイノベーション」は、図表 4－5

が示すように、「社内 R&D スピード」、「新規製品・サービス開発」、「新市場開拓」の

三つの項目で考察しようとする。 
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図表 4-5 オープンイノベーションの設問文 

 

4 実証の概要  

本研究では、「ビジョンケイパビリティ」、「関係構築ケイパビリティ」「関係管理

ケイパビリティ」、「オープンイノベーション」の変数間の関係を実証的に分析すること

で、第 4 章で示した仮説とモデルを実証する。 

実証にあたっては、観測データの収集が必要となる。共分散構造分析を利用し分析す

るには、以上の構成概念が他の測定可能な観測変数に与える影響を考察する必要がある。

そのため、質問紙を利用した観測変数のテータの収集が必要となる。 

観測データは、2020 年 10 月の時点で、日経 Financial QUEST に研究開発費を計上し

ている、東京証券取引所上場企業の非金融企業 1958 社の研究開発部門に送付し、データ

を収集した。2020 年 12 月 8 日の時点で、84 社からの回答を回収し、回答率は 4.3％であ

り、有効回答は 74 社（有効回答率 3.8％）である。有効回答の企業の産業分類は、図表

4-6 に示した通りである。なお、企業名や回答者は公開できない。 

項目 設問文 選択肢 1 選択肢 6 

社内 R&D

スピード 

貴社がこれまでに行った他社との共同研究開

発は、貴社の研究開発のスピードの向上にど

の程度貢献したとお考えですか。 

自社単独で

行った場合

と変わらな

い 

自社単独で行

った場合より

も相当程度早

くなった 

新規製

品・サー

ビス開発 

貴社がこれまでに行った他社との共同研究開

発は、貴社の従来にない画期的な製品・サー

ビスの開発能力の向上に、どの程度、貢献し

たとお考えですか。 

貢献してい

ない 

大きな貢献を

した 

新市場開

拓 

貴社がこれまでに行った他社との共同研究開

発は、貴社の新市場開拓能力の向上に、どの

程度、貢献したとお考えですか。 

貢献してい

ない 

大きな貢献を

した 



（第 4章） 

119 

 

図表 4-6 アンケートの回答者数 

産業分類 社数 

化学 9 

機械 17 

食品 4 

建設 8 

電気機器 12 

鉄鋼 2 

繊維 2 

小売業 5 

サービス 8 

その他 11 

※その他には、繊維、パルプ・紙、ゴム、窯業、非鉄・金属、水産、海運、電気ガス

が含まれている。 

5 観測変数の概要  

まず、観測変数の記述統計量を提示する。 

5-1 ビジョンケイパビリティの記述統計 

図表 4-7 のように、「ビジョンケイパビリティ」の観測変数について、まず、「外部連

携意欲」は、平均値は 4.34 で、標準偏差は 1.076 である。積極的に展開していると回答

した企業が多い傾向がみられる。 

「必要技術明確度」は、平均値は 4.38 で、標準偏差は 1.056 である。今後必要となる

技術を保有することが提携の条件としていると回答した企業が多い傾向がみられる。 

この二つの項目の平均値のいずれも、中央値の 3.5 より大きいため、企業が外部連携の

意欲と自社が必要とする技術の明確度は非常に強いと考えられる。 
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図表 4-7「ビジョンケイパビリティ」の測定変数の記述統計量 

項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

外部連携意欲 71 2 6 4.34 1.076 

必要技術明確度 73 1 6 4.38 1.056 

 

5-2 関係構築ケイパビリティの記述統計 

図表 4-8 が示すように、「関係構築ケイパビリティ」の観測変数について、まず、「パ

ートナー情報」は、平均値は 3.97 で、標準偏差は 1.098 である。企業は、提携活動の範

囲外の技術や市場についても徹底的に調査している傾向が見られる。 

「パートナー特定」は、平均値は 3.19 で、標準偏差は 1.029 である。企業にとって、

必要となる技術や市場に関する資源を保有する外部組織を見つけ出す能力はやや不足して

いる傾向に見られる。 

また、「パートナー多様性」について、平均値は 4.34 で、標準偏差は 1.474 である。

パートナーの多様性が結構高いと認める企業は多いが、標準偏差も高いため、企業間の差

異が大きいと考えられる。 

図表 4-8「関係構築ケイパビリティ」の測定変数の記述統計量 

項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

パートナー情報 72 1 6 3.97 1.098 

パートナー特定 69 1 5 3.19 1.029 

パートナー多様性 74 1 6 4.34 1.474 
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5-3 関係管理ケイパビリティの記述統計 

「関係管理ケイパビリティ」の観測変数は、図表 4-9 が示すように、「連携期間」、

「フォーマルなコミュニケーション」、「インフォーマルなコミュニケーション」である。 

「連携期間」は、平均値は 3.69 で、標準偏差は 0.859 である。共同研究開発で当初設

定した目的を達成できていると回答した企業がやや多い傾向がみられる。 

「フォーマルなコミュニケーション」は、平均値は 3.76 で、標準偏差は 1.191 である。

提携に際して定めたスケジュールを越えて、必要に応じて適宜実施できている回答した企

業がやや多い傾向がみられる。 

「インフォーマルなコミュニケーション」は、平均値は 3.16 で、標準偏差は 1.314 で

ある。業務上のコミュニケーション以外には交流がないと回答した企業がやや傾向がみら

れる。 

図表 4-9「関係管理ケイパビリティ」の測定変数の記述統計量 

項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

連携期間 69 2 5 3.69 0.859 

フォーマルな 

コミュニケーション 
74 1 6 3.76 1.191 

インフォーマルな 

コミュニケーション 
71 1 6 3.16 1.314 

 

5-4 オープンイノベーションの記述統計 

「オープンイノベーション」という構成概念の観測変数は、図表 4-10 が示すように、

「社内 R&D スピード」、「新規製品・サービス開発」、「新市場開拓」である。 
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「社内 R&D スピード」は、平均値は 4.09 で、標準偏差は 1.088 である。自社単独で行

った場合よりも相当程度早くなったと回答した企業が多い傾向がみられる。 

「新規製品・サービス開発」は、平均値は 3.97 で、標準偏差は 1.046 である。共同研

究開発は、貴社の従来にない画期的な製品・サービスの開発能力の向上に大きな貢献をし

たと回答した企業がやや多い傾向がみられる。 

「新市場開拓」は、平均値は 3.69 で、標準偏差は 1.072 である。共同研究開発は、共

同研究開発は、貴社の新市場開拓能力の向上に大きな貢献をしたと回答した企業がやや多

い傾向がみられる。 

図表 4-10 「オープンイノベーション」の測定変数の記述統計量 

項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

社内 R&D スピード 73 1 6 4.09 1.088 

新規製品・サービス開発 69 1 6 3.97 1.046 

新市場開拓 66 1 6 3.69 1.072 
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第5章 実証結果の提示 

本章では、本研究の実証の判断基準となる統計学的指標を説明する。適合度、信頼性

の基準を確認し、実証の結果を解釈するための基準を明示する。次に、仮説に関する実証

分析の結果を提示する。最後は、実証結果をまとめる。 

1 統計学的指標  

1-1 信頼性指標 

小塩（2005,p.13）によると、「測定したデータには、誤差がつきものであるため、測

定したデータの信頼性や用いた測定用具の信頼性を何らかの形で表現する必要がある。そ

のため、共分散構造分析を行う前には、まず、構成概念に関する信頼性を分析する必要が

ある」。 

そこで、本研究では SPSS26 を用いて、構成概念と質問項目との信頼性を分析の尺度に

ある「信頼性分析」を使用し分析した（Cronbach’s alpha 係数を用いた）。 

Gliem and Gliem（2003、p.87）によれば、信頼性指標の Cronbach’s alpha は一般

的に 0.7 以上であれば、変数における信頼性があると判断でき、0.6 以上の値においては、

信頼性が高いと判断されないが、分析可能なものとしてみることができる。また、Gliem 

and Gliem（2003、p.87）によれば、0.5 以上の数値であれば、比較的に信頼性が低く、

0.5 未満の数値は、信頼されないレベルである（図表 5－1）。 
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図表 5-1 信頼性指標の数値と評価 

Cronbach's 

alpha 
信頼性 

0.9≦α 
Excellent（High-Stakes 

testing） 

0.7≦α<0.9 Good（Low-Stakes testing） 

0.6≦α<0.7 Acceptable 

0.5≦α<0.6 poor 

α<0.5 Unacceptable 

 

出典： Gliem,J and Gliem,R（2003,p.87） 

なお、本研究の分析に対する信頼性分析の結果は以下のようである。 

図表 5-2 信頼性統計量 

項目 値 判定 

ビジョンケイパビリティ .542 Poor 

関係構築ケイパビリティ .541 Poor 

関係管理ケイパビリティ .665 Acceptable 

オープンイノベーション .792 Good 

 

図表 5-2 信頼性分析の結果から見れば、「オープンイノベーション」の信頼性指標は

0.792 であり、0.7 以上であるため、一定の信頼性を有すると判断できる。「関係管理ケ

イパビリティ」は 0.665であり、分析可能と考えられる。一方、「ビジョンケイパビリテ

ィ」は 0.542 であり、「関係構築ケイパビリティ」は 0.514 であるため、信頼性が低い

ものとされる。信頼度が低い項目に関しては、サンプルの数が少ないことによる影響があ

ると考えられる。 
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1-2 欠損値の推定 

本研究にかかわる質問項目の回答がやや少ないため、欠損値を除いて分析することが

難しい。そこで、本研究では、欠損値を除かずに最尤法を採用して分析を行う。 

IBM（1983;2013,p.249）によれば、「一般的な欠損値の処理には、三つの方法がある。

一つ目は、データの一部に欠損値がある測定値を分析から除外することである（サンプル

ごと除外）。二つ目は、各標本積率を個別に計算し、特定の積率の計算に必要な値が欠損

している場合にのみ観測値を計算から除外することである（ペアごと除外）。三つ目は、

データを代入すること」である。 

一方、IBM（1983;2013,p.250）によれば、この三つの欠損値の処理法を用いれば、標

本の平均値や標準偏差の大きさや分散のバラツキに影響を与え、分析を見誤らせる可能性

が生じるのである。そのため、この三つの方法ではなく、最尤法による推定値を計算する。 

最尤法とは、確率的な分布を用いて、ランダムに欠損が生じたこととして分析する方

法であり、村山（2011，p.1）によれば、最尤法では、「欠損値に関して伝統的な方法よ

り弱い仮定のもとでバイアスのない推定値を与えてくれるもの」である。 

1-3 適合度指標 

共分散構造分析では、各母数の推定結果を吟味する際に、モデルが現実とどの程度適

合しているかも検討するが、本研究では次の適合に関する指標を用いて判断した。すなわ

ち、χ2 検定の有意確率、CFI、RMSEA の三つの指標である。 

χ2 検定の有意確率は、モデルとデータの乖離度がゼロであるという帰無仮説を検定す

る際の判断基準であり、これが有意水準（本研究では基本的に 5％に設定する）を下回る

場合には、モデルの乖離度が大きいものと判断される（保田，2004，pp.179-180）。た

だし、χ2 検定は、標本数に敏感であるため、必ずしも適切な適合度指標とみなされてい
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ないため次の二つの指標を併用する。χ2 検定有意確率は、帰無仮説「構成されたパス図

は正しい」を検定するために利用する。 

比較適合度指標 CFI（Comparative Fit Index）は、独立モデルと比較してモデルの分

布と真の分布の乖離を評価する指標であり、その範囲が 0 から 1 の範囲に収まるように定

義 さ れ て お り 、 一 般 的 に 0.9 以 上 1 に 近 い ほ ど 良 い モ デ ル と 判 断 す る （ 豊

田,2007,p.18）。 

RMSEA は、近似誤差平均平方根であり、構造方程式モデルに特化して、モデルの分布と

真の分布との乖離を 1 自由度あたりの量として表現した指標である。Kline（2005）によ

れば、数値が 0.05 以下であれば当てはまりが良いモデルと判断する。一方、0.1 以上で

あれば当てはまりが悪いと判断する（豊田、2007,p.24）。  

モデルの適合度指標ついて、他には GFI 値、AGFI 値などがある。適合度指標 GFI

（Goodness of Fit Index）は、モデルがデータの持つ分散共分散をどの程度説明する

かの割合の指標であり、モデルとデータが完全に適合すれば 1 になる（豊田，1998，

p.174)）。GFI は通常、0～1 までの値にあり、1 に近いほど説明力があるモデルと考えら

れる。 

GFI は 0.9 以上が必要であるという目安は、経験的に割り出された基準として妥当なも

のと言える。修正適合度指標 AGFI(Adjusted GFI)は、自由度を考慮した上の GFI である。

つまり、GFI の欠点を修正し、パラメータが多く複雑なモデルにペナルティを加える。同

一の GFI を与え、二つのモデルを比較した場合に、自由度の大きいモデルの値が大きくな

る。つまり、GFI と AGFI の間には 1.0≧GFI≧AGFI≧0 という関係があり、1 に近いほど

適合度が高い。なお、AMOS22 で「平均値と切片の推定」を行ったことにより、本構造モ

デルの適合度の項目の GFI と AGFI は表示されていない。 
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2 実証結果  

実証モデルは、次のようになる（図表 5-3）。 
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仮説構造に対して、共分散構造分析により、推定した結果は図表 5-3 のように示す。 

図表 5-3 モデルの実証結果 
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まず、モデルの適合度指標に関しては、判断基準は豊田（2007、p.18）を参照する。

本研究では図表 5-4 のように、χ2 検定有意確率、CFI、RMSEA の三つの指標を用いて判

断する。χ2 検定有意確率＝0.12、CFI＝0.908、RMSEA＝0.101 という結果になっている。

RMSEA の値は 0.101 であり、0.1 の基準を超えているため、モデルの当てはまりがよくな

いと判断できる。しかし、三つの指標の中で、二つの指標で適合度があると判断できる。

したがって、本モデルは一定の適合度を有するとみなすことができる。 

図表 5-4 仮説モデルの適合度指標 

項目 χ2 検定有意確率 CFI RMSEA 

値 0.12 0.908 0.101 

判定基準 ≥0.05 ≥0.9 <0.05 または<0.1 

判定 〇 〇 × 

 

そして、仮説モデルの各推定値に対する検定は、図表 5-5 ようになる。 
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図表 5-5 推定値検定結果 

 

項目 標準化推定値 確率 

オープン 

イノベーション 
← 

ビジョン 

ケイパビリティ 
.631 .049 

オープン 

イノベーション 
← 

関係構築 

ケイパビリティ 
.095 .418 

オープン 

イノベーション 
← 

関係管理 

ケイパビリティ 
.829 .008 

必要技術明確度 ← 
ビジョン 

ケイパビリティ 
.516  

外部連携意欲 ← 
ビジョン 

ケイパビリティ 
.457 .019 

パートナー情報 ← 
関係構築 

ケイパビリティ 
.309  

パートナー特定 ← 
関係構築 

ケイパビリティ 
.390 .060 

パートナー多様性 ← 
関係構築 

ケイパビリティ 
.851 .255 

連携期間 ← 
関係管理 

ケイパビリティ 
.685 .005 

フォーマルな 

コミュニケーション 
← 

関係管理 

ケイパビリティ 
.397 .024 

インフォーマルな 

コミュニケーション 
← 

関係管理 

ケイパビリティ 
.401  

社内 R&D スピード ← 
オープン 

イノベーション 
.789  

新規製品・ 

サービス開発 
← 

オープン 

イノベーション 
.859 *** 

新市場開拓 ← 
オープン 

イノベーション 
.579 *** 

上記の項目の中で、推定の制約上、影響係数を 1.000 に固定し、検定が行われていな

い項目は次のようにある。 

必要技術明確度←ビジョンケイパビリティ 

パートナー情報←関係構築ケイパビリティ 

インフォーマルなコミュニケーション←関係管理ケイパビリティ 

社内 R&D スピード←オープンイノベーションィ 

***は、有意確率が 0.001 未満であることを表す。 
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図表 5-5 が示す実証結果を見ると、「ビジョンケイパビリティ」と「オープンイノベー

ション」の関係では、両者の因果係数は 0.63 であるため、企業のビジョンケイパビリテ

ィが高ければ、オープンイノベーションの成果も多いことが分かった。なお、有意確率

0.05 の水準未満であるため、企業の「ビジョンケイパビリティ」と「オープンイノベー

ション」は関係があると主張できる。 

また、「関係構築ケイパビリティ」と「オープンイノベーション」の関係について、

両者の因果係数は 0.1 であり、有意確立は 0.05 を超えているため、両者の関係性が支持

されなかった。 

そして、「関係管理ケイパビリティ」と「オープンイノベーション」の関係について、

両者の因果係数は 0.83 であるため、「関係管理ケイパビリティ」が「オープンイノベー

ション」に寄与していることが分かった。また、有意確率が 0.01 未満であるため、両者

の間に強い関係があると主張できる。 

考察した結果、明確化した目的を持って外部ネットワークを積極的に活用しようとす

る企業は、より良いオープンイノベーションのパフォーマンスを実現できると考えるでし

ょう。 

また、本研究は関係管理ケイパビリティに対し、主に企業が実際的に外部アクターと

のコミュニケーションの状況を考察した。考察した結果、関係管理ケイパビリティとオー

プンイノベーションのパフォーマンスに強い関係が見られる。企業が外部アクターとの連

携関係において、フォーマル及びインフォーマルなコミュニケーション、そして連携期間

がオープンイノベーションのパフォーマンスに寄与することが分かった。つまり、企業は

既存する連携関係に対し、定期的かつ正式なコミュニケーションのみならず、社員間の不

定期的かつ個人的なコミュニケーションも重要であろう。それに加え、共同の目標を達成

するために最後まで連携関係を維持できれば、アクターが相互的に強い信頼関係を築くこ
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とをでき、情報や知識をアクターの間によりスムーズに伝達することを想定できる。それ

はオープンイノベーションの成功にとって要因の一つだと考えられる。 

以上を持って、 

仮説 1：企業のビジョンケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高いことが実証された 

仮説 2：企業の関係構築ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高いとが実証されなかった 

仮説 3：企業の関係管理ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高いことが実証された 

そして、仮説 2：関係構築ケイパビリティとオープンイノベーションの関係が実証され

なかった原因としては、「関係構築ケイパビリティ」は今までにない連携可能な相手を特

定する能力だと考えられ、弱い紐帯の構築に偏る能力であるため、「オープンイノベーシ

ョン」と直接に結び付かない可能性がある。McGrath et al.（2019,p.224）によれば、

多くの場合では、ネットワークケイパビリティが自発的に発達していくケイパビリティだ

と見受けられる。したがって、企業は自社が持つネットワークケイパビリティを自覚しに

くい場合がある。特に、ネットワークケイパビリティをめぐる議論は多岐にわたり、その

概念に対する把握は今でも完全的とは言えない。 

一方、Granovetter（1973,p.1364）によれば弱い紐帯は、強い紐帯をつなぐブリッジ

として機能し、価値ある情報が広く伝わっていく上で非常に重要な役割を果たす。それに

加え、弱い紐帯は強い紐帯に変化していく可能性もある。そのため、本研究はこの仮説を

実証できなかったが、「関係構築ケイパビリティ」は「関係管理ケイパビリティ」に影響

し、それを通じて「オープンイノベーション」に影響を与えるかもしれないと、改めて想

定している。 
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この考えに基づいて、本研究は実証の補足を行った。 

3 実証の補足  

前述で実証されなかった仮説 2 に対して、本研究、「関係構築ケイパビリティ」は今ま

でにない連携可能な相手を特定する能力だと考えられ、弱い紐帯の構築に偏る能力である

ため、「オープンイノベーション」と直接に結び付かない可能性があると想定した。その

原因は、「関係構築ケイパビリティ」は「関係管理ケイパビリティ」を影響し、それを通

じてオープンイノベーションに影響を与えるかもしれない。 

したがって、本研究はこの仮定を実証するために、補足のモデルを構築した。補足の

モデルと実証結果は、次のようになる（図表 5-6）。 
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図表 5-6 補足モデルの実証結果 
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補足モデルについて、まずモデルの適合度を説明する。図表 5-7 で示したように、χ2

検定有意確率＝0.06、CFI＝0.860、RMSEA＝0.095、という結果になっている。CFI の値

は 0.860 であり、≥0.9 の基準を超えていないため、モデルの当てはまりがよくないと判

断できる。三つの指標の中で、二つの指標で適合度があると判断できる。補足のモデルは

一定の適合度を有するとみなすことができる。 

図表 5-7 補足モデルの適合度指標 

項目 χ2 検定有意確率 CFI RMSEA 

値 0.06 0.860 0.095 

判定基準 ≥0.05 ≥0.9 <0.05 または<0.1 

判定 〇 × 〇 

 

そして、補足モデルの各推定値に対する検定は、次のようになる。  
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図表 5-8 補足モデルの推定値検定結果 

項目 標準化推定値 確率 

オープン 

イノベーション 
← 

ビジョン 

ケイパビリティ 
.475 .043 

オープン 

イノベーション 
← 

関係管理 

ケイパビリティ 
.446 .048 

関係構築 

ケイパビリティ 
← 

ビジョン 

ケイパビリティ 
.548 .105 

関係管理 

ケイパビリティ 
← 

関係構築 

ケイパビリティ 
.882 .015 

必要技術明確度 ← 
ビジョン 

ケイパビリティ 
.343  

外部連携意欲 ← 
ビジョン 

ケイパビリティ 
.737 .053 

パートナー情報 ← 
関係構築 

ケイパビリティ 
.408  

パートナー特定 ← 
関係構築 

ケイパビリティ 
.546 .011 

パートナー多様性 ← 
関係構築 

ケイパビリティ 
.551 .011 

連携期間 ← 
関係管理 

ケイパビリティ 
.464 .003 

フォーマルな 

コミュニケーション 
← 

関係管理 

ケイパビリティ 
.617 *** 

インフォーマルな 

コミュニケーション 
← 

関係管理 

ケイパビリティ 
.610  

社内 R&D スピード ← 
オープン 

イノベーション 
.813  

新規製品・ 

サービス開発 
← 

オープン 

イノベーション 
.852 *** 

新市場開拓 ← 
オープン 

イノベーション 
.621 *** 

上記の項目の中で、推定の制約上、影響係数を 1.000 に固定し、検定が行われていな

い項目は次のようにある。 

必要技術明確度←ビジョンケイパビリティ 

パートナー情報←関係構築ケイパビリティ 

インフォーマルなコミュニケーション←関係管理ケイパビリティ 
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実証の補足の結果（図表 5-8）を見れば、まず、「関係構築ケイパビリティ」と「関係

管理ケイパビリティ」の間に強い関係が見られる。両者間の因果係数が 0.882である。な

お、有意確率が 0.015 であり、0.05 の基準を超えていないため、「関係構築ケイパビリ

ティ」が「関係管理ケイパビリティ」に影響を与えることが分かった。 

「関係構築ケイパビリティ」は直接に「オープンイノベーション」と結びつかない

（仮説 2 不支持）が、「関係管理ケイパビリティ」に依存され、オーペンイノベーション

に寄与することを想定できる。近能（2002,pp.511）によれば、ハイブリッド型紐帯の構

築が重要であり、強い紐帯と弱い紐帯の両方が企業にとって重要である。したがって、こ

の角度から見れば、関係構築ケイパビリティは企業にとって同様に重要であることを明ら

かにした。 

一方、補足のモデルにおいて、「ビジョンケイパビリティ」と「関係構築ケイパビリ

ティ」の間に、因果係数が 0.548であるため、企業のビジョンケイパビリティが強ければ

強いほど、関係構築ケイパビリティが強くなる。しかし、有意確率は 0.105 であるため、

0.05 の基準を超えてしまい、帰無仮説を棄却できない。すなわち、「ビジョンケイパビ

リティ」と「関係構築ケイパビリティ」の間に因果係数があるといえない。したがって、

補足のモデルにおいて、この両者間の因果関係がいまだに明らかでない。 

4 実証研究のまとめ  

本章では、共分散構造分析を使って実証研究を行った。実証研究から以下のことが明

らかになった。 

まず、企業のネットワークケイパビリティが、オープンイノベーションの活動を活発

にさせることが分かった。具体的には、本研究は三つの仮説を立て、それぞれのケイパビ

リティとオープンイノベーションとの関係を実証した。 

社内 R&D スピード←オープンイノベーションィ 

***は、有意確率が 0.001 未満であることを表す。 
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「ビジョンケイパビリティ」と「オープンイノベーション」について、企業のビジョ

ンケイパビリティが高ければ、オープンイノベーションの成果も多いことが分かった。ま

た、「ビジョンケイパビリティ」の観測変数は「外部連携意欲」と「必要技術明確度」で

あるため、企業は外部ネットワークを通じて問題を解決する意欲と外部から獲得したい技

術の明確度は、オープンイノベーションを活発化させる原因となる。 

「関係管理ケイパビリティ」と「オープンイノベーション」の間に強い相関関係が見

られるため、企業の関係管理ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーション

によるイノベーションを創出する可能性が高いという仮説を実証できた。企業は外部連携

相手とより長い時間の関係を維持すれば、より強い紐帯が結ばれる。そのため、互いに信

頼関係を築くことにより、情報がよりスムーズに伝達され、オープンイノベーションの成

功につながる。そのため、企業が連携相手との間に常にインフォーマル及びフォーマルな

コミュニケーションを維持することが重要となる。 

一方、実証の結果から見れば、「関係構築ケイパビリティ」について、企業の関係構

築ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションによるイノベーションを創

出する可能性が高いという仮説が支持されなかった。その原因は、前で述べたように、

「関係構築ケイパビリティ」は今までのない連携可能な相手を特定する能力だと考えられ、

弱い紐帯の構築に偏る能力であるため、「オープンイノベーション」と直接に結び付かな

い可能性があると想定した。その原因は、「関係構築ケイパビリティ」は「関係管理ケイ

パビリティ」を影響し、それを通じてオープンイノベーションに影響を与えるかもしれな

い。そのため、本研究は補足の実証研究を行い、三つのネットワークケイパビリティの間

の関係を検討してみた。 

補足の実証を実施してみた結果、「関係構築ケイパビリティ」と「関係管理ケイパビ

リティ」の間に、因果係数が 0.882 であり、有意確率が 0.015 であるため、両者間の強

い因果関係が見られる。つまり、企業の関係構築ケイパビリティが直接にオープンイノベ

ーションに影響を及ぼさないが、関係管理ケイパビリティを通じてオープンイノベーショ

ンに関連していることが分かった。 
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第6章 事例分析 

1 事例の選出  

本章では実証結果を確認し、オープンイノベーションへの理解を深めるために事例分

析を行い、Lucent と Cisco の事例を対象として選出した。Lucent 社と Cisco 社はどち

らも情報通信技術の分野を代表的する企業である。Lucent と Cisco の 2 社を研究対象に

選び、代表的な業界における代表的な企業の成功と失敗の軌跡を示すことで、オープンイ

ノベーションに対する理解を深めることができる。さらに、実際のビジネス界での実態か

ら、オープンイノベーションへの理解を深めるために、FCNT 社役員へのインタビューも

実施した。 

2 Lucent と Cisco のイノベーション戦略の比較 

Lucent 社と Cisco 社はどちらも情報通信技術の分野を代表的する企業である。Lucent

は老舗のリーダー企業である。後者は業界により新しく現れた企業である。業界の特性か

ら考えて、イノベーションはこれらの企業の存続と成長に最も重要な要素であるため、企

業は技術の持続的なイノベーションを重視し、瞬く間に変化する市場のニーズに応えなけ

ればならない。しかし、実際の過程において、両社は内部イノベーションを絶え間なく強

化した上、異なるオープンイノベーションと知識戦略を取り入れ、全く違う二つの結果を

もたらした。さらに、これらの既存情報による 2 社のケーススタディに加えて、FCNT 社

役員へインタビューを実施し、実際のビジネス界でのオープンイノベーションに対する理

解を深めた。 

1996 年 9 月、ベル研究所及び AT&T の機器製造部門が AT&T から離れ Lucent となった

(Lazonick and March, 2010, p.6)。Lucent の本部はアメリカのニュージャージー州マ

レーヒルに位置する。Lucent は世界トップの通信ネットワークデバイスサービスプロバ

イダーであり、サービスプロバイダー向けのインターネットインフラ、光ネットワーク、

無線ネットワーク、通信ネットワークのサポートおよびサービス分野においてトップの地
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位になっていた(Lazonick and March,2010,p.8)。 

1998 年から 2000 年までの間、Lucent は、ベル研究所の強大なイノベーション力を後

ろ盾とし、すぐにインターネット革命を推進する中核的な存在となった(Lazonick and 

March,2010,p.2,p.10)。Lucent は内部の研究開発を通じて、独自の優れた内部の知識

創造ケイパビリティを確立してきた。これまで長い間、この強力な内部の研究開発力は、

会社に大きな競争優位性と相当な経済的利益をもたらした(Lazonick and March,2010, 

p.16)。しかし、NEDO（2018，p.3）によれば、当時世界最先端の研究開発環境を誇った

同研究所の内部資源を総動員して次世代技術の開発に邁進したが、閉鎖的で内部資源に依

存した Lucent は、当時目立った研究開発機能を有しなかったシスコにその優勢を奪われ

ている。 

その原因として、Lucent は大手のサービスプロバイダーには大幅な割引価格で提供し、

大幅な割引は Lucent の収益を圧迫したうえ、前もって機器を購入したサービスプロバイ

ダーもそれ以降商品を求めることはなく、そのため Lucent の成長は続かなかった

(Lazonick and March,2010,p.38)。急いで成長率を高めようとしたばかりに、Lucent

は窮地に追い込まれ、将来の市場のニーズを予測する力も徐々に失っていった。急速な技

術の進歩と残酷な市場競争において、Lucent は迅速に外部環境の変化を理解できず、新

製品の開発で市場に遅れをとり、高速光ファイバーの分野で自社の強みを発揮するチャン

スを逃した(Lazonick and March,2010,p.9)。 

Cisco は、カリフォルニア州シリコンバレーのサンノゼに本社を置く世界トップのネッ

トワークソリューションプロバイダーである（大田・根来，2013，p.8）。2001 年のイ

ンターネット・バブル崩壊による、アメリカ経済の深刻な不況の影響を受け、Cisco は他

社と同様に一時業績を低下させたが、そのあと利益面ではいち早く急回復し、現在に至っ

てもネットワーク市場において最も成功している会社の一つである（大田・根来，2013，

p.8）。 

同じ業界で競い合っているが、ネットワークソリューション企業である Cisco は、
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Lucent とはまったく異なるオープンイノベーション戦略を採用した(Chesbrough, 2003b, 

p.35)。Cisco は自主研究開発とともに共同開発や M&A を行い、新製品を開発し、新しい

市場を開拓しようとした（Kraemer and Dedrick,2001,pp.12-13）。2008 年の世界的金

融危機にもかかわらず、Cisco の当年度の売上高は 395 億ドルで、前年度の 349 億ドルか

ら 13.2％増加という好結果（Cisco，2008 年決算により）を残した。 

Cisco は、外部の利害関係者グループと集中したオープンイノベーションネットワーク

を確立し、リードユーザーとオープンコミュニティを設立するなどして、イノベーション

業務を外部企業に委託し、業界内の企業と連携関係の構築に努力した (Kraemer and 

Dedrick,2001,pp.15-16)。Cisco は、ICT 業界の拡大と技術の複雑化しているため、一

つの企業が必ずしもすべての顧客ニーズを満たすとは限らないことを理解していた

(Kraemer and Dedrick,2001,pp.13-14)。 

Cisco は、社内の R&D を通じてコア製品のイノベーションのペースを維持し、一方、外

部環境の変化によって、研究開発コストやリスクの増加等の弊害も存在するため、Cisco

は M&A 戦略も採用した(Kraemer and Dedrick,2001,p.14)。Cisco は、M&A を積極的に

経営戦略に取り入れることにより成長してきた企業として広く認識されていると（大田・

根来，2013，p.6）が指摘した。Cisco は自身のネットワークケイパビリティを向上させ

るため、外部メンバーとのビジネス関係を確立、維持、またはより良くし、パートナーの

知識にアクセスする機会とルートを拡大しようとしている。Cisco はユーザーとの関係を

重視しながら、すべての市場を占領し、イノベーションのプロセスを内部化させるつもり

はなかった（Kraemer and Dedrick,2001,p.15）。それと同時に、Cisco は適切な外部

のイノベーションパートナーを見つけだし、または提携してパートナーとのイノベーショ

ン関係を確立しようとした。そのため、Cisco は有用な外部の異種知識を吸収し、企業の

知識ベースを強化し、豊富にさせるため、自身の知識吸収ケイパビリティの向上に成功し

たと考えられる。 

Cisco は、複数のマネージャーで構成される「イノベーション資金調達委員会」を設立

し(Cisco，2017)、会社の M&A、新規事業の開発を担当させた。マネージャーが部門の枠



（第 6章） 

142 

 

を超えたチームを形成することで、内部の障壁を打ち破り、意思決定のスピードを加速さ

せようと考えられる。 

この他に、Cisco は、協力と共有の社内文化の育成にも努めており、従業員が知識を共

有しないのは許されないことだということを認識させたうえで、さまざまな奨励を与えて

いる。2015 年、Cisco は初のユニークな全社的な Innovate Everywhere Challenge

（IEC）(Cisco，2015)というイベントを開始した。IEC はグローバルな部門横断イノベ

ーションコンペティションであり、毎年、70,000 人以上の従業員全員を招待し、イノベ

ーティブなアイディアを共有させる（Cisco,2020）。Cisco は、「チームを組み、ディ

スラプションし、イノベーション」という方針に沿って、すべての機能にわたって従業員

のコラボレーションを成長させ、強化することを支援する（Cisco,2020）。その目標は、

グローバルな破壊的思考を推進し、Cisco の従業員からイノベーションの機会を獲得しよ

うとすることが考えられる 

3 FCNT 社 

平成の 30 年の間、インターネットや携帯電話を中心とする ICT の著しい進化に伴い、

新たなサービスやビジネスが登場・普及するとともに、世の中の仕組みや人々のマイン

ド・行動様式は大きく変化した。特に携帯電話に代表される移動通信システムの進化・発

展は著しく、今では、人々の生活や企業の経済活動に必要不可欠なインフラにまで成長し

た（総務省，2020，p.6）。5G については、総務省（2020，p.19）は 4G までの移動体無

線技術の進化の延長線上にある超高速通信だけでなく、超低遅延通信及び多数同時接続と

いった 4G までには無かった新たな機能を持つ次世代の移動通信システムであり、これま

での人と人がコミュニケーションを行うことを想定したツールとしてだけでなく、身の回

りのあらゆるモノがネットワークにつながる IoT 時代の ICT 基盤として期待されている」

と説明した。 

事例研究の対象とする FCNT 社は、5G に対する開発投資やオープンイノベーションを前

向きに進み、その結果、いち早く、ミリ波にも対応することができた（FCNT 社ホームペ
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ージ，URL：https://www.fcnt.com/business/solution/technology.html）。FCNT 社

はクアルコムと協業し、Sub-6 とミリ波両方対応で世界最薄となる 5G スマートフォンの

リ フ ァ レ ン ス デ ザ イ ン 5G を 開 発 し た （ FCNT 社 ホ ー ム ペ ー ジ ， URL ：

https://www.fcnt.com/business/solution/technology.html）。利活用した製品開発

やサービスの提供を検討されている企業は、このリファレンスデザインを応用、活用する

ことで、様々な 5G 対応デバイスやソリューションを低コストで開発し、早期商用化を実

現できた（FCNT 社ホームページ，URL：https://www.fcnt.com/news/20200406.html）。 

3-1 FCNT 社の概要 

FCNT 社は、2016 年 2 月 1 日に創立され、本社は神奈川県大和市に位置し、現在、関西

オフィス、九州オフィスなど、日本全国で六ヶ所の事業所を有し（FCNT 社ホームページ

を参考）、2021 年 3 月現在、従業員数が 577 名であり、資本金は 91 億 9650 円である

（FCNT 社ホームページを参考）。FCNT 社は、携帯端末、情報処理及び SNS に関する商

品・サービス並びにシステムの研究、開発、設計、製造、販売、企画および保守・修理サ

ポートなど、ハードウェアとソフトウェアに関わる業務を両方ともに展開している

（FCNT 社ホームページ，URL：https://www.fcnt.com/aboutus/）。 

FCNT 社は、1991 年に、富士通移動通信事業本部として発足し、同年に、NTT ドコモ向

けの第 1 世代携帯電話端末「TZ-804」を発売した（森島，2006，p.268）。携帯端末事業

はコモディティ化が進むとともに、グローバルベンダーとの競争が激化し、このような環

境の中、富士通は 2016 年 2 月に携帯端末事業を行うモバイルフォン事業本部を分社化し、

富士通コネクテッドテクノロジーズ株式会社を創立した（FCNT 社ホームページ，URL：

https://www.fcnt.com/aboutus/）。さらに、2021 年 4 月に富士通コネクテッドテクノ

ロジーズ株式会社から FCNT 株式会社に社名変更し富士通グループから独立し、新設され

た FCNT 社は、「Creating New “Connects”」のミッションを掲げ、5G、IoT 時代に向

けた次世代端末の開発やソリューション、新たなサービスビジネスへの展開を加速させて

いる（FCNT 社ホームページ，URL：https://www.fcnt.com/news/20210401.html）。 
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3-2 FCNT 社の事業構成 

FCNT 社の事業は図表 6-1 で示すように、プロダクト、サービス、ソリューションの三

つの事業に取り込んでいる。 

そのうち、プロダクト事業における主要な製品は、個人向けの Arrows シリーズとらく

らくシリーズ携帯端末があり、そして法人向けの Arrows BZ シリーズである（FCNT 社ホ

ームページ，URL：https://www.fcnt.com/news/20211005-d.html）。2021 年 12 月に

最新発売されたジュニア向けの Arrows シリーズの「Arrows We」は、ユーザーのニーズ

に応えるため、長年こだわり開発を続けている堅牢さや画面の割れにくさ、指紋認証に加

えて、ウィズコロナの新生活様式に対応したアルコール除菌昨日を搭載した（FCNT 社ホ

ームページ，URL：https://www.fcnt.com/news/20211125-s.html）。らくらくシリー

ズでは、携帯電話初心者および 50 代以上の高齢者層をターゲットに見据えた携帯電話端

末シリーズであり、使いやすいデザイン・ユーザーインターフェースが特徴であり、

2022 年 2 月から新発売された「F-52B」モデルは、発売開始より 20 年を迎え、累計販売

台数 700 万台（FCNT 社ホームページ，URL：https://www.fcnt.com/news/20221012. 

html）を突破したらくらくシリーズの最新モデルである。Arrows BZ シリーズでは、コ

スト削減や業務効率向上のような課題を抱える法人に、それらの課題を解消するための設

備である。東京品川区、九州電力株式会社を含む 10 ケース以上の実績を有している

（ FCNT 社 ホ ー ム ペ ー ジ ， URL ： https://www.fmworld.net/product/phone/biz/ 

example/）。 

FCNT 社のソリューション事業は、エッジ AI を中心として展開していき、5G 及びロー

カル 5G 時代の IoT ソリューションを提供することを目的としている（FCNT 社ホームペー

ジ，URL：https://www.fcnt.com/business/solution/）。ローカル 5G の環境構築から

エッジ AI を活用したローカル 5G ソリューションを通じて、ユーザーや社会の課題解決に

注力し、例えば工場ソリューション、建設現場ソリューション、災害監視、交通などのイ

ン フ ラ 監 視 ソ リ ュ ー シ ョ ン が 挙 げ ら れ る （ FCNT 社 ホ ー ム ペ ー ジ ， URL ：

https://www.fcnt.com/business/solution/casestudy.html）。 

https://www.fcnt.com/news/20221012
https://www.fmworld.net/product/phone/biz/
https://www.fcnt.com/business/solution/casestudy
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FCNT 社のサービス事業の主力は「らくらくコミュニティ」である（FCNT 社ホームペー

ジ，URL：https://community2.fmworld.net/）。「らくらくコミュニティ」は、同社

携帯端末のらくらくフォンと類似した理念で展開されており、らくらくコミュニティ」が

狙う主要な客層はシニア層であり、共通の趣味や話題を通じて会員同士が交流できる安

心・安全な日本最大級のシニア向け SNS である（ FCNT 社ホームページ， URL：

https://community2.fmworld.net/）。2013 年にサービスを開始したらくらくコミュニ

ティは、2022 年１月末の時点で 250 万人の会員数を誇り、会員の約 8 割が 60 代以上で、

一日平均約 4 万件の投稿・コメント・リアクションが寄せられる活発な SNS である

（（FCNT 社ホームページ，URL：https://community2.fmworld.net/）。 

出典：FCNT 社ホームページより筆者作成 

3-3 5G 携帯端末市場の競争環境の変化 

3G の開始以降、携帯電話の急速な普及及び携帯電話を用いた様々なサービスの登場を

通じて、携帯電話を中心としたエコシステムが形成された（総務省，2020，p.16）。さ

らに、2020 年 3 月からは、日本で第 5 世代移動通信システム（5G）の商用サービスが開

始された（総務省，2020，p.31）。超高速通信、超低遅延通信、多数同時接続という特

徴を持つ 5G は、身の回りのあらゆるモノがネットワークに繋がる IoT 時代の基盤になる

と期待されている。特に、5G の登場により、タブレットとスマートフォンの利用が広が

ってきた。その後、眼鏡や腕輪として身に着けるウェアラブル端末が開発され利用が進ん

図表 6-1 FCNT の事業と主要製品 

プロダクトビジネス 

Arrows シリーズ、らくらくシリーズ、メーカブランド製品

向け端末、オリジナル商品、法人向け端末 Arrows BZ シ

リーズなど 

ソリューションビジネス 

エッジ AI ソリューション、ローカル 5G ソリューション、

コネクテッドビークルソリューション、設計・開発受託サ

ービス、5G エンジニアリングなど 

サービスビジネス 
「らくらくコミュニティ」、「らくらく湯旅」、「らくらくコ

ンシェルジュ」、「らくらくまめ得」など 

https://community2.fmworld.net/
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できている（総務省，2020，p.73）。 

図表 6-1 世界のスマートフォン出荷台数の推移及び予測 

 

出典：総務省（2021，p.40） 

注：2021 年から 2023 までの出荷台数は予測数である 

図表 6-2 が示すように、近年、スマートフォンの出荷台数は、「スマートフォンの普及

が進んだことから 2017 年をピークに減少に転換した」。さらに、総務省は白書において、

「2020 年は新型コロナウイルスの感染拡大による生産・販売・消費活動への影響により、

更に減少した」（総務省，2021，p.40）と説明した。特に、新型コロナウイルスにより

世界でパンデミックが起こり、多くの工場が閉鎖され、半導体の入手が困難になり、スマ

ートホンメーカーの需要に影響している。しかし、「今後の出荷台数・市場規模は 5G の

普及とともに増加に転じ、2023 年の出荷台数は 15.3 億台になると予想されている」と総

務省（2021，p.40）が説明した。 

ICT 市場調査コンサルティングのＭＭ総研（2022）の調査を見れば、2021 年に、日本
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国内のスマートフォンの総出荷台数は 3374.4 万台であり、前年と比べて 12.2％が増加し

た。そのうち、5G スマートフォンの出荷台数は 1960.9 万台であり、前年と比べて

213.6％増となり、5G スマートフォンの出荷台数は、スマートフォン全体の 58.1％（前

年比 37.3％増）を占める結果となった（ＭＭ総研，2022）。また、出荷台数をメーカー

別で見れば、1 位は Apple、2 位はシャープ、3 位はサムスン電子、4 位はソニー、5 位は

FCNT 社の順となった（ＭＭ総研，2022）。上位 5 メーカーで約 83％を占める結果となり、

ランク外ではあるものの OPPO や Xiaomi の出荷台数・シェアが伸びている（ＭＭ総研，

2022）。 

従来のスマートフォン市場では、主に Apple の iPhone シリーズと Android 陣営の競争

となっている。2007 年に Apple が発表したスマートフォン iPhone（Apple，2007）は、

その高いデザイン性で世界的に人気を集め、2009 年には Google が開発した Android を

搭載したスマートフォンも発売された（総務省，2020，p.15）。その後、第三者がスマ

ートフォン向けサービスをアプリとして開発し、配信できる仕組みが構築されていくこと

により、スマートフォン向け OS を提供する Apple や Google がプラットフォーマーとし

ての地位を確立することとなった（総務省，2020，p.17）。2021 年は Apple のシェアが

高まる中で（ＭＭ総研，2022）、Android のメーカー競争は激化しているといえるだろ

う。 

総務省と MM 総研の調査を見れば、まず、世界のスマートフォンの出荷台数は、スマー

トフォンの普及が進んだことから 2017 年をピークに減少に転じている（総務省，2020，

p.72）。一方、世界総出荷台数の減少にもかかわらず、日本国内の状況を見れば、2021

年日本国内のスマートフォン出荷台数は前年と比べ、12.2％の増加となった（ＭＭ総研，

2022）。特に 5G スマートフォンの出荷台数と対スマートフォン全体の比率は大幅に増加

する傾向がみられる（ＭＭ総研，2022）。そのため、新型コロナウイルスの収束と半導

体供給の平穏化に伴い、日本国内および世界の 5G スマートフォンの出荷数は今後、強く

増加する傾向に向かうことと考えられる。むろん、これからの 5G 携帯端末市場の競争が

一層激しくなる可能性があるかもしれない。 
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3-4 FCNT 社の携帯端末開発の事例 

前で述べたように、5G スマートフォンは、予測以上の規模で出荷されており、エンド

ユーザー側の 5G 環境は急速に整いつつある。主要なスマートフォンのメーカーは、2020

年に 5G 対応製品を次々と発売し、5G 時代へ急進している。4G までの移動通信システム

は、データ処理能力を確保し、高速・大容量通信の提供を目指したシステムであった。し

かしながら、通信速度、遅延時間などに限界があったことから、全てのユースケースへの

対応は困難なこととなった（総務省，2020，p.20）。それに対し 5G は、あらゆる利用シ

ナリオでユーザーが満足できるエンド・ツー・エンドの品質を提供するものとされており、

有線と一体として活用することで、「超高速」、「多数同時接続」、「超低遅延」という

3 つの異なる要求条件に対応することが可能な優れた柔軟性を持つネットワークでもある

（総務省，2020，p.72）。今回の 4G から 5G は、かなり大きな技術進化になり、既存の

プレイヤーのなかには、技術的に乗り越えられないというケースも出てくることになる

（高田，2020）。 

こういう状況の中で、FCNT 社は一刻も早く 5G 市場に参入した。FCNT 社は、5G に対す

る開発投資を前向きに進め、その結果、ミリ波にも対応することができた（FCNT 社，

2020）。FCNT 社は、クアルコム社と共同研究開発の協業関係を結び、両社が培ってきた

技術やノウハウを結集し、5G の利活用や普及の促進を目的に RF フロントエンドとアプリ

ケーションプロセッサ、モデムそれぞれがモジュール化された「 Snapdragon 865 5G 

Modular Platform」を開発した。当該プラットフォームを採用し、Sub-6 および技術難

易度の高いミリ波の両方を対応した 5G スマートフォンとしては世界最薄（FCNT 社，2020）

だという。リファレンスデザインの開発により、5G 対応スマートフォンの設計・製造に

おける低コスト化や薄型化、スマートフォン以外への技術応用が期待できる。 

リファレンスデザインはメイン基板にクアルコムの「Snapdragon 865 5G Modular 

Platform」を採用する。RF フロントエンドやアプリケーションプロセッサ、モデムがそ

れぞれモジュール化されている同プラットフォームの採用や、3 次元実装を用いた基板埋

め込み技術を利用し、FCNT 社は、部品を個別に実装するディスクリート実装と比較し、
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実装面積は約 35%、基板面積は約 20%の削減を実現し、基板構成をユニット化し、モジュ

ール厚の装置厚みへの影響を吸収することで装置厚 7.6mm の薄型化を実現している

（FCNT 社，2020）。 

FCNT 社（2020）によれば、ミリ波は伝送可能な情報量が多い反面、3G や 4G で利用さ

れてきた周波数帯に比べて極端に波長が短く、設計にはマイクロメートル単位での精度が

求められる。さらに、基板に高密度に配置された部品間のノイズ干渉を回避することや、

部品実装のばらつきによる大幅な特性の変化も柔軟に吸収できる高度な設計技術が求めら

れることから、ミリ波への対応は技術的難易度が高いとされている（FCNT 社，2020）。

FCNT 社ではミリ波対応の実現に、高周波信号の信号品質を確保できる低誘電基板の採用

や、アンテナ配置の自由度を高めるための接続用フレキを使用することで、薄型化と最適

なアンテナ配置を両立したという（FCNT 社，2020）。また、ミリ波の性能を確保するた

めに金属と樹脂のハイブリッド筐体を採用し、アンテナへの金属影響を除去しながら、3

個のミリ波モジュールを横向きに配置することで、全方向へのアンテナ放射を実現した

（FCNT 社，2020）。 

4 分析 

当初、Lucent は自身のベル研究所を頼りに業界の優秀な専門家を集めていた。会社は

知識創造ケイパビリティの強化に取り組み、知識の内部創造と商業化を活用して、優れた

技術的および経済的優位性を獲得した。オープンイノベーションに対しては、Lucent は

内部で創造された知識の外部の商業的応用を通じて相当な商業的利益を得た。しかし、

Lucent は安定したイノベーション収入を得ることが困難になり、知識の内部創造の継続

性が弱まった。 

それに対して、Cisco 戦略では、まず、内部の知識創造ケイパビリティを向上させるこ

とによってコアテクノロジーの優位性を維持し、自身の知識ベースを充実させた。さらに、

有用な外部知識、特許などを発見し、吸収ケイパビリティを利用し、外部の有用な知識を

取得、消化、および利用することを実現できた。 
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ハイテク産業における新しい知識のニーズはより急速に出てきている。知識及び知識

の創造はより複雑になり、技術のライフサイクルの短縮は、研究開発における投資のリス

クの急速な増大につながった。このような背景の下で、Lucent はオープンイノベーショ

ンの有利な機会をうまく活用できなかった。Lucent が取り入れたクローズドイノベーシ

ョン戦略は、外部の利害関係者が自身のイノベーションシステムに組み込まれておらず、

研究開発のコストとリスクを完全に負担したうえに、余計な知的財産権を持って、知識の

創造のスピードと商業化の有効性が影響を受けた。それから、Lucent はアウトバウンド

型オープンイノベーション戦略を取り入れ、知識の外部の商業的応用から利益を得ようと

考えたが、知識の内部創造ケイパビリティの改善と向上をおろそかにしたため、Lucent

の市場志向が不明確になってしまった。これもまた、Lucent のマネジメント能力の問題

を反映している。 

Cisco は、初期段階で、自主研究開発、共同開発、模倣を組み合わせた技術イノベーシ

ョン手法を取り入れていたため、会社は十分にスキャン及び吸収ケイパビリティの強化に

力を入れることができた。その後、オープンイノベーションの段階において、Cisco はコ

ア知識の内部の創造を維持しながら、共同創造、購入、クロスライセンス、およびその他

の多くの方法を用いた。そして、外部の利害関係者の知識創造リソースを最大限に活用し、

速やかかつ効果的に様々な知識を獲得し、自身の知識ベースを大幅に充実させ、企業の知

識創造ケイパビリティを向上させた。さらに、Cisco オープンなライセンスの方法をとっ

て、余計な知的財産権を譲渡し、外部の商業化と通じて利益を得て、さらに社内の研究開

発と M&A に資金を投じた。特に Cisco が大幅な成長を遂げた後、M&A は Cisco が新技術

を取得するための重要な方法になった。M&A を通じて、Cisco はイノベーションの価値が

ある数多くの特許技術を自社内にもたらした。また、新興企業に対する M&A は、Cisco に

とって新しい市場を開拓するのに役立つ。ほかに、Cisco はイノベーション、協力、共有

を主とした組織文化を作り上げ、柔軟な組織の雰囲気を作り出し、オープンイノベーショ

ンの戦略的変化に適応した。 

第 3 章で述べたように、オープンイノベーションにおけるネットワークケイパビリティ

はビジョンケイパビリティ、関係構築ケイパビリティ、関係管理ケイパビリティの三つの
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要素で構成されている。また、共同研究開発は、オープンイノベーションを代表できる主

要な活動である（米山等，2017，p.46）。本節では、FCNT 社の事例を通じて、同社のネ

ットワークケイパビリティを論じてみる。 

（1）市場参入の加速化を目的としたビジョンケイパビリティ 

FCNT 社とクアルコムによる 5G リファレンスデザインのオープンイノベーションの事例

から見れば、当時、4G から 5G に移るときに、携帯電話というのはジェネレーションが変

わる時、普及するにはすごく時間がかかる。特に、リファレンスデザインの開発は、

FCNT 社自社が設計・生産するスマートフォンに活用されるだけでない。2020 年以降、5G

の商用サービスの開始やローカル 5G の導入がグローバルに本格化する中、本リファレン

スデザインを応用・活用することで様々な 5G 対応デバイス・ソリューションの低コスト

開 発 と 早 期 商 用 化 を 実 現 で き る （ FCNT 社 ホ ー ム ペ ー ジ ， URL ：

https://www.fcnt.com/news/20200406.html）。そのため、リファレンスデザインの技

術を持っている FCNT 社は、自社製品だけでなく、将来に数多くの企業との協業、連携関

係を築くことが可能となるだろう。半導体会社であるクアルコム側では、いち早く 5G を

立ち上げ、実際にスマートフォンの形に製品化のニーズを抱え、これは、両者が協業関係

を結ぶきっかけとなり、あとのオープンイノベーションが成功する基礎と考えられる。 

FCNT 社のオープンイノベーションの状況を確認のため、筆者は 2021 年 12 月に FCNT 社

執行役員常務の井上直幸氏に対するインタビューを行った。FCNT 社は、今回のオープン

イノベーションの成功を通じて、いち早く市場参入できるというメリットがあると考えら

れる。クアルコムでは、この機会に、半導体をリファレンスデザインとともに、幅広く世

の中に提供できるというメリットがある（井上氏に対するインタビューから得た情報） 1。 

こう見れば、FCNT 社とクアルコムは両方とも、オープンイノベーションを取り込む際

に、それを通じて達成したい目的は明確であると言える。実際、オープンイノベーション

を評価する一つの指標は、市場参入するまでの時間を短縮させること（Greco，Grimaldi 

and Cricelli，2018，p.3）と指摘される。両社は、「5G にいち早く市場参入したい」、
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「リファレンスデザインの製品化」など、明確化した目標を掲げ、積極的に共同研究開発

に取り込んでいた。さらに、FCNT 社はそれを機会とし、将来に 5G 領域をめぐって新たな

協業パートナーを探索する強いビジョンを持っている。 

オープンイノベーションをめぐる論点の一つとして、一つの会社では、すべてのもの

を自社内で作ることができないというところにある。それについて、井上氏は以下のよう

に語った。「クアルコムとのハードウェアの開発においても、オープンイノベーションは

特別なものではない。ソフトウェアであればオープンソースを使って我々がその上でどう

カスタマイズするかどうか、その中で、オープンソース側にもフィードバックしてなど。

今の世の中で、企業活動のほぼすべてがオープンイノベーションと言える」。要は、

FCNT 社に対し、オープンイノベーションはむろん重要なものであり、常に企業外部の力

と連携する考え方が浸透されている。 

（2）パートナー探索の仕組み 

第 3 章で述べたように、自社は外部連携を通じて達成したい目標が明確化したら、その

次は適当な外部組織を探索・評価し、実際の連携関係を締結する段階になる。この段階に

おいて、企業の関係構築ケイパビリティが重要となる。 

FCNT 社は、強い外部連携意欲と明確化した目標を持っている。その上で、井上氏によ

れば、「ビジネスとして達成したいターゲットがあったときに、どれだけ早く到達できる

かという視点で、我々が持っていないものを持っているパートナー」を探索することは、

連携パートナーを選別するときに、重要な基準と考えられる。一方、技術や業務面で異な

る相手だとしても、「ある程度ゴールに向けた方向性が合っていること」は重要であるこ

とが指摘される。 

そのため、オープンイノベーションというのは、連携相手は同業種に限らない。特に

今の時代では、企業が必要となる技術や知識は、各業種に散在している。より多くのオー

プンイノベーションの可能性を求めるには、FCNT 社はいくつかのチャンネルや手法でパ
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ートナーを探索している。 

FCNT 社がパートナーを探索するため、最も重要な手法は既存のビジネスの関係先の中

から探り出すことである。例えば、前で述べたクアルコムとのオープンイノベーションの

件について、古く遡れば 2000 年頃からすでに協業しあう経験があった。井上氏によれば、

「ビジネスが続いている限り、10 年 20 年とか、その後一緒に仕事をやることは、結構あ

る」と語った。その原因の一つは、既存のビジネスの関係の延長線上からパートナーを探

索するほうが、比較的に連携締結やプロジェクト成功の確率はより高いと考えられるだろ

う。 

また、既存関係の中からパートナーを探索するほかに、FCNT 社は多様化した手段で連

携可能な相手を探り出すことに努力してきた。例えば、FCNT 社は産学連携プラットフォ

ームや、国のプロジェクトの形で、オープンイノベーションの可能性を求めていると考え

られる。例えば、2021 年 12 月、FCNT は「Japan IT Week オンライン」内「IoT & 5G

ソリューション展」に出展した。同展示会は、出展社による一方的な情報発信ではなく、

コミュニケーションの場であり、リアル展示会場さながらのリアルタイム性が特徴である

（RX JAPAN，2021）。展示会を通じて、FCNT は強みである 5G ソリューションを来場者

にアピールできる。来場者は、メーカー、国・自治体、流通、通信など、幅広く数多くの

企業や組織を含み、連携パートナーを探り出す有意義な場だと考えられる。 

また、産学連携について、2021 年 9 月に FCNT は早稲田大学と産学連携による共同研究

論文を発表した（FCNT 社，2021）。SNS 上の活動データの解析を通じて、ユーザーのま

とまりを特定し、サービスやコンテンツの企画および推薦を支援する枠組みに関する研究

である（鷲崎等，2021）。今回の共同研究は、FCNT のサービス事業「らくらくコミュニ

ティ」に適用され、ユーザーの興味関心に合わせたコンテンツ提供が可能となり、ユーザ

ーの活性化および広告などのマーケティングの最適化に活用できると考えられる。 

そのほか、技術仲介者の活用でオープンイノベーションを活発化させることは、オー

プンイノベーション研究の主要な論点の一つである（米山，2015，p.8）と指摘された。
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井上氏によれば、FCNT 社も技術仲介者を利用していることがあるが、「まだ主体になら

ない」と評価した。 

こう見れば、FCNT 社の連携パートナーの属性は豊富であり、クアルコムのような業界

内大手企業だけでなく、大学による産学連携、国・自治体との連携関係も構築している。

なお、FCNT 社は既存関係の延長線に連携関係やプロジェクトを探索するほかに、展示会、

AI 開発コンペティションなどのチャンネルを通じて、新たなオープンイノベーションの

機会を求めようとする姿を示している。 

（3）Win－Win 関係の重視 

前で述べたように、FCNT 社とクアルコムは、今回の 5G リファレンスデザインの共同開

発だけでなく、20 年前からすでに両社が協業しあう経験があることが分かった。このよ

うな長期的、協調的取引関係では、共通する問題に対し、共同問題解決が図られる（真鍋，

2002，p.2）。 

井上氏によれば、過去の共同研究開発の件において、連携パートナーと良い関係を構

築することが重要であり、そのため、「Win－Win 関係をどう作るかはポイントとなる」。

下野（2013，p.60）によれば、取引関係に生じる利得の公正な分配やおける Win-Win ゲ

ームの好循環という条件が揃ってから、連携相手の間に信頼関係が生成される。さらに連

携相手との情報伝達がスムーズになることにつなげる。 

Win-Win 関係の構築について、自社と相手の利益の両方を考えるべきである。一方、オ

ープンイノベーションでは、努力に対するリターンを両方が期待しているわけである。そ

こに対する利益配分の調整は大事だが、失敗することも多いようである。 

こういう良好な連携関係を構築し、Win-Win の実現に向けて、FCNT 社は多様化したチ

ャンネルを通じて連携パートナーとコミュニケーションしている。例えば、発注と下請け

の関係で、メールや対面でのコミュニケーションがありながら、場合によって個人間のコ
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ミュニケーションもある。また、正式なコミュニケーションのほか、FCNT 社はリーダー

や研究開発の担当員の個人的なネットワークも重視する。さらに、このような個人間ネッ

トワークから、新たな連携関係やオープンイノベーションの機会が生じるケースがあると、

井上氏が紹介した。 

（4）オープンイノベーションにおける FCNT が抱える課題 

本節で述べてきた内容から見れば、FCNT 社は明確化した目標を持ち、多様化した外部

連携パートナーと関係を構築し、オープンイノベーションの推進に努めてきた。一方、オ

ープンイノベーションの活発化に向けて、FCNT 社が抱えている課題はいくつかが挙げら

れる。 

まず、オープンイノベーションのケースが評価しにくい点である。オープンイノベー

ションでは、技術的な側面とマーケットの側面がある。両方が成功して初めてオープンイ

ノベーションが成功したと言える。しかし、井上氏によれば、「マーケットというのは、

将来のものをどう捉えるかという問題であり、それを予測するのは非常に難しい」。なの

で、技術面の開発だけに着目して、オープンイノベーションが成功したかそうではないか

を判断することができないと考えられる。たとえ技術的にうまくいくとしても、マーケッ

トの成功につながるとは限らない。そのため、オープンイノベーションのマーケットの面

をいかに評価することや、技術面の収益をマーケットの収益に転換することが課題となっ

ている。 

そして、オープンイノベーションを活発化させるためには、組織の調整は必須である。

この点について、井上氏は、「常に人材のスキルをアップデートし続ける」ことの重要さ

を強調した。技術面はもちろん、ビジネスの仕方、あるいはマーケットの開拓では、今の

時代では急速に進化していく。そのため、進化している最先端の組織状態あるいは人材を

キープし続けることが、特にオープンイノベーションみたいな新しいことを短期間で成功

させようとする場合には重要と考えられる。 
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そのほか、オープンイノベーションが失敗する場合では、撤退するときのコストはケ

ースバイケースで、ものすごく大きな負担になる可能性があることと、井上氏が指摘した

FCNT 社は日本国内やアジアだけに限らず、目的を達成できるパートナーがいれば、世界

中にどこであろう進出していきたい姿勢が現れる。海外相手との連携が失敗した場合、そ

れに伴いコストがより大きくなる恐れがある。原因の一つとしては、各国では、法律の解

釈が異なるためである。また、訴訟が長引く状況が発生する場合でもある。そのため、特

にグローバルでオープンイノベーションを取り込む際に、最初のところから慎重に進めな

いと、失敗したときに出口に出られないことがありうる。 

本章では、オープンイノベーションを取り込む FCNT 社の事例を取り上げ、5G に参入す

る際に携帯端末開発の事例を分析した。そして、事例に基づき、オープンイノベーション

のパラダイムにおいて FCNT 社が持っているネットワークケイパビリティを論じて試みた。 

FCNT 社は、5G にいち早く市場参入するという明確化した目標を掲げた。その上で、補

完的技術を有するクアルコムとの協業より、5G リファレンスデザインの共同研究開発に

成功した。さらに、FCNT 社はこのリファレンスデザインを自社の携帯端末に活用させる

だけでなく、将来に 5G 領域をめぐって新たな協業パートナーを探索する強いビジョンを

持っている。FCNT 社は既存関係の延長線に連携関係を探索しながら、展示会、産学連携、

技術仲介などの手法を活用し、異なる属性の相手と連携関係を築き、より多くのオープン

イノベーションの可能性を見つけようとしている。なお、連携パートナーとの単一関係に

おいて、Win－Win 関係を構築するために、利益配布の調整が重要だと分かった。また、

連携パートナーの間に、正式的および個人間のコミュニケーションがより良好な連携関係

の構築に役立つだけでなく、さらに新たなオープンイノベーションの可能性を示唆してい

る。 

一方、第二章で述べたように、オープンイノベーションでは、企業に利益をもたらす

と同時に、リスクやコストももたらすかもしれない。オープンイノベーションの成功に対

する評価や捉え方は、マーケットの複雑性により、困難なこととなっている。そのため、

オープンイノベーションの収益を正確にとらえない場合では、リーダーにネガティブなフ
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ィードバックを与え、さらに今後のビジョンにマイナスな影響を与えると考えられる。ま

た、オープンイノベーションの活発化を実現するための組織変革や人材育成は不可欠であ

る点が、多くの研究に言及されている（加藤，2010，p.41；小島等，2013，p.331；

Whelan et.al.,2011,pp.43-44）。こういう課題では、企業がオープンイノベーション

を取り込む際、阻害要素になると同時に、企業により強いネットワークケイパビリティを

求めることを示唆している。 

 

1 FCNT のオープンイノベーションの状況を確認のため、筆者は 2021 年 12 月に FCNT 執

行役員常務の井上直幸氏に対するインタビューを行った。インタビュー調査では、井上氏

に研究の目的、意義、方法、研究参加の自由意思の尊重、研究目的以外に使用をしないこ

とについて文書と口頭で説明し、同意を得てから実施した。 
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第7章 結論と今後の課題 

1 本研究の結論  

本研究は、オープンイノベーションのパラダイムにおいて、企業が必要となるネット

ワークケイパビリティについて検討した。 

第 1 章で述べたように、近年、日本の研究開発効率は主要国の中で低い水準にとどまっ

ている（内閣府，2011，p.177）。イノベーション力の低下を解決するためには、自前主

義から脱却し、自社にないあるいは開発困難な技術を、企業の外部から調達することで、

イノベーションを効率化させる必要があると考えられる。 

また、グローバル化の進展や競争が激化する中で、研究開発をめぐる環境が大きく変

化している。デジタル化・モジュール化の進展により、技術革新のスピードが日々加速し

ている。それに加え顧客ニーズの変化も多様化し、製品ライフサイクルの短縮化が進んで

いる様子がうかがえる。 

日々進化している科学技術とともに、知識分野の分化と深化が進み、企業がそれらの

先端技術を手に入れるのはますます困難なことになってしまう。それに加えて、激しい競

争において企業に短期的に業績向上の能力が必要であり。それを実現するために、企業が

より多くの知識や技術を獲得しなければならない。 

しかし、企業は、その技術力にもかかわらず、イノベーションを起こすに必要なあら

ゆる資源と技術を持つことはできない。これで、企業が競争優位を獲得しようとするには、

もはや以前のクローズドイノベーションだけに頼ることができない。オープンイノベーシ

ョンでは、企業にとって必須の戦略といってよいだろう。 

そして、オープンイノベーションの流行に伴い、組織のネットワーク化が加速してい

る。外部ネットワークの形成はオープンイノベーション成功要因の一つであるネットワー
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クの繋がりにより、企業は自社社内が持っておらず、または自社能力で生成できない知識

にアクセスできるようになった。企業を取り込む外部とのネットワークが、企業のイノベ

ーション創出に影響することが認識されている。 

本研究第 2 章は主に従来のオープンイノベーションに対する先行研究の整理である。ク

ローズドイノベーションのパラダイムにおいて、企業は、主に独自の創造性と内部で市場

化させるアプローチに依存していると考えられる。いわば、社内研究開発は戦略的資産と

みなされ、業界で競合他社の参入を阻もうとの姿勢がした。 

しかし、市場の不確実性が増すと、大企業も既存技術・既存事業の発展型である自社

資源に依存した垂直統合モデルで、短期間で市場ニーズを満たす製品・技術を開発し長期

的に収益を上げ続けることが困難である状況に直面し始めた（NEDO，2016，p.3）。さら

に、流動性が高まることで、これまで社内に抱えていた優秀な人材やアイディアの外部流

出等の影響も受け始めると、いよいよ外部資源に頼らざるを得ない状況に追い込まれ、

「クローズド」な環境によるイノベーションが限界を迎えた。 

そこで、Chesbrough（2003a,p.93）は、従来のクローズドイノベーションと区別され

るオープンイノベーションの概念を提案した。企業は社内外のアイディアを企業のアーキ

テクチャに統合し、社内のイノベーションは外部チャネルを通じて市場化され、あるいは

外部のアイディアを内部に吸収して事業化する可能性もあるだろう。要するに、オープン

イノベーションにおいては、企業と外部環境の境界が浸透しやすく越えられるようになる。 

オープンイノベーションとイノベーションパフォーマンスの関係について、いくつか

の研究（ Becker and Dietz， 2004,p.216； Keupp and Gassmann， 2009,p.338；

Leiponen and Helfat，2010，p.234；）では、この 2 つの間に正の相関があることを明

らかにした。 

しかし、開放性の高いことが企業のイノベーションパフォーマンスに及ぼす悪影響も

無視できない。Laursen and Salter（2006,p.135）の研究は、開放性の幅と深さとイノ
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ベーションパフォーマンスの間に逆 U 字の関係があることを示した。 

開放性の高いことが企業のイノベーションパフォーマンスに及ぼす悪影響も無視でき

ない。イノベーションパフォーマンスに対する開放性の悪影響は、主に企業の独立した研

究開発能力を減少させ、外部イノベーションソースへの依存によるコア技術の消失を促進

することにある。過剰な開放性は、企業の資源の集中力が分散することにつながり、企業

が外部技術への依存度が高くなることで研究開発能力が低下する可能性がある。 

また、企業にとってイノベーションの創出には、オープンイノベーションという手法

はもはや不可欠な要素だと考えられる。一方、過度にオープン化する問題が存在するため、

企業にとってオープンイノベーションを一定程度にコントロールしなければならない。い

たがって、企業にとって、完全にクローズドと完全にオープンすることを避けるべきであ

る。そのバランスを把握し、適当にオープンすることが企業にとって重要な課題であると

明らかにした。 

オープンイノベーションにおいて、企業に新たな能力あるいはケイパビリティが求め

られていると考えられる。 

そこで、本研究は第 3 章で、企業のオープンイノベーション活動を、社会的ネットワー

ク理論の視点から分析した。企業は外部組織との間に存在するネットワーク関係を生成、

発展、制御する能力は、ネットワークケイパビリティと言ってもよいだろう。こういうネ

ットワークケイパビリティを有する企業は、よりオープンイノベーションを活発化させる

ことができ、イノベーションの創出に役立つ。さらに、安定的な収益をキープするために

は新たな価値を創出するイノベーションが不可欠である。 

そこで、企業にとって、ネットワークにおいて、どのような能力が必要なのか、本研

究は先行研究を踏まえて、ネットワークケイパビリティの重要性を検討してみた。 

既に先行研究ではネットワークケイパビリティについて各視点で論じられているが、
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本研究では、企業が取り巻くネットワークには、ダイナミック性の特徴があるため、企業

がネットワークに参加するプロセスを、ネットワークの発動、アクターとの関係構築、関

係管理の三つのステップに分けている。それぞれにビジョンケイパビリティ、関係構築ケ

イパビリティ、関係管理ケイパビリティが必要であると考えた。 

また、トップの意思決定が重要であり、特に自社がネットワークから獲得したい技術

を明確に把握し、さらにそれに基づいて問題の解決策を企業外部で探す意欲をどれほど持

っていることが重要である。オープンイノベーションの下、ネットワークに対するビジョ

ンは、イノベーション、協力、冒険などを特徴とする企業家精神の能力反映である。また、

オープンイノベーションの流行に伴い、企業が外部連携パートナーを探す手段の豊富さも

重要であろう。例えば、技術仲介業者の活用によって、より多くの異なるタイプの外部組

織と連携関係を構築できる。異質な情報にアクセスすることによって、イノベーションを

活発化させることに役が立つ。 

先行研究を踏まえたうえで、第 4 章で以下の仮説を導き出し、実証分析の概要を説明し、

第 5 章でアンケート調査の方法を用いて、実証研究を行った。回収したデータを共分散構

造分析方法で分析して、本研究の仮説を実証した。 

仮説の設定は、以下のようになる。 

仮説 1：企業のビジョンケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 

仮説 2：企業の関係構築ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 

仮説 3：企業の関係管理ケイパビリティが強いほど、企業がオープンイノベーションに

よりイノベーションを創出する可能性が高い 
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実証研究の結果、仮説１と仮説 3 が支持され、仮説 2 は支持されなかった。 

まず、明確化した目的を持って外部ネットワークを積極的に活用しようとする企業は、

より良いオープンイノベーションのパフォーマンスを実現できると考えられる。また、企

業は既存する連携関係に対し、定期的かつ正式なコミュニケーションのみならず、社員間

の不定期的かつ個人的なコミュニケーションも重要であろう。それに加え、共同の目標を

達成するために最後まで連携関係を維持できれば、アクターが相互的に強い信頼関係を築

くことをでき、情報や知識をアクターの間によりスムーズに伝達することを想定できる。

それはオープンイノベーションの成功にとって要因の一つだと考えられる。 

「仮説 1」の実証結果からは、ビジョンケイパビリティに関して、企業が外部ネットワ

ークを通じて問題を解決する意欲と外部から獲得したい技術の明確度は、オープンイノベ

ーションを活発化させる原因となることが明らかになった。また、「仮説 3」の実証結果

からは、関係管理ケイパビリティに関して、企業が連携相手との間に常にインフォーマル

及びフォーマルなコミュニケーションを維持することが重要であることが明らかになった。 

一方、「仮説２」で関係構築ケイパビリティの役割が実証されなかった原因としては、

関係構築ケイパビリティは今までのない連携可能な相手を特定する能力だと考えられ、弱

い紐帯の構築に偏る能力であるため、オープンイノベーションと直接に結び付かない可能

性があると考えられる。Granovetter（1973,p.1364）によれば弱い紐帯は、強い紐帯を

つなぐブリッジとして機能し、価値ある情報が広く伝わっていく上で非常に重要な役割を

果たす。それに加え、弱い紐帯は強い紐帯に変化していく可能性もある。そのため、本研

究では関係構築ケイパビリティは関係管理ケイパビリティに影響し、それを通じてオープ

ンイノベーションに影響を与えるかもしれないと、改めて想定し、補足の実証研究を行っ

た。補足実証研究の結果、企業の関係構築ケイパビリティが関係管理ケイパビリティに影

響していることが確認できた。したがって、より多くのかつ異質な外部組織と連携関係を

築くことによって、企業が単一リレーションをうまく管理することを示唆していることが

明らかになった。 
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第 6 章では、実証結果を確認し、オープンイノベーションへの理解を深めるために事例

研究と行い、Lucent と Cisco の事例を対象として選出した。さらに、実際のビジネス界

での実態から、オープンイノベーションへの理解を深めるために、FCNT 社役員へのイン

タビューも実施した。 

オープンイノベーションに対しては、Lucent は内部で創造された知識の外部の商業的

応用を通じて相当な商業的利益を得た。しかし、ハイテク産業における新しい知識のニー

ズはより急速に出てきている。知識及び知識の創造はより複雑になり、技術のライフサイ

クルの短縮は、研究開発における投資のリスクの急速な増大につながった。このような背

景の下で、Lucent はオープンイノベーションの有利な機会をうまく活用できなかった。

Lucent は安定したイノベーション収入を得ることが困難になり、知識の内部創造の継続

性が弱まった。 

それに対して、Cisco 戦略では、まず、内部の知識創造ケイパビリティを向上させるこ

とによってコアテクノロジーの優位性を維持し、自身の知識ベースを充実させた。さらに、

有用な外部知識、特許などを発見し、吸収ケイパビリティを利用し、外部の有用な知識を

取得、消化、および利用することを実現できた。Cisco が大幅な成長を遂げた後、M&A は

Cisco が新技術を取得するための重要な方法になった。M&A を通じて、Cisco はイノベー

ションの価値がある数多くの特許技術を自社内にもたらした。ほかに、Cisco はイノベー

ション、協力、共有を主とした組織文化を作り上げ、柔軟な組織の雰囲気を作り出し、オ

ープンイノベーションの戦略的変化に適応した。 

FCNT 社では、クアルコムとの 5G リファレンスデザインのオープンイノベーションの事

例から見れば、FCNT 社とクアルコムは両方とも、オープンイノベーションを取り込む際

に、それを通じて達成したい目的は明確であると言える。 

今の時代、企業が必要とする技術や知識は、各業種に散在している。より多くのオー

プンイノベーションの可能性を求めるには、FCNT は社いくつかのチャンネルや手法でパ

ートナーを探索している。FCNT 社の連携パートナーの属性は豊富であり、クアルコムの
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ような業界内大手企業だけでなく、大学による産学連携、国・自治体との連携関係も構築

している。なお、FCNT 社は既存関係の延長線に連携関係やプロジェクトを探索するほか

に、展示会、AI 開発コンペティションなどのチャンネルを通じて、新たなオープンイノ

ベーションの機会を求めようとする姿を示している。 

前で述べたように、FCNT 社とクアルコムは、今回の 5G リファレンスデザインの共同開

発だけでなく、20 年前からすでに両社が協業しあう経験があることが分かった。このよ

うな長期的、協調的取引関係では、共通する問題に対し、共同問題解決が図られる（真鍋，

2002，p.2）。いわゆる Win－Win 関係をどう作るかはポイントとなる。 

2 今後の課題  

以上のように、本研究は、オープンイノベーションを取り込む企業にとって、ネット

ワークケイパビリティの重要性を検討してみた。オープンイノベーションのパラダイムに

おいて、組織と組織の関係がネットワーク化する状況を直面する企業は、自らのネットワ

ークケイパビリティを強化しなければならない。しかし、本研究においていくつかの問題

が解決されなかった。 

まず、企業の関係構築ケイパビリティがオープンイノベーションに対する影響は明ら

かではない。前で述べたように、関係構築ケイパビリティは弱い紐帯を結ぶ能力の体現と

考えられる。一方、弱い紐帯の重要性を認識し、それを強化する企業が多くとは言えない。

したがって、いかに企業で同時に強い紐帯と弱い紐帯が統合されたハイブリッド型紐帯を

構築することが、研究すべき課題として浮かび上がった。 

本研究は補足の実証研究において、関係構築ケイパビリティと関係管理ケイパビリテ

ィの関係を実証できた。しかし、ビジョンケイパビリティ、関係構築ケイパビリティ、関

係管理ケイパビリティの三者間の関係についての研究はそれほど多くないと考えられる。

そのほか、第 2 章で、本研究は、開放性の概念について説明した。オープンイノベーショ

ンのプラス面を強調しすぎて、オープンイノベーションのリスクを見落としていると言え
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る。したがって、オープンイノベーションの開放性の度合いの問題は、さらに深く掘り下

げて分析する必要がある。 

最後に、本研究は独自のネットワークケイパビリティのフレームワークを提案し、そ

れがオープンイノベーションに寄与することを明らかにしたが、企業がいかにしてネット

ワークケイパビリティを構築・強化するかについては議論できなかった。そのケイパビリ

ティ構築の手法を明らかにすることが今後の課題として残されている。また、本研究では

ビジネス界における実態については、FCNT 社へのインタビューを実施したにすぎないの

で、今後は他業種等、複数社へのインタビューが必要であり、今後の研究として取り組み、

本研究を一層深めていきたいと考えている。 
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付録：アンケート本文 

亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科 

「企業におけるイノベーションマネジメントに関する調査」ご協力のお願い 
拝啓 

貴社ますますご隆盛のこととお慶び申し上げます。平素は、本学の教育・研究活動にご理解賜り、厚く御礼申し上げます。 

私どもアジア・国際経営戦略研究科は、我が国で初めて「日中ビジネス」に焦点を当てたカリキュラムを構成し、日本と中

国を中心にアジアならびにグローバルなフィールドで活躍する次代のビジネスリーダーの育成を目指し、2006 年度に開設され

ました。本研究科の一つの大きな特色は、中国・アジアで現在事業展開している、あるいは今後展開を予定している企業の実態

に基づく教育研究を推進していることにあり、産業界からも広くご支援賜っております。 

さて、本日は、当研究科のこうした教育・研究活動の一環として、我が国企業のイノベーションマネジメントについて実態

調査をすべく、書面にてご協力をお願い申し上げる次第であります。現在グローバルな市場では、先進諸国や韓国、台湾はもち

ろん、新興国企業との激しい競争が展開されており、大きな成長の機会と同時に、厳しい競争に敗退すれば世界市場から駆逐さ

れるという危険に、多くの企業は直面しております。こうした問題意識に基づき、当研究科在籍学生は共同で、注目される我が

国企業のイノベーションマネジメント実態を明らかにすべく、本調査を実施するものであります。つきましては、本調査の趣旨

について何卒ご理解賜り、ご回答くださいますよう伏してお願い申し上げます。調査は、修士論文等の学術的論文作成を主たる

目的とするものであり、調査結果につきましては、統計的に処理いたしますので、個別の企業名等が公表されることはありませ

ん。ご回答は、下記【ご回答要領】をご参照の上、質問紙に直接ご記入ください。また、ご多忙中大変身勝手なお願いではあり

ますが、 

2020年 11月 20日（金）までに同封の返信用封筒にて質問紙をご投函 

いただければ幸甚に存じます。 

末筆ながら、貴社の益々のご発展を心よりお祈り申し上げます。 

敬具 

亜細亜大学 教授 伊藤善夫 

【備考】 

本調査の対象企業は、2020 年 10 月時点で、我が国上場企業のうち、直近の決算にて、研究開発投資を計上している企業 1958

社を対象にしております。 

【本件お問合せ先】 

亜細亜大学 伊藤善夫研究室（e-mail：yito＠asia-u.ac.jp、tel：0422-36-1624） 

※残念ながらご回答いただけない場合には、誠にお手数ですが、本質問用紙につきご処分くださいますようお願い申し上げます。

（ご返信は不要です。） 

【ご回答要領】 

 ご回答は本質問紙に直接ご記入ください。 

 設問が該当しない場合や、ご回答が困難な設問については、空欄のまま次の設問へお進みください。 

 ご回答は、特に指定の無い限り、直近の決算時点を現在としてお答えください。 

 次のような場合には、例示しましたようにご解釈いただき、該当する番号一つに○をお付けください。 

 1 2 3 ④ 5 6  

A で あ る 
            

B で あ る 
非
常
に
Ａ
に
近
い 

Ａ
に
近
い 

ど
ち
ら
か
と
言
え

ば
Ａ
に
近
い 

ど
ち
ら
か
と
言
え

ば
Ｂ
に
近
い 

Ｂ
に
近
い 

非
常
に
Ｂ
に
近
い 

ご解釈例→  

 

お問合せ先メールアドレス  ＠ 

個人情報につきましては亜細亜学園個人情報保護に関する規程に基づき、本調査の目的以外には使用いたしません。 

  



（付録） 

182 

 

I. 貴社がアジア市場で、最も重要であると考える拠点は、どの国・地域に設置されていますか。国名

または地域名をご記入ください。（この後、アジアでの最も市場に設置する現地法人は、本設問へ

のご回答の会社を対象としてお答えください。） 

国名・地域名： 

II. 貴社の経営理念、トップマネジメント、経営戦略についてお教えください。 

Ⅱ－１貴社では、新事業開発や新拠点の設置などの重要な意思決定を、どの程度、経営理念に基づいて行っ

ていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

重要な意思決定であって

も、経営理念を参照する

ことはない 

 

          

 

重要な意思決定だけでは

なく、日常的なすべての

意思決定で経営理念を参

照している 

 

 

 

 

  

    

Ⅱ－２貴社の従業員の行動指針は、どの程度、経営理念と整合しているとお考えですか。 

 1 2 3 4 5 6  

行動指針は制定していな

い 
 

          
 

行動指針は完全に経営理

念と整合している           

Ⅱ－３貴社の社長は、どの程度、経営理念について自らの解釈を説明していますか。 

 1 2 3 4 5 6  

社長は、常日頃から経営

理念について従業員に語

り掛けている 

 

          

 

社長は、年頭訓示などの

機会を利用して、経営理

念を確認するのみである 

 
 

 
 

  
    

Ⅱ－４貴社の社長は、事業活動によって何を実現しようとするのかを表した事業目的を、どの程度、明確に

表明していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

事業活動や研究開発活動

の目的について全く表明

していない 

 

          

 

事業活動や研究開発活動

の目的を詳細に表明して

いる 

 
 

 
 

  
    

Ⅱ－５貴社の社長は、企業経営や研究開発活動に対する基本的な価値観や考え方を表す理念を、どの程度、

社内外に表明していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

経営理念・研究開発理念

は全く表明していない 
 

          
 

理念を詳細に表明してい

る           

Ⅱ－６貴社の社長は、将来事業構想（例えば10年先の事業内容を規定した方針）を、どの程度、明確に提示

していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

将来事業構想は明示して

いない 
 

          

 

開発すべき製品・サービ

スや開拓すべき市場を明

示されている 

 
 

 
 

  
    

Ⅱ－7貴社の社長は今後 5年から 10年間のグローバルな社会や経済の変化に関する予測を、どの程度、明確

に表明していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

将来的な社会・経済の変

化は明示していいない 
 

          
 

社長が考える将来社会を

具体的に説明している           

Ⅱ－8貴社の社長は、貴社の今後の事業展開に関わる科学技術の動向を、どの程度、把握していますか。 

 1 2 3 4 5 6  

技術的な動向は把握して

いない 
 

          
 

技術的な動向を詳細に把

握している           
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Ⅱ－9 貴社の社長は、新規事業に対して、不確実性を事前に徹底的に評価してから着手を意思決定しますか、

それとも、まず着手してから不確実性を評価しますか。 
 1 2 3 4 5 6  

着手前に徹底的に不確実

性を評価する傾向が強い 
 

          
 

まず着手してから不確実

性を評価する傾向が強い           

Ⅱ－１０貴社の社長は、どの程度、新規の事業開発を重視していますか。 

 1 2 3 4 5 6  

ほとんど重視していない  
          

 最も重視している 
          

 

Ⅱ－１１貴社の社長は、どの程度、新製品・サービスを自ら企画しますか。 

 1 2 3 4 5 6  

社長が自ら製品・サービ

スを企画することはない 
 

          

 

新製品・サービスは、す

べて社長自らの企画に基

づいている 

 
 

 
 

  
    

Ⅱ－１２貴社の社長は、どの程度、個別の新製品開発や新技術開発、新市場開拓を直接指示していますか。 

 1 2 3 4 5 6  

社長は個別には直接指示

しない 
 

          

 

社長は、個々の新製品、

新技術、新市場の内容ま

で詳細に指示している 

 
 

 
 

  
    

Ⅱ－１３貴社の社長は、どの程度、顧客と直接会コミュニケーションをとっていますか。大口の顧客と一般

の顧客に分けてお教えください。 

大 口 の 顧 客 1 2 3 4 5 6  

一 般 の 顧 客 1 2 3 4 5 6  

顧客と直接会うことはな

い 
 

          
 

顧客と直接会うために時

間を最大限調整している           
 

Ⅱ－１４貴社の社長は、従業員の能力を的確に評価するための人事評価制度確立の重要性について、どの

程度、年頭訓示などで述べておられますか。 
 1 2 3 4 5 6  

社長は人事評価制度につ

いては、あまり述べてい

ない 

 

          

 

社長は人事評価の在り方

について、もっとも長い

時間を割いている 

 
 

 
 

  
    

Ⅱ－１５貴社の事業部門では、事業戦略を策定する際に、どの程度、将来事業構想（例えば10年先の事業内

容を規定した方針）の実現を意識していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

まったく意識していない  

          

 

事業戦略は、将来事業構

想の実現のために策定し

ている 

 
 

 
 

  
    

Ⅱ－１６貴社の事業部門では、どの程度、当初に設定した経営目標や経営計画の達成を維持していますか。 

 1 2 3 4 5 6  

現実の状況を考慮して、

目標や計画は柔軟に調整

される 

 

          

 
目標や計画は期間内は固

定される 
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III. 貴社の製品・サービスの開発活動についてお教えください。 

Ⅲ―１貴社の製品・サービス開発部門の担当者は、どの程度、顧客と意見交換を行っていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

開発部門担当者は直接顧

客とコミュニケーション

していない 

 

          

 
常に顧客に開発活動へ参

加してもらっている 
 

 
 

 
  

    

Ⅲ―２貴社の開発部門の担当者は、顧客の製品・サービスの利用現場の観察をどの程度行いますか。 
 1 2 3 4 5 6  

顧客の製品・サービス利

用現場を開発部門担当者

が観察することはない 

 

          

 

開発部門担当者は、定期

的に顧客の製品・サービ

ス利用現場を観察してい

る 

 

 

 

 

  

    

Ⅲ―３貴社の開発部門の担当者は、既存の製品・サービスの今までにない利用方法を、どの程度、顧客に提

案していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

今までにない利用方法を

提案することはない 
 

          

 

開発担当者は、常に新し

い利用方法を提案してい

る 

 
 

 
 

  
    

Ⅲ―４貴社が主宰するユーザー会やWebサイトを利用したユーザーコミュニティには、どの程度、顧客が参

加していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

一部の顧客のみ参加して

いる 
 

          
 

ほぼすべての顧客が参加

している           

Ⅲ―５貴社の開発部門の担当者は、どの程度、担当外のカテゴリーの製品・サービスの顧客とコミュニケー

ションしますか。 
 1 2 3 4 5 6  

担当外のカテゴリーの製

品・サービスの顧客とは

会うことはない 

 

          

 

担当外のカテゴリーの製

品・サービスの顧客にも

積極的に合っている 

 
 

 
 

  
    

Ⅲ―６貴社の顧客の製品・サービスに関するアイディアに対する報奨制度は、どの程度、充実していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

顧客の提案に対する報奨

は行っていない 
 

          
 

提案毎に相応の報奨を授

与している           

Ⅲ―７貴社では、研究開発上の問題を解決するために、どの程度、社外で解決策を探索していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

全く行っていない  
          

 
非常に積極的に探索して

いる           

Ⅲ―8 貴社では、外部組織との提携を通じて達成したい将来的な目的を、どの程度、事前に明確にしていま

すか。 
 1 2 3 4 5 6  

当面する提携の目的以外

には明確にはしていない 
 

          

 

提携を通じて将来的に実

現したい事柄を明確に設

定している 

 
 

 
 

  
    

Ⅲ―9 貴社は、他社との共同研究開発を行う際、どの程度、貴社の製品・サービスと同種の製品・サービス

を開発している企業を提携企業とする方針をお持ちですか。 
 1 2 3 4 5 6  

提携他社の製品・サービ 

ス開発の領域は考慮して

いない 

 

          

 

自社と同種の製品・サー

ビスを開発していること

を提携の条件としている 
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Ⅲ―10 貴社は、他社との共同研究開発を行う際、どの程度、貴社と共通の顧客を持つ企業を提携企業とする

方針をお持ちですか。 
 1 2 3 4 5 6  

提携他社の顧客は考慮し

ていない 
 

          

 

自社と共通した顧客を持

っていなことが提携の条

件としている 

 
 

 
 

  
    

Ⅲ―１１貴社は、他社との共同研究開発を行う際、どの程度、貴社にとって今後必要となる技術を保有する

企業を提携企業とする方針をお持ちですか。 
 1 2 3 4 5 6  

当社にとって今後必要な

技術を保有していなくて

も提携する 

 

          

 

当社にとって今後必要と

なる技術を保有すること

が提携の条件としている 

 
 

 
 

  
    

Ⅲ―１２貴社は、他社との共同研究開発を行う際、どの程度、自社の保有する技術を将来的に必要とする企

業を提携企業とする方針をお持ちですか。 
 1 2 3 4 5 6  

当社の技術が、提携企業

にとって今後必要となら

ない場合でも提携する 

 

          

 

当社の技術が、提携企業

にとって今後必要となる

ことを提携の条件として

いる 

 

 

 

 

  

    

Ⅲ―１３貴社では、他社との共同研究開発を行う際、どの程度、提携する企業の持つ技術や市場に関する強

みについて事前に調査していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

当面する提携活動の範囲

外については調査してい

ない 

 

          

 

提携活動の範囲外の技術

や市場についても徹底的

に調査している 

 
 

 
 

  
    

Ⅲ―１４貴社は、貴社にとって今後必要となる技術や市場に関する資源を保有する外部組織を、どの程度、

速やかに見つけ出すことができているとお考えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

非常に時間が掛かってい

る 
 

          
 

非常に速やかに特定でき

ている           

Ⅲ―１５貴社が研究開発上の問題解決のために、貴社との資本関係や取引関係がない外部組織と、どの程度、

提携していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

資本関係や取引関係のな

い外部組織とは提携して

いない 

 

          

 

資本関係や取引関係のな

い、競合他社、異業種企

業、大学や公的研究機関

とも提携している 

 

 

 

 

  

    

Ⅲ―１６貴社が行う外部組織との共同研究開発では、研究開発の進捗状況などの情報を交換するための会議

や文書交換が、どの程度、当初定められたスケジュールどおりに実施されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

提携に際して定めたスケ

ジュールどおりには実施

できないことが多い 

 

          

 

提携に際して定めたスケ

ジュールを越えて、必要

に応じて適宜実施できて

いる 

 

 

 

 

  

    

Ⅲ―17 貴社が行う外部組織との共同研究開発の貴社メンバーと外部組織メンバーの間で、どの程度、個人的

な交流が行われていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

業務上のコミュニケーシ

ョン以外には交流がない 
 

          
 

業務以外の個人的な交流

も活発である           
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Ⅲ―18 貴社がこれまでに行った他社との共同研究開発は、貴社の研究開発のスピードの向上にどの程度貢献

したとお考えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

自社単独で行った場合と

変わらない 
 

          
 

自社単独で行った場合よ

りも相当程度早くなった           

Ⅲ―19 貴社がこれまでに行った他社との共同研究開発は、貴社の従来にない画期的な製品・サービスの開発

能力の向上に、どの程度、貢献したとお考えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

貢献していない  
          

 大きな貢献をした 
          

Ⅲ―20 貴社がこれまでに行った他社との共同研究開発は、貴社の技術開発能力の向上に、どの程度、貢献し

たとお考えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

貢献していない  
          

 大きな貢献をした 
          

Ⅲ―21 貴社がこれまでに行った他社との共同研究開発は、貴社の新市場開拓能力の向上に、どの程度、貢献

したとお考えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

貢献していない  
          

 大きな貢献をした 
          

Ⅲ―22 貴社が、外部組織との共同研究開発の成果を用いて実現した製品・サービスは、貴社の事業展開にと

って、どの程度、重要な役割を果たしていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

事業展開上は大きな役割

を果たしていない 
 

          

 

当社の事業展開上極めて

重要な役割を果たしてい

る 

 
 

 
 

  
    

Ⅲ―２３貴社が保有する技術のうち、貴社においては活用されてこなかった技術は、どの程度、外部組織と

の共同研究開発で活用されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

あまり活用されていない  
          

 
未利用技術が、数多くの

製品に活用されている           

Ⅲ―２４貴社が保有する技術知識や市場知識、管理ノウハウなどは、外部組織との共同研究開発を通じて、

どの程度、新たな用途に転用されるようになりましたか。 
 1 2 3 4 5 6  

新たな用途への転用はな

い 
 

          
 

新たな用途への転用が多

数ある           

Ⅲ―２５貴社がこれまでに外部組織と提携して行った共同研究開発では、どの程度、当初の目的が達成され

ましたか。 
 1 2 3 4 5 6  

当初の目的を達成できた

共同研究開発はない 
 

          

 

すべての共同研究開発で

当初設定した目的を達成

できている 
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の顧客やブランド政策についてお教えください。 

Ⅳ－1 貴社は、自社の製品・サービスの顧客について、どの程度、属性や購買頻度、好みなどを詳細に調査

していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

顧客について詳細には調

査していない 
 

          
 

顧客の詳細を調査してい

る           

Ⅳ－２貴社は、どの程度、特定の顧客層のニーズに対応した製品・サービスの開発を行っていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

特定の顧客層に対応した

製品・サービスは開発し

ていない 

 

          

 

細分化した顧客層に合わ

せて、製品・サービスを

開発している 

 
 

 
 

  
    

Ⅳ－３貴社が過去 5年間に獲得した新規の顧客数の、現在の全顧客数に占める割合をお教えください。 
 1 2 3 4 5 6  

新規の顧客は獲得できて

いない 

            
20%以上 

  5％未満 10％未満 15％未満 20％未満   

Ⅳ－４貴社の製品・サービスを継続的に購入している顧客数は、全顧客数に対してどの程度の割合になって

いるとお考えですか。主観的な割合をご回答ください。 
 1 2 3 4 5 6  

非常に少ない  
          

 非常に多い 
          

Ⅳ－５貴社の製品の返品やサービスの解約をする顧客数は、全顧客数に対してどの程度の割合だとお考えで

すか。主観的な割合をご回答ください。 
 1 2 3 4 5 6  

非常に少ない  
          

 非常に多い 
          

Ⅳ－６貴社の、直接顧客と接していない従業員は、どの程度、顧客ニーズを理解しようとしていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

直接顧客に接していない

従業員は顧客ニーズを意

識していない 

 

          

 

すべての従業員が顧客ニ

ーズを正しく理解するよ

うに努めている 

 
 

 
 

  
    

Ⅳ－７貴社の企業ブランドを知っている顧客は、市場のすべての顧客のどの程度を占めているとお考えです

か。日本国内市場とアジアで最も重視する市場に分けてお教えください。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

現在当社の製品・サービ

スを購入している顧客の

みが知っている 

 

          

 

当社の製品・サービスを

購入していない顧客も含

め、すべての顧客が知っ

て い る 

 

 

 

 

  

    

Ⅳ－8 貴社の主力製品・サービス（最大売上高のカテゴリーの製品・サービス）のブランドを知っている顧

客は、市場のすべての顧客のどの程度を占めているとお考えですか。日本国内市場とアジアで最も重視する

市場に分けてお教えください。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

現在当社の製品・サービ

スを購入している顧客の

みが知っている 

 

          

 

当社の製品・サービスを

購入していない顧客も含

め、すべての顧客が知っ

ている 
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Ⅳ－9 貴社は同一カテゴリーの製品・サービスについて、どの程度、顧客層毎にブランドを変えていますか。

日本国内市場とアジアで最も重視する市場に分けてお教えください。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

同一カテゴリーの製品・

サービスには一つのブラ

ンドを設定している 

 

          

 

可能な限り細分化した顧

客層毎に複数のブランド

を設定している 

 
 

 
 

  
    

Ⅳ－10 貴社の企業ブランドから、どの程度、優れた会社や進歩的な会社などの肯定的なイメージを連想する

顧客がいるとお考えですか。日本国内市場とアジアで最も重視する市場に分けてお教えください。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

肯定的なイメージを連想

する顧客は非常に少ない 
 

          
 

ほとんどの顧客は肯定的

なイメージを連想する           

Ⅳ－11 貴社の製品・サービスを購入する際、貴社の企業ブランドは、どの程度、顧客の購買意欲にプラスの

影響を与えていますか。日本国内市場とアジアで最も重視する市場に分けてお教えください。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

企業ブランドは購買意欲

に影響していない 
 

          
 

購買意欲の増大に強く影

響している           
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IV. 貴社のグローバルな事業展開についてお教えください 

Ⅴ－1 貴社では、本社研究開発部門の人材と海外研究開発拠点・開発組織との間で、どの程度、人事交流を

行っていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

人事交流はまったく行っ

ていない 
 

          

 

本社研究開発部門と海外

の重要な拠点・組織との

間では、常時人材が交換

されている 

 

 

 

 

  

    

Ⅴ－２貴社では、海外の研究開発拠点や開発組織の成果を、定期的に本社の研究開発部門に報告させる制度

を、どの程度、運用していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

成果を報告させる制度は

持っていない 
 

          

 

すべての海外研究開発拠

点・開発組織の成果が本

社研究開発部門に集約さ

れている 

 

 

 

 

  

    

Ⅴ－３アジアで最も重視する市場の現地法人における、日本人駐在員数の現地法人全従業員数に対する比率

をお教えください。現地法人全体、営業部門、開発部門に分けてお教えください。 

現 地 法 人 全 体 1 2 3 4 5 6  

営 業 部 門 1 2 3 4 5 6  

開 発 部 門 1 2 3 4 5 6  

日本本社から派遣した日

本人駐在員はいない 
 

          
 10％以上 

 2.5％未満 5％未満 7.5％未満 10％未満  

Ⅴ－４アジアで最も重視する市場における現地法人の日本人駐在員のうち、現地の公用語で顧客と会話する

ことができる日本人駐在員の、全駐在員に対する比率は、どの程度ですか。現地法人全体、営業部門、開発

部門に分けてお教えください。 

現 地 法 人 全 体 1 2 3 4 5 6  

営 業 部 門 1 2 3 4 5 6  

開 発 部 門 1 2 3 4 5 6  

現地公用語で顧客と会話

できる駐在員はいない 
 

          
 

すべての駐在員が現地公

用語で顧客と会話できる       

Ⅴ－５アジアで最も重視する市場における現地法人の現地採用従業員のうち、日本語で業務上の会話ができ

る従業員数の現地法人全従業員数に対する比率は、どの程度ですか。現地法人全体、営業部門、開発部門に

分けてお教えください。 

現 地 法 人 全 体 1 2 3 4 5 6  

営 業 部 門 1 2 3 4 5 6  

開 発 部 門 1 2 3 4 5 6  

日本語で業務上の会話を

することができる現地採

用従業員はいない 

 

          

 

すべての従業員が日本語

で業務上の会話をするこ

とができる 

     

 

Ⅴ－６アジアで最も重視する市場における現地法人の製品・サービス開発部門における、営業部門出身の従

業員の比率を教えてください 
 1 2 3 4 5 6  

営業部門出身者はいない 
            

20%以上 
  5％未満 10％未満 15％未満 20％未満   

Ⅴ－7 アジアで最も重視する市場における現地法人の製品・サービス開発部門における、他業界から転職し

た従業員の比率をお教えください。 
 1 2 3 4 5 6  

他業界から転職した従業

員はいない 

            
20%以上 

  5％未満 10％未満 15％未満 20％未満   
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Ⅴ－8 アジアで最も重視する市場における現地法人の製品・サービス開発部門の従業員の間では、どの程度、

コミュニケーションが活発ですか。 
 1 2 3 4 5 6  

コミュニケーションは活

発ではない 
 

          
 

非常に活発にコミュニケ

ーションしている           

Ⅴ－9 アジアで最も重視する市場における現地法人の製品・サービス開発部門の従業員の間では、どの程度、

意思疎通が図られていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

意思疎通はできていない  
          

 
非常によく意思疎通がで

きている           

Ⅴ－10 アジアで最も重視する市場における現地法人の製品・サービス開発部門の従業員の間では、業務以外

の会話が、どの程度、活発に行われていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

業務以外の会話は慎まれ

ている 
 

          

 

従業員の個人的な生活な

ど、業務以外の内容も活

発に会話されている 

 
 

 
 

  
    

Ⅴ－11 アジアで最も重視する市場における現地法人の製品・サービス開発部門では、製品・サービスの開発

内容を、どの程度、自主的に決定できますか。 
 1 2 3 4 5 6  

すべて本社が決定する  
          

 
すべて現地法人が決定す

る           

Ⅴ－1２アジアで最も重視する市場における現地法人では、現地向けの製品・サービスの品質基準について、

どの程度、独自に設定できますか。 
 1 2 3 4 5 6  

品質基準は全世界で統一

されており、現地法人は

独自には設定できない 

 

          

 
現地法人が独自に品質基

準を設定している 
 

 
 

 
  

    

Ⅴ－１３アジアで最も重視する市場における現地法人では、どの程度、現地のニーズに対応してまったく新

たに現地市場向けの新製品・サービスを開発していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

本社が開発した既存製

品・サービスを現地向け

に改良している 

 

          

 

現地向けの製品・サービ

スはすべて現地で新たに

開発している 

 
 

 
 

  
    

Ⅴ－1４貴社では、新興国でまったく新たに開発した製品・サービスを、同様なニーズのある他の新興国市

場に、どの程度、展開していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

まったく行っていない  
          

 
非常に積極的に展開して

いる           
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V. 貴社の主力製品・サービス（最大売上高のカテゴリーの製品・サービス）の市場での競争力につい

てお教えください。 

Ⅵ－1 貴社が販売する主力製品・サービスは、競合他社の同種の製品・サービスと比べて、どの程度、独自

な機能を顧客に提供していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

独自な機能は提供してい

ない 
 

          

 

競合製品・サービスとは

異なる独自な機能を数多

く提供している 

 
 

 
 

  
    

Ⅵ－２貴社が販売する主力製品・サービスは、競合他社の同種の製品・サービスと比べて、どの程度、高い

性能を顧客に提供していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

競合製品・サービスの性

能を大きく下回っている 
 

          
 

競合製品・サービスの性

能を大きく上回っている           

Ⅵ－３貴社が販売する主力製品・サービスは、競合他社の同種の製品・サービスと比べて、どの程度、高い

品質を顧客に提供していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

競合製品・サービスの品

質を大きく下回っている 
 

          
 

競合製品・サービスの品

質を大きく上回っている           

Ⅵ－４貴社が販売する主力製品・サービスは、競合他社の同種の製品・サービスと比べて、どの程度、コス

トが低いとお考えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

競合製品・サービスのコ

ストを大きく上回ってい

ると思われる 

 

          

 

競合製品・サービスのコ

ストを大きく下回ってい

ると思われる 

 
 

 
 

  
    

Ⅵ－５ 

貴社が販売する主力製品・サービスは、競合他社の同種の製品・サービスと比べて、どの程度、実勢価格が

高いとお考えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

競合製品・サービスの価

格を大きく下回っている 
 

          
 

競合製品・サービスの価

格を大きく上回っている           

Ⅵ－６貴社が過去 5 年間に開発した、競合する製品・サービスがまったく存在しない、新奇なカテゴリーの

製品・サービスは、どの程度他社に追随されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

すでに後発参入企業が競

争優位性を確立している 
 

          

 

他社はまったく新カテゴ

リーの製品・サービスに

参入できていない 

 
 

 
 

  
    

Ⅵ－7 貴社が販売する主力製品・サービスの市場シェアの概数をお教えください。日本国内市場とアジアで

最も重視する市場に分けてお教えください。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

5％未満 
            

25％以上 
  10％未満 15％未満 20％未満 25％未満   

Ⅵ－8 貴社が販売する主力製品・サービスの営業利益率の概数をお教えください。日本国内市場とアジアで

最も重視する市場に分けてお教えください。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

0％未満 
            

20％以上 
   5％未満 10％未満 １５％未

満 

２０％未

満 
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Ⅵ－9 貴社が過去５年間に開発した、従来製品・サービスにはない画期的な機能や性能を有する新製品・サ

ービスの、現在の平均的な市場シェアはどの程度ですか。日本国内市場とアジアでの最も重要な市場に分け

てお教えて下さい。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

５％未満 
            

25％以上 
  １０％未

満 

１５％未

満 

２０％未

満 

２５％未

満 
  

Ⅵ－10貴社が過去 5年間に開発した、改良型製品・サービスの現在の平均的な市場シェアをお教えください。

日本国内市場とアジアでの最も重要な市場に分けてお教えて下さい。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

５％未満 
            

25％以上 
  １０％未

満 

１５％未

満 

２０％未

満 

２５％未

満 
  

Ⅵ－1１貴社が過去5年間に開発した、改良型の製品・サービスは、従来製品・サービに比べて、どの程度、

機能的に改善されましたか。該当する改良型製品・サービス全体の平均でお教えください。 
 1 2 3 4 5 6  

機能的には改善されてい

ない 
 

          
 

顧客が必要とする機能を

提供できるようになった           

Ⅵ－１２貴社が過去 5 年間に開発した、改良型製品・サービスは、どの程度、従来製品・サービに対する顧

客のクレームに対応していますか。該当する改良型製品・サービス全体の平均でお教えください。 
 1 2 3 4 5 6  

顧客からのクレーム内容

に変化はない 
 

          
 

顧客からのクレームは減

少した           

 

Ⅵ－１３貴社の製品・サービスは、どの程度、顧客が直面している課題を解決することができているとお考

えですか。 
 1 2 3 4 5 6  

十分解決しているとは言

えない 
 

          
 

顧客の期待を上回る水準

で解決できている           
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VI. 貴社の従業員についてお教えください。 

Ⅶ－1職場における人間関係は、貴社の人材マネジメント上、どの程度、問題となっていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

憂慮すべき問題となって

いる 
 

          
 

まったく問題となってい

ない           

Ⅶ－２貴社の従業員は、職務内容の変更をどの程度希望していますか。 
 1 2 3 4 5 6  

職務内容の変更を希望す

る従業員は非常に多い 
 

          

 

職務内容の変更を希望す

る従業員はほとんどいな

い 

 
 

 
 

  
    

Ⅶ－３貴社の従業員は、同業他社と比べて、自身の給与総額が妥当と感じていますか。 
 1 2 3 4 5 6  

多くの従業員が同業他社

よりも給与総額が低いと

感じている 

 

          

 

多くの従業員は給与総額

が同業他社と同等又は高

額であると感じている 
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VII. 貴社の研究開発成果についてお教えください。 

Ⅷ－1 貴社が過去５年間に開発した新規事業の売上高の、全売上高に占める割合をお教え下さい。日本国内

市場とアジアでの最も重要な市場に分けてお教えて下さい。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

５％未満 
            

25％以上 
  １０％未

満 

１５％未

満 

２０％未

満 

２５％未

満   

Ⅷ－２貴社が過去５年間に開発した新製品・サービスの売上高の、全売上高に占める割合をお教えください。

日本国内市場とアジアでの最も重要な市場に分けてお教えて下さい。 

日 本 国 内 市 場 1 2 3 4 5 6  

ア ジ ア 市 場 1 2 3 4 5 6  

５％未満 
            

25％以上 
  １０％未

満 

１５％未

満 

２０％未

満 

２５％未

満 
  

Ⅷ－３貴社が過去 5 年間に開発した、競合する製品・サービスがまったく存在しない、新奇なカテゴリーの

製品・サービスの売上高は、貴社の全売上高のどの程度を占めますか。 
 1 2 3 4 5 6  

新奇なカテゴリーの製

品・サービスは開発され

ていない 

            

10％以上 
 

 2.5％未満 5％未満 7.5％未満 10％未満 

  

Ⅷ－４貴社が過去 5 年間に開発した、貴社にとっては新規のカテゴリー（他社が既に販売しているカテゴリ

ー）に属する製品・サービス売上高の、全売上高に対する比率をお教えください。 
 1 2 3 4 5 6  

新規のカテゴリーの製

品・サービスは開発され

ていない 

            

10％以上 
 

 2.5％未満 5％未満 7.5％未満 10％未満 

  

Ⅷ－５貴社が過去 5 年間に開発した、従来製品・サービスにはない画期的な機能や性能を有する新製品・サ

ービスのうち、海外の研究開発拠点や開発組織の成果を利用している製品・サービスの割合を、件数ベース

でお教えください。 
 1 2 3 4 5 6  

海外拠点・組織の成果を

利用した画期的な製品・

サービスはない 

            

10％以上 
 

 2.5％未満 5％未満 7.5％未満 10％未満 
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付録：アンケート一次集計 
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